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（午前９時５５分 開会） 

○渡辺慎吾委員長 ただいまから、総務建

設常任委員会を開会します。 

 本日の委員会記録署名委員は、野口委員

を指名します。 

 先日に引き続き、議案１号所管分、議案

第９号所管分及び議案第３５号所管分の

審査を行います。 

 質疑を続けます。 

 三好義治委員。 

○三好義治委員 おはようございます。 

 それでは、質問させていただきます。ま

ず、予算書の３ページで、債務負担行為で、

第２条地方自治法第２１４条の規定によ

る債務負担する行為をすることができる

事務、期間及び限度額は、第２表債務負担

行為によるということが記載されており

ます。 

 第２１４条の解釈につきましては、債務

負担行為は、将来にわたってどれだけ費用

が発生するか。要は継続費並びに繰越明許

費以外での経費を示すと。議会によって審

査をするという条文の中身でございます。 

 私の解釈といたしましては、この第２表

の債務負担行為につきまして、９項目上が

っております。その中で、二つ気になるこ

とがありまして、１点につきましては、ま

ちごと元気ヘルシーポイント事業が、平成

３１年度から平成３２年度まで組まれて

おりまして、これにつきましては、単独事

業だという解釈しているんですが、この債

務負担行為のあり方についてお聞きかせ

いただきたいのと、もう１点の千里丘三島

線道路改良事業については、平成３０年度

の単年度の債務負担行為が組まれており

ます。 

 冒頭申し上げましたように、この債務負

担行為につきましては、将来にわたる債務

負担を記載するということの中で、単年度

だけで本来債務負担行為を組むのが適切

であるのかどうかということについて、ご

質問させていただきます。 

 次の、第３表の地方債につきまして、千

里丘三島線道路改良事業で、地方債が４,

０００万円計上されております。この千里

丘三島線につきましては、先般のこの委員

会におきまして、道路交通課のほうから完

成年度を平成３６年度として見込んでい

るということの中で、総額が幾らかかって

くるのかということについて、お示しいた

だきたいのと、先ほどの債務負担行為との

関連性についてもお聞かせいただきたい

と思います。 

 それから、予算書７１ページで、節２８

の操出金で２０億７,５５４万１,０００

円が操り出しされております。１点は、水

道事業会計操出金５５４万１,０００円、

もう１点が、下水道事業会計操出金の２０

億７,０００万、これが総務の一般管理費

から繰り出しをされております。 

 昨年、平成２９年度までは、この下水道

事業会計操出金につきましては、土木費か

ら繰り出しをしていた経緯がございます

けど、今回、総務費の一般管理費から繰り

出ししている、この理由についてお聞かせ

いただきたいのと、２０億円というのは、

どういった中身になっているのか、お聞か

せください。 

 それから、補正予算の議案第９号、８ペ

ージの第３表、総合体育館建設事業として

６,２００万円の補正が組まれております。

これと、同じく２２ページの市債で総務債、

総合体育館建設事業が６,２００万円、不

用額となっております。 

 質問といたしましては、地方債の補正の

第３表というのは、本来、ここでは記載は
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不要ではないのかなと感じております。こ

の地方債の補正につきましては、上限を上

回る場合において、上回った予算に対して

地方債の限度額を定めて補正を行うとい

う解釈があります。 

 一方では、限度額を下回った場合には、

地方債の補正について、こういった別表と

いうのは不要だと解釈しておりまして、予

算書の中で既に減額補正をやり、平成２９

年度の当初予算で計上されていた債務負

担行為であって、この別表第３表というの

は不要ではないのかということを思って

おりまして、その解釈についてお聞かせく

ださい。 

 それと、予算書４９ページ、土地開発基

金利子が７,０００円、歳入で入っていた

んですが、昨年、メモリアルホールの道路

の買い戻しを行った経緯がありまして、こ

の補正予算を組むに当たって、その土地開

発基金にどれだけ、基金として繰り入れた

のか、現在高が幾らになっているのか、お

知らせいただきたいのと、土地開発基金の

今後の取り扱いについても、お聞かせいた

だきたいと思います。 

 それから、決算概要３８ページの統計調

査管理事業で、これも昨年の決算審査で、

統計調査管理事業と、基幹統計調査事業が

ありまして、決算審査では統計調査管理事

業が、時間外勤務手当が入ってなかったの

に、統計管理調査事業から流用されてやら

れているということの中で指摘をさせて

いただいたら、今回は、人件費事業として

時間外勤務手当が入っております。これは、

統計調査管理事業だけの時間外で、この予

算で事が済むのかということをお聞かせ

いただきたいのが１点と、これと合わせま

して、統計調査事業の中で、統計要覧の年

度が、まちまちであるということを指摘さ

せていただきました。 

 今年度、その修正をされるのか、お聞か

せいただきたいと思います。 

 次に、防災管財課の市立集会所の管理事

業で、予算概要１６ページ、市立集会所管

理事業で、その中で、耐震診断等の業務委

託料が９７２万４,０００円計上されてお

りまして、この集会所の耐震診断、どこの

集会所を行っていくのか、お聞かせいただ

きたいと思います。 

 それと、合わせて、ファシリティマネジ

メントが、今回スタートいたしますけど、

それとの関連性をどのように整理してい

るのかお聞かせいただきたいと思います

し、現在まで、５０ある集会所をどれだけ

耐震診断してきたのかということで、今ま

で何か所やってきたのか、お聞かせいただ

きたいと思います。 

 それから、予算概要３０ページで、地区

集会所助成事業で１５万円計上されてい

ますけれども、地区集会所は、現在、何か

所あって、どのように契約をなされて、行

政としての役割は、今どのようになってい

るのか、財産区財産の建物との関連性も含

めて確認しときたいと思いますのでよろ

しくお願いいたします。 

 それから、予算概要の１００ページで、

防災資機材及び備蓄品整理事業について

ですが、これは代表質問でも少し触れさせ

ていただいたんですけど、防災訓練を行っ

ていく中で、市内各小学校区で、防災訓練

と、それから単一自治会、９自治会が防災

訓練を行っておりますが、顔ぶれといいま

すか、参加者の方々が固定している部分と、

参加人数が余りふえてきてないのが今日

の状況であるという認識しております。 

 その中で、防災備蓄品を、要は配給訓練

ということの中でやっていただいている
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んですが、いただいた防災備蓄品の期限が、

２か月ぐらいで切れるような状況です。そ

ういうことから言えば、防災意識を高めて

いただくためにも、防災訓練に来たら備蓄

品がもらえて、一年間は保管できるものを

配布するようにしてはどうかなというこ

との中で、見解をお聞かせいただきたいと

思っております。 

 それから、次は個人市民税になりますけ

ど、予算書の２０ページで、先日も議論が

ありましたが、個人市民税で、まず、現年

度の滞納繰越処分が７,８６０万円、これ

につきましては、平成２９年度より２,０

２２万９,０００円、滞納繰越処分が減っ

ております。 

 この滞納繰越処分が減ってきた理由と

いたしまして、納税課が努力して、いろい

ろ頑張っていただいている要因もあると

思いますけど、一方では、先日市民税課長

が言うてましたように、納税義務者が５５

０人ふえた、その中で、今年の市民税が４

６７万１,０００円ぐらいしか増税になっ

てないということの中で、この滞納と、そ

れから納税義務者のことを考えていった

ときに、非課税世帯がふえた中で滞納繰越

処分が減ってきた要素も多々あるのでは

ないかなということの中で、今の個人市民

税の動向は、どのようになっているのか、

お聞かせいただきたいと思います。 

 それから、予算概要の３２ページで、過

誤納還付金９,０００万円と、それから過

誤納返還金５００万円が記載されており

まして、この過誤納還付金が９,０００万

円というのは、相当な額と人数だと思うん

です。この辺の一連の経緯についてお聞か

せいただきたいと思います。 

 それから、予算書２０ページの法人市民

税で、これも前年度と比較いたしますと、

１億６,７５０万円増額になっております。

ただ、平成２８年度決算と比較すると３,

７００万円の減額になっておりまして、現

在、法人市民税で９号法人と、８号法人で、

全体の５５％を占める状況になっており

まして、その中で、市内企業の経営状況、

どのように今見られているのかお聞かせ

いただきたいと思います。 

 それから、固定資産税課についてですけ

ど、これも予算書２０ページで、これも決

算審査でるる話をさせていただきました。

市民税で一番安定した税収入構造が、この

固定資産税であって、いろいろこの当初予

算を見てみますと、固定資産税の中で家屋

と、それから土地、それと償却資産、都市

計画税とこの固定資産税は、本来連動して

いくべきの部分で、土地と家屋は連動して

いるような感じなんですけども、償却資産

の現状がどのようになっているのかとい

うことと、固定資産税と都市計画税の個人、

法人含めて、土地、家屋、償却資産と都市

計画税の平成３０年度の内訳をお示しい

ただきたいというように思います。 

 それから、次、建設部で、予算書３９ペ

ージの、まず地籍調査費補助金で、都市再

生地籍調査委託補助金１００万円計上さ

れておりまして、予算書１４５ページの歳

出で、都市再生地籍調査が２８０万円計上

されておりまして、これにつきましては、

２分の１の補助金がいただけているんで

すけども、２８０万円で計上しているのは

一般財源から繰り出しが多過ぎるん違う

かなという感覚がありますので、どういう

中身になっているか、教えてください。 

 それから、同じく３９ページで、社会資

本整備総合交付金が、それぞれ計上されて

おります。社会資本整備総合交付金につい

て、道路舗装、橋梁修繕、橋梁点検、道路
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改良で、１億６,２５９万円が計上されて

おりますけれでも、この社会資本整備で、

補正予算（第７号）とも関連してきますけ

ど、補正予算（第７号）の１７ページでは、

社会資本整備で１０分の５.５なのに、単

年度で８,９５７万円の補助金が不用額と

して計上されております。大きな額だと思

いますし、こういった事業に関しましては、

もともと補助金が確定し、それ以降に工事

見積を取りながら建設を行って、工事計画

を組んでいくんですが、この不用額が確定

したのがいつぐらいであって、もともと事

業計画ができてなかったのかということ

が気になるのが補正予算（第７号）の方で

す。 

 今年度の１億６,２５９万円の社会資本

整備の交付金にかかわる分については、摂

津市から国に対して事業申請を総額幾ら

で申請をしたのかという点についてお聞

かせいただきたいのと、その他の本来補助

金がおりるような案件がなかったのか、お

聞かせいただきたいと思います。 

 予算書の１４６ページの排水路費、ここ

の排水路費で２億８,６６７万５,０００

円計上されていて、特定財源で、国、府支

出金の補助金が計上されていなくて、地方

債で１億１,１９０万円、その他財源とし

て３,７３６万８,０００円、一般財源で１

億３,７４０万７,０００円計上されてお

ります。こういったことにつきましては、

防災の観点から言ったら、国から本来補助

金がおりるような項目ではなかったのか

なと思っておりますけど、平成３０年度、

国におきましても、防災機能を高めていく

という方針を出しておりまして、この点に

ついては国からの補助金いうのは、申請も

された結果がこのようになっているのか、

お聞かせいただきたいと思います。 

 それと、同じく味舌ポンプ場の水路系の

維持管理事業の委託料を９６８万円計上

されております。この点につきましては、

平成２９年度に３,３００万円かけて、大

幅な修繕工事を行った経緯があって、今年

度からその委託事業だけでも９６０万円

かかってくるのか、毎年計上されていくの

かということで確認をお願いしたいと思

います。 

 それから、予算概要の７４ページで、農

業水路ポンプ場管理事業で、１,６１８万

６,０００円計上されております。そのう

ちにポンプ場管理業務委託料と、用水ポン

プ場施設等点検業務委託料がありまして、

ポンプ場管理事業委託につきましては約

３００万円を計上しておりますが、どこに

委託しているのかということで、お聞きし

たいと思います。事前に聞いている分につ

きましては、シルバー人材センターに委託

しているということを伺っておりますけ

ど、こういった委託契約についての仕様書

がきっちりできているのかということに

ついて、確認の意味もつけて、ご答弁いた

だきたいと思います。 

 次に、消防本部で２点質問しておきたい

と思います。 

 消防で、予算概要の９６ページ、自主防

災組織用ポンプ整備事業で、１１２万９,

０００円計上されております。この消防ポ

ンプで１１２万９,０００円が何か所整備

されるのかというのと、消防が言われる自

主防災組織というのは、どういう組織を消

防として言っているのかということにつ

いてお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、予算概要の９６ページの司令

センター共同運用等負担金２,７９８万８,

０００円計上されておりまして、吹田市と

の共同運用に対する負担金ですけど、吹田
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市と摂津市のこの比率、今、摂津市は２,

７９８万８,０００円ですけど、吹田市は

幾ら払っていただいているのかというこ

とについてお聞かせいただきたいのと、摂

津市から職員を派遣していますけど、派遣

体制がどのようになっているのか、お聞か

せいただきたいと思います。 

 それと、予算概要１４ページ、工事検査

室で、額的には２万円ぐらいの予算なんで

すが、一般事務事業で、普通旅費と消耗品

費で、それぞれ１万１,０００円ずつで２

万２,０００円を計上されております。 

 以前にも、数年前になりますけど、工事

検査室の検査のあり方について質問をさ

せていただきましたが、昨年の事務報告書

を見ますと、特に道路関係の工事が３月に

集中しておりまして、年間の工事の３分の

１ぐらいが、この３月に、工事検査を行っ

ているんです、その折にも話したのが、予

算が確定した段階で、工事検査室から工事

現課の方に対して、工事工程表をお示しさ

れて、工事検査の均等化ということが図れ

ないのかということを以前にもお話いた

しました。いっときはそういったことの流

れになっておったんですが、最近はそれの

また枠が外れて、現課から上がってくるの

が３月末の検査が多忙になっていると思

うんですけど、その辺は、今の仕事の進め

方として、どのように進めているのか、お

聞かせいただきたいと思います。 

 以上で、１回目終わります。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、ご質問番号

１番、予算書３ページの第２表債務負担行

為について、お答えいたします。 

 まず、まちごと元気ヘルシーポイント事

業の内容ということでございますけれど

も、これにつきましては、今やっておりま

すウオーキングなど健康の取り組み事業、

保健福祉課で実施していただいておりま

すけれども、これを業者の力をお借りしま

して、ＩＣＴ器機を活用して、さらに取り

取り組んでいただく市民の方の範囲を広

げていきたいということで、今回、債務負

担行為を設定するとともに、平成３０年度

の歳出予算を計上いたしております。 

 ＩＣＴ器機を活用いたしますので、初期

投資として、ある程度の金額が必要になっ

てくるということで、複数年の契約を予定

しております。 

 それから、２番目の千里丘三島線の単年

度の債務負担行為の設定についてでござ

います。 

 これにつきましては、歳出予算にも、土

地購入費、それから移転補償費を計上する

とともに、債務負担行為として２億１,０

００万円余りの債務負担行為を設定いた

しております。 

 この債務負担行為、単年度で設定させて

いただくことによりまして、この２億１,

０００万円余りの分につきましては、契約

行為まではできると。歳出予算で計上して

いる分は、契約行為を行うとともに支出ま

でできるという違いがございます。 

 担当課といろいろ中身を確認させてい

ただく中で、この２億１,０００万円部分

につきましては、少し、相手方、交渉ごと

ですので、なかなか目途というのがつきに

くいと。 

 担当課の思いとしては、平成３０年度頑

張っていきたいけれども、少しどうなるか

わからないということで、交渉の中で契約

までとんとん拍子でいった場合に、契約書

に判をついていただくというところまで

を担保するために、平成３０年度の設定を

させていただいております。我々といたし
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ましても、予算につきましては単年度が原

則というものがございますので、議員もご

指摘のように、継続費であったり、その他

の債務負担行為であったり、単年度の例外

として、そういった継続費、債務負担行為

を設定することがございますけれども、こ

の千里丘三島線の分につきましては、この

平成３０年度の契約行為までを担保する

ためということで、単年度の設定をさせて

いただいたところです。 

 続きまして２番目の第３表の地方債の

部分で、千里丘三島線のご質問でございま

すけれども、総額につきましては今のとこ

ろ担当課からは平成３６年度までの見込

みとして、現時点で６億４，６００万円を

見込んでいるということで情報いただい

ております。 

 それと、今回の起債と先ほどの債務負担

行為との関連というところでございます

けれども、今回、この４，３００万円の起

債を計上させていただいておりますのは、

歳出予算に計上した分、これに対応する分

となっておりまして、債務負担行為のほう

で財源として予定させていただいている

分につきましては、債務負担行為に基づい

て歳出予算を計上するときに同時に改め

て起債として限度額の設定をお願いした

いと考えております。 

 それから３番目、予算書７１ページの繰

出金の件でございますけれども、今回、平

成２９年度までは土木費で計上していた

繰出金を、総務費で計上させていただいて

おります。これにつきましては、これまで

水道の繰出金を総務費で計上し、財政課で

執行していたというところと合わせまし

て、土木費から総務費に移管をさせていた

だいたものでございます。 

 この約２０億円の中身についてですけ

れども、この中身につきましてはその多く

は下水道の公債費に充当するものとなっ

ております。一般会計で持ちますのは基本

的に雨水整備にかかるもの、それから雨水

の設備の維持管理にかかるもの、こういっ

たものになっておりますけれども、過去の

経緯等もございまして、汚水整備にかかる

公債費につきましても現在のところ一般

会計の繰出金を充当していただいている

ところでございます。 

 それから４番目、議案第９号の補正予算

の第３表、地方債の表の件です。これにつ

いての考え方ということでございますけ

れども、まず今回の補正につきましては、

歳出予算で体育館関係の歳出予算を削減

させていただいております。それに対応す

る市債、これについても減額の必要がござ

いましたので、減額をしたところでござい

ます。 

 また、歳入のほうで市債の減額をいたし

ましたら、この第３表の限度額、これにつ

いても歳入の予算と合わせることと旧自

治省等から通知がございましたので、それ

にのっとりまして、歳入の市債の額と合わ

せて、この第３表についても補正をさせて

いただいたところでございます。 

 それから５番目の土地開発基金です。予

算書４８ページの今回利子の増額、それか

ら積み立ての増額を計上させていただい

ておりますけれども、さきの補正予算で計

上させていただきまして、以前、土地開発

基金で保有しておりました土地の買い戻

しをさせていただいております。それによ

りまして、現在のところ基金の現金といた

しましては約３，５００万円となっており

ます。 

 この土地開発基金、設置の目的といたし

ましては土地の先行取得をするため、そう
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いったところが主な目的になっておりま

す。今後、大規模な事業を控えておりまし

て、土地の先行取得、そういったものが必

要になってくる場面が多くなってくると

は思います。先行取得する際には幾つかの

選択肢があると考えておりまして、今回の

ように債務負担行為を活用したり、継続費

の中でやる。それからこの土地開発基金を

使う。それから、以前であれば土地開発公

社、ここに先行取得依頼をしていたという

経緯もございます。土地開発公社につきま

しては、現在のところ休眠状態となってお

りますけれども、過去においては公共用地

の先行取得の特別会計を設置していたと

いうこともございます。そういった形で、

土地の先行取得についてはさまざまな選

択肢がございますので、その事業の内容に

応じて、どの選択肢をとるのが一番有効な

のか、効率的なのか、効果的なのか、そう

いったところを比較、検討しながら、先行

取得の手法については検討していきたい

と考えております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 槙納課長。 

○槙納情報政策課長 それでは、情報政策

課所管の２点のご質問について、お答え申

し上げます。 

 まず１点目の時間外勤務手当の件でご

ざいますが、平成２８年度におきましては、

基幹統計調査実施に係る時間外勤務手当

が不足しましたことから流用させていた

だいたものでございました。平成３０年度

におきましても、国が実施する基幹統計調

査、住宅・土地統計調査及び工業統計調査

が予定されております。 

 これらの調査にかかる時間外の業務が

見込まれるため、基幹統計調査費及び統計

調査総務費におきまして、時間外勤務手当

を予算計上させていただいているもので

ございます。 

 続きまして、統計要覧、年度がまちまち

のものが混在して掲載されているが、修正

する見込みはあるのかというお問いであ

ったかと思います。 

 平成２９年版摂津市統計要覧につきま

しては、現在、平成３０年３月３１日付の

発行に向けて作業を進めております。冊子

の配布とホームページにおいて内容の公

開を行うこととしております。 

 委員がご指摘の前年度のデータ等が掲

載されていることに関しましては、データ

を提供いただく課と調整を図りながら、ホ

ームページにおいて最新版という形で、デ

ータの更新を随時行い対応してまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 そうしましたら、予

算概要１６ページの市立集会所管理事業

についてお答えいたします。 

 まず耐震診断、どこの集会所をするのか

ということですが、昭和５６年以前の旧耐

震基準で建てられました１９か所の集会

所につきまして、耐震診断を実施してまい

ります。 

 それと、５０か所の集会所、耐震診断を

やってきた実績があるのかどうかという

お問いですけども、これまで耐震診断を行

った集会所については、ございません。し

かし、過去に第２集会所と第５集会所につ

きましては、建てかえを行っておるところ

でございます。 

 それとＦＭとの関連でございますけれ

ども、まずは今回、耐震診断を実施しまし

て、建物躯体の現状把握から行っていきた

いと考えております。これらの把握を行っ
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た後に、老朽化が著しい、危険な集会所に

ついて、改修して長寿命化を図っていくの

か、また他の公共施設と複合化を図ってい

くのか、また近隣の集会所と集約化を図っ

ていくのか、これらさまざまなことを今後

ＦＭの視点をもって検討していきたいと

考えております。 

 次に、予算概要３０ページの地区集会所

の件でございますけれども、まず何か所あ

るのかというお問いですけども、市内には

９か所ございます。 

 それと行政とのかかわりでございます

けども、この地区集会所に対しまして、地

区集会所建設助成金要綱というものを定

めておりまして、地区集会所にかかります

補修費ですとか、あと新設費について、一

定の補助を行っております。ちなみに補助

内容につきましては、補修の場合は改修費

の３０％以内で１５万円を上限といたし

ておりまして、新設の場合につきましては

３５万円を上限に補助を行っているとこ

ろでございます。 

 それと、財産区との違いでございますけ

ども、財産区は田畑ですとか、寄り合い所

の水利権と、そういった共有財産の管理を

村落で行ってきた歴史というものがござ

いまして、地方自治法が昭和２３年に施行

されたことに伴いまして、一部の財産が市

町村に帰属せず、そのまま財産区の名称で、

人格権が認められて、現在の財産区として

残っているものでございます。 

 一方、この地区集会所につきましては、

地域住民の自己財源で集会施設を建てた

ものでございますし、運用形態につきまし

ては自治会単独で所有されているもので

すとか、あと管理委員会形式、また実行委

員会形式で運用されているというところ

の違いがございます。 

 続きまして、予算概要１００ページの防

災資機材及び備蓄用品整備事業の関係で

ございますけれども、委員がご指摘のとお

り、自主防災会の訓練時にお配りしている

備蓄食糧品の賞味期限が短いのではない

かといったご指摘でございますけれども、

賞味期限が短いものもありますけども、で

きる限り市の備蓄の廃棄が出ないように、

また、市民の皆様に備蓄の重要性を少しで

も認識していただくきっかけとなればと

考え、自主防災訓練で配給訓練の一つとし

てお配りしているところでございます。 

 委員がご指摘のように１年後の訓練ま

で自宅で保管できるぐらいの賞味期限の

ものを配布してはどうかというご提案で

ございますけども、これについては毎年の

備蓄品の購入時期を少し早めるなど、少し

消費期限が長いものがお配りできるよう

に改善できればと考えておりますし、また

自主防災会に毎年５万円を限度に備蓄品、

ホイッスルつきライトですとか、携帯用袋

式トイレなど、購入したものを訓練時にお

配りしておりますけれども、こういったも

のを食糧備蓄に切りかえるなど、自主防災

会とも相談しながらお配りする備蓄品に

ついても工夫しながら検討していきたい

と考えております。これによって自主防災

会の訓練の参加者の向上にもつなげてい

ければと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 橋本次長。 

○橋本総務部次長 個人市民税ほか２点

の質問にお答えさせていただきます。あと、

滞納等にかかる部分については納税課長

から答弁させていただきます。 

 まず１点目、個人市民税の動向について

ということでございます。毎年、当初課税

に関する状況調べがございまして、平成２
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９年度と２８年度を比較いたしまして構

成割合等の説明をさせていただきます。 

 納税義務者においては、平成２９年度の

当初課税におきまして、前年より４８０人

がふえております。そのふえた収入構成を

申し上げますと、課税標準額４００万円以

下のところでほぼふえている状況でござ

いまして、昨年の決算審査のときにも構成

割合等のご確認、ご質問等ございましたけ

れども、２００万円以下の構成割合におい

ては納税義務者の６７％を占めておりま

して、前年と変わらない状況でございます。 

 過日の答弁でも、２月末の納税義務者数

がふえており個人住民税の調定額も一定

当該年度の予算を確保できる見通しと説

明いたしましたけれども、平成３０年度の

個人市民税を見込む場合、こういった構成

割合の著しい変化を期待できる要因がな

く、あわせまして生産年齢人口ですが、課

税時点で１年前から２４０人の減、この５

年間でも１，９５０人が減っている状況が

ございます。人手不足、景気回復基調とい

えども、全体の大幅な増収を見込めないも

のといたしました。 

 また、これまでのふるさと納税の影響も

相当見込まれることから、現年分におきま

して対前年度１，９００万円の減収見込み

としております。 

 あわせまして、申告の状況と非課税の状

況について説明させていただきます。 

 平成２９年度の申告の状況から説明さ

せていただきますと、申告を受けまして、

平成２９年度の当初課税におきましては

総数約６万４，６００件の申告書類の確認

手続を行いました。課税件数といたしまし

ては４万２７０件、非課税として扱いまし

たのは２万４，３３０件がございました。

平成２８年度の処理件数と比較いたしま

すと、総数はほぼ同じでございますが、内

訳といたしまして課税件数が平成２９年

度は３６０件増加している一方、非課税に

おきましては３７０件の減少となってお

ります。一定の収入が改善した分もこの状

況からは見てとれます。非課税につきまし

ては前年度の所得から必要な控除をした

金額により判定している分でございます。 

 続きまして、過誤納還付金の予算計上に

つきましてご説明させていただきます。 

 過誤納還付金につきましては、市税の過

誤納金が当該年度に返還できなかった分

につきまして、過年度分として還付する分、

また市税の修正・更正手続がございました

分で過年度によって還付する分でござい

ます。 

 過去におきましては、平成２８年度にお

きまして９，５００万円の予算計上いたし

ましたが、補正・流用等を行いまして、１

億７，９００万円の執行をしているケース

もございます。平成２９年度におきまして

も、既に９，０００万円の計上額に対しま

して７，９８０万円の執行状況でございま

す。 

 続きまして、法人市民税につきまして、

市内の企業の経営状況ということでござ

います。 

 法人市民税の平成３０年度の予算計上

につきましては、景気の回復基調を背景に、

今回、対前年度８．８％、１億６，７５０

万円の増収といたしました。同時に、平成

２９年度の補正予算におきまして、法人市

民税４億５，０００万円を増額し、２３億

８，５５０万円としております。当初予算

が前年度補正予算を下回る２１億円の計

上となっておりますのは、各法人の確定申

告を受けまして、平成２９年度２月末の状

況を均等割区分で資本金５０億円超、従業
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員におきまして５０人以上の９号法人の

対前年度比較において、４億８，８００万

円の増収が見込まれております。その関係

と、総額２４億６，３００万円の調定状況

による収入見込み額と当初予算額の差額

を今回補正予算で増額補正とさせていた

だいております。 

 市内の企業の今後３月の申告法人もご

ざいます。８号法人においては現状におい

て１億１，９００万円の減収で、７号法人

以下におきましても現状といたしまして

は軒並み減収状況であります。 

 企業規模において好調な収益状況が反

映されているものと見ますけれども、一方

で本市における法人市民税は、主要企業の

業績次第であるところが大きく、新年度予

算の見込みにおきましても歳入確保を図

るために、この状況を踏まえた一定の伸び

といたしたところでございます。 

 市内法人数につきましても一定増加は

ございますが、全体的な底上げには至って

いない状況と見ております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 早川課長。 

○早川納税課長 それでは、私のほうから

納税課に係りますご質問にお答えさせて

いただきます。 

 滞納繰り越しの予算額につきましては、

翌年繰り越す滞納額と徴収率等をもとに

予算額を算出しております。滞納繰越額は

委員がご指摘のとおり、ここ数年減少傾向

にあり、平成２８年度は平成２７年度より

約５，０００万円程度の縮減、平成２９年

度も減少する見込みとなっております。 

 しかし、滞納繰越額は減少しております

が、滞納分の徴収率は平成２７年度３８．

２％、平成２８年度は３９．２％とアップ

となっており、平成２９年度も平成２８年

度と同程度以上の数字が見込まれており

ます。 

 これは徴収率のアップの取り組みを行

っておりまして、滞納されている方を再度

見直し、低額の滞納者、高額の滞納者と仕

分けをし、それぞれにあった取り組みを行

い、徴収率のアップに繋げています。 

 今後も引き続き納税者の方々に丁寧な

納付相談を行い、納税の大切さを理解して

いただくよう努力してまいります。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 中西部参事。 

○中西総務部参事 それでは、償却資産の

現状と土地・家屋・償却の内訳という形で

お答えさせていただきます。 

 償却資産につきましては、平成２７年以

降、景気の回復傾向を背景といたしまして

順調に償却資産のほうは３年間ずっと伸

びを示しているという状況でございます。 

 特に平成２８年度から平成２９年度に

かけまして、償却資産全体の約７０％ぐら

いを占めます税額の上位１０社、これの合

計税額を見てみましても、この１年間で５．

８％の伸びを見せております。 

 これらを踏まえた中で、平成３０年度の

予算化のほうさせていただいているわけ

なんですけども、平成３０年度におきまし

てはこの景気の回復傾向を背景としまし

た、大手企業の設備投資、あるいは平成２

７年度以降の実績等を考慮した中で、前年

比で３．７％、６，９００万円増の１９億

２，９００万円を予算計上させていただい

ているところでございます。 

 ちなみに土地・家屋、こちらのほうにつ

きましては、土地につきまして地価が落ち

ついている中なんですけども、固定資産税

が、０．４％で１，５００万円増の４０億

２，０００万円、都市計画税におきまして
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も０．４％で４００万円増の１０億円とな

っております。家屋につきましては、固定

資産税が１％減、２，６００万円減の２７

億４００万円、都市計画税が０．７％、４

００万円減の６億４００万円という形に

なっております。 

 本来でしたら、土地・家屋につきまして

固定資産税、都市計画税、同率で下がると

いうことになるんですけども、家屋のほう

が都市計画税との差が出てるというのは、

家屋は、新築住宅の場合、新築軽減措置と

いうのが固定資産税だけにかかりますの

で、その分で固定資産税と都市計画税でち

ょっと増減率に差が出てるということに

なっております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 井上課長。 

○井上道路管理課長 それでは、地籍調査

補助金における一般財源の内容について、

私のほうからご説明させていただきます。 

 平成３０年度、地籍調査を実施予定とし

ている箇所といたしましては、正雀本町２

丁目の一部でございます。当該地におきま

しては、過去に国が地籍調査を促進するた

めに基本調査というのを実施しておりま

して、これにより、全体額といたしまして

は、この地籍調査にかかる費用、安くなる

ということなんですけれども、地籍調査を

実施するに当たり、この基本調査で設置い

たしました境界、この境界情報を復元する

必要がございます。 

 この復元作業等につきましては都市再

生地籍調査委託補助金の対象外でござい

ますので、この全体事業費２８０万円のう

ち復元作業などにかかる費用８０万円を

差し引いた２００万円が補助対象事業費

となるものでございます。 

 続きまして、社会資本整備総合交付金の

平成３０年度の要望の内容、それと平成２

９年度の補正の内容についてご説明いた

します。 

 平成３０年度は社会資本整備総合交付

金につきましては、道路舗装、橋梁修繕、

舗装点検、及び道路改良の内容でございま

す。 

 交付金の対象となる事業内容について

でございますが、道路舗装は舗装調査の結

果に基づいて実施する舗装補修で、平成３

０年度は道路補修事業の道路維持工事１

億７，０００万円のうち現在想定している

補修内容が補助対象外となるものを除い

た１億４，２００万円を補助対象としてお

ります。その補助率１０分の５．５を乗じ

た７，８１０万円、これを道路舗装の交付

金として計上しております。 

 そして道路修繕ですが、これにつきまし

ても橋梁長寿命化修繕事業の修繕料８，０

００万円のうち修繕項目で補助対象とな

らない分を差し引いた７，０００万円、こ

れを補助対象額といたしまして、１０分の

５．５の３，８５０万円、これを橋梁修繕

の交付金として計上しております。 

 また橋梁点検につきましては、国の点検

要領に基づいて実施される橋梁定期点検

が対象となるものですが、これについては

橋梁長寿命化修繕事業、橋梁点検業務委託

料の１，０００万円、これが全額補助対象

となりますので、この１０分の５．５の５

５０万円、これを橋梁点検の交付金と計上

しております。 

 最後に道路改良につきましては、千里丘

三島線の用地取得並びに移転、そちらに係

る費用でございまして、これにつきまして

は７，３６１万９，０００円の１０分の５．

５を計上しているところでございます。 

 全体といたしましては、補助対象の事業
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費といたしましては２億９，５６１万９，

０００円、このうち１億６，２５９万円が

社会資本整備総合交付金として要望、計上

させていただいている内容でございます。 

 続きまして平成２９年度の社会資本整

備総合交付金についての補正についてで

すが、これにつきましては４月３日に国の

ほうから内示額が示されております。平成

２９年度の要望額は１億１，６０５万円に

対して、率として２３％、２，６９９万３，

０００円にとどまっております。この結果、

８，９００万円程度の交付金の減額となっ

ておりますが、この中の道路管理課所管分

といたしましては、道路舗装及び橋梁修繕、

これにつきましては老朽化対策として、そ

して橋梁点検も法定点検としていずれも

重要な事業でございますので、交付金の減

額分につきましては市の財源でもって実

施しているところでございます。 

 道路改良の内容につきましては、道路交

通課のほうからご説明申し上げます。 

○渡辺慎吾委員長 永田課長。 

○永田道路交通課長 それでは、道路交通

課のほうからは議案第９号の補正予算の

減額内容についてお答えさせていただき

ます。 

 道路改良に関しましては３，８２２万５，

０００円を補正予算で減額させていただ

いております。これは千里丘三島線につき

まして道路用地買収に入っておりますが、

土地所有者、建物所有者のほうとは、交渉

が継続中でございまして、建物、土地の購

入費及び移転補償費、それぞれ合わせた６，

９５０万円に対して５５％の３，８２２万

５，０００円を減額とさせていただいてお

ります。 

 なお歳出に関しましては、補助金の国へ

の申請締めというのがございまして、２月

上旬ごろに締める作業がございます。この

時点では見込みがなかったので減額措置

は取らせていただいておるんですが、その

後の権利者からの意向も踏まえて、歳出と

しては残しておるような状況でございま

す。 

 なお、平成３０年度につきましては先ほ

ど井上課長のほうから申し上げましたと

おりでございます。 

 補助の案件につきましては、道路改良の

分でいきますと、道路区域を拡大した道路

拡幅事業、これに関して交付金の対象とし

て申請をしております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 寺田課長。 

○寺田建築課長 それでは、社会資本整備

総合交付金、国庫補助金の内容の中で、耐

震改修補助金にかかる内容、２８０万円の

財源の内訳ということでいただいている

お問いであったかと思いますので、ご答弁

させていただきます。 

 まず、耐震改修補助金につきましては、

耐震の診断がＮＧでなされた物件に関し

まして、設計と改修費用にかかる費用負担

という形の補助金でございます。 

 設計につきましては７割の補助という

ことで上限１０万円を限度にさせていた

だいております。 

 耐震改修につきましては、定額補助とい

うことで、上限７０万円、所得によりまし

ては９０万円ということの内容で、合わせ

て補助金を交付のほうさせていただいて

いるところでございます。 

 国の補助金につきましては２分の１と、

それ以外に大阪府からの補助金も４分の

１、これはかかるところがちょっと限定は

されておるんですが、そういう形で取り込

んでおるところでございます。 
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 なお、市の単独費用に関しましては、そ

れ以外にかかる経費の部分につきまして

一般財源として用いさせていただいてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 竹下課長。 

○竹下水みどり課長 私のほうから、排水

路費を含む３点のご質問に対してご答弁

申し上げます。 

 まず１点目の排水路費の修繕関係です。

これについて防災機能も有しておるので、

国・府の補助金、負担金というのは補助さ

れないのかというご質問に対してなんで

すが、まず排水路費のポンプ修繕などの防

災関係で、補助金活用について確認しまし

たが、平成３０年度に農林補助関係で防

災・減災事業が拡充されております。しか

しながら補助採択基準が非常に厳しく、実

施要件に該当しませんでしたので、平成３

０年度に対する補助金申請は行っており

ません。 

 しかしながら最近の国の補助制度は毎

年のように変化しているところでござい

ますので、国や府からの情報収集を密に行

いながら、地方債も含めて、適用可能な補

助制度について見逃がさないよう注視し

てまいりたいと考えております。 

 次に、同じく排水路費の味舌ポンプ場水

路系維持管理業務委託料、これについて毎

年このような経費がかかるのかというお

問いだったと思います。 

 これについては、この味舌ポンプ場の水

路系施設は、Φ９００ミリのエンジンポン

プが１基、Φ１２００ミリのエンジンポン

プが１基、Φ３００ミリの電動ポンプが１

基設置されております。 

 味舌ポンプ場水路系の維持管理につい

てなんですが、水路系ポンプ施設が大阪府

流域下水道ポンプ場内に設置されており

ますことから、大阪府にポンプの除塵機等、

大雨時の操作運転管理、設備の日常点検な

どを委託しておりまして、大阪府管理の流

域下水道ポンプ施設と同様に適切な点検

管理がなされておるというところでござ

います。 

 また、維持管理業務委託料については、

水路系ポンプの揚水量、実績から算出され

ますので、毎年度、大雨の頻度などによっ

て維持管理が変動いたします。平成３０年

度予算では維持管理費の推定が困難であ

りますことから、過去５年間の委託料の最

大額を見込んだものでございまして、今後

も同程度の委託料で推移するものと考え

ております。 

 それから、最後になりますが、農業水路

ポンプ場管理業務委託についてでござい

ますが、このポンプ場管理業務委託は、河

原樋ポンプ場、五久樋ポンプ場の操作運転

などの業務管理で、鳥飼地区、一津屋地区

などの農地にかんがい用水を供給するた

めの施設でございます。 

 管理体制としまして、各ポンプ場に１名

配置となっております。また作業内容につ

いては、ポンプ設備その他の機器の点検作

業、それと除塵機スクリーンの夾雑物の除

去、収集、施設内の除草、水門の開閉など

の管理でございまして、委員ご承知のとお

り、シルバー人材センターに発注している

ところでございます。 

 先ほどおっしゃられた仕様書の観点で

見ますと、まず１条の中に目的、それから

委託業務の履行、委託業務の場所、そして

先ほど若干申し上げた委託業務の内容の

記載、それから安全管理と報告書類の作成

など、文言で規定しております。これでも

ってシルバー人材センターのほうへ依頼
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しているところでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは消防本部警備

課所管であります予算概要９６ページ、自

主防災組織ポンプ整備事業につきまして

お答えいたします。 

 まず、記載しております１１２万９，０

００円を要します可搬消防ポンプの数値

でございますが、市立味生公民館、そして

東正雀ちびっこ広場に設置いたします軽

可搬ポンプは、２台でございます。 

 そして市内におきましては防災用軽可

搬ポンプを有する自主防災組織は、現在１

０か所ございまして、消防本部では軽可搬

ポンプの使用期限を２０年であることか

ら、平成２８年度から順次更新するため、

計画を立て、整備しているものでございま

す。 

 続きまして、自主防災組織についてのご

質問でございますが、その経緯を申し上げ

ますと、この自主防災組織は、平成７年に

発生いたしました阪神淡路大震災を教訓

に立ち上げられたものでございます。大震

災直後、全国的に耐震性防火水槽の重要性

がクローズアップされる中、本市におきま

してもその必要性から、耐震性防火水槽を

整備していったものでございます。 

 その整備の方針でございますが、耐震性

防火水槽を整備するには多額の整備費用

が必要であったため、国庫補助金を活用し

整備していくこととなり、その補助金要綱

の中で耐震性防火水槽と合わせまして防

災用軽可搬消防ポンプ、それを保管する倉

庫及び自主防災組織の整備がセットで条

件となっていたものでございます。 

 そのため、当該地域の地元の自治会の皆

様に消防からお願いに上がりまして、自主

防災組織と位置づけまして、自治会長にポ

ンプを収納している倉庫の鍵を預けまし

て、今日までその運用をしていただいてい

るところでございます。 

 したがいまして、ここでいう自主防災組

織とは、同じ命名で大変ややこしいのでは

ございますけれども、市内にて現在消防訓

練を実施しております校区の自主防災組

織とは似て異なる別の自主防災組織であ

りますことを申し添えさせていただきま

す。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 日野参事。 

○日野警備課参事 予算概要９６ページ、

指令センター共同運用と負担金及び消防

指令センターへの派遣体制についてご答

弁いたします。 

 消防指令センター共同運用等にかかる

負担金につきましては、吹田市へ派遣され

ております摂津市消防職員６名の指令セ

ンターを運用するための一般事務費、光熱

水費や吹田市消防本部の庁舎管理使用料

などの費用でございます。 

 次に、消防指令共同運用にかかる消防指

令センター等の経費でありますが、指令シ

ステム、デジタル無線システム、及び統合

型発信地利用料等などが主なものでござ

います。 

 消防指令センターにかかる負担割合に

つきましては、吹田市及び摂津市が個別に

使用するものにかかる運営経費について

は、関係市それぞれが負担するものであり

ます。また、関係市が共同で使用するもの

にかかる運営経費については、国勢調査人

口比率及び標準財政規模比率の平均で算

定した額を、関係市それぞれが負担するも

のであります。 

 国勢調査人口比率は国勢調査の確定値
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を積算根拠として算出しております。なお、

標準財政規模比率につきましては、予算年

度の前年度のものを積算根拠として用い

ております。 

 なお、消防指令共同運用事業につきまし

ての吹田市の負担割合につきましては、指

令センター部分が７２．３８１％、摂津市

が指令センター部分２７．６１９％、指令

共同運用等にかかる吹田市の負担額につ

きましては単独分が２，４６５万４５７円、

共用部分は２，７２３万１，２４３円で、

吹田市の負担額は５，１８８万１，７００

円でございます。 

 続きまして、吹田市へ派遣されている職

員の派遣体制についてですが、吹田市へ派

遣されている職員は、日勤者１名、隔日勤

務者５名、１グループ３名、２グループ２

名の合計６名が吹田市・摂津市消防指令セ

ンターで、指令通信業務を行っております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松波室長。 

○松波工事検査室長 それでは、工事検査

室にかかりますご質問に対してご答弁申

し上げます。 

 検査の平準化の取り組みはというお問

いであったかと思いますが、委員がご指摘

のとおり、３月に入りまして検査件数は増

加しておりますが、この年度末分につきま

しては２月中旬に各事業課に対しまして

施工中の全工事の年度末までの工程を提

出させ、それをもとに工事検査が効率よく

行えるよう日程調整をして、検査業務を実

施しております。 

 工事の工程管理としましては、年度当初

に各事業課より事業計画の提出を求め、起

案時期、工事期間につきまして確認してお

ります。また、工事発注事前審査におきま

して、工事の内容とともに工期設定を確認

し、早期の発注に努めるよう指導している

ところであります。 

 あわせまして、昨年の本委員会で委員よ

りご要望のありました請負工事の早期発

注及び平準化についての文書を、総務部長

名で各事業課に通知しておるところであ

ります。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 それでは２回目の質問

をさせていただきます。 

 まず、債務負担行為についてですけども、

これにつきましては私とちょっと解釈が

違うので、条文の中でお示ししておきたい

と思いますけど、地方自治法第２１４条で

の条文の中に債務負担行為として、歳出予

算の金額、継続費の総額または繰越明許費

の金額の範囲内におけるものを除くほか

云々と書いて、債務を負担する行為である

ということを定められておりまして、今回

のこの債務負担行為のあり方については、

課長が言われている債務負担行為は必ず

しも次年度以降に限らず、現年度であって

も、歳出予算に含まれるもの以外に債務を

負担する場合も含まれるという解釈から

いったときに、本年度からの債務負担行為

の計上については可能だけども、将来にわ

たる債務を負担する行為を示すというの

が前段でありまして、将来にわたる債務と

いうことの解釈から行きますと、債務負担

行為につきましては複数年にわたる債務

負担行為が適切であると、このように解釈

ができます。 

 私はそのように思っておりまして、今年

度の予算を見たときに、千里丘三島線につ

きましては、先ほど道路交通課が言われて

いました部分の中で、議案第９号の補正予

算で社会資本整備を３，８００万円、国に
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返した経緯もありまして、事業費トータル

として６，０００万円、補正では不用額に

なっておりまして、土地の用地買収につい

ては、困難をきわめているという解釈をし

ておりまして、その中で今年度事業費９，

７００万円を千里丘三島線で単年度で事

業予算を計上しておりますけど、２億１，

０００万円の債務負担行為を組むならば、

本来は平成３６年度まで債務負担行為を

組むか、もしくは継続費として事業計画を

議会に示すのが本来の財政運営ではない

のか、こういう解釈をしております。 

 だから、地方自治法第２１４条の解釈は、

私はそういう解釈をしておりまして、万が

一、仮に債務負担行為が可能だとしても、

事業費がトータル６億円、平成３６年度ま

でかかるならば、ここできっちりとやはり

事業計画予算を我々議会に示すのが妥当

な予算組みだと思っております。この解釈

について、副市長、最後に、２回目で結構

ですから、一連の話の中でご答弁いただい

たらと思います。 

 それと、議案第９号の補正予算の別表３

表、債務の補正につきましては、条文の中

で、これも一度お示ししているので、この

分につきましては財政課長が十分ご承知

だと思っておりますが、歳出予算を全て減

額にして、それにかかわる市債を今回の場

合は６，２００万円減額しております。こ

れは、当初予算の平成２９年度に既に債務

負担行為の限度額が定められて、この１年

間を執行した経緯がありまして、これにつ

いては未執行になりました。その場合に、

債務負担行為の限度額以上を上回る補正

を組む場合は、債務負担行為の補正という

のが必要です。それで補正予算を組むので

すけれども、債務負担行為の限度額を下回

った場合、これについては債務負担行為の

補正表は要らないのですよね。ということ

は、ゼロでも要らないだろうと思います。

今回は、議案第９号の補正予算で債務負担

行為の補正表がなぜここに載っているの

かと。平成２９年度の年間予算の中での債

務事業を断念した予算になっていますの

で。だから、この解釈も法律上でいけば、

今、私が言ったような解釈になるのですよ。

これについては、違法ではないのです、載

せているのはね。ただ、事務の効率化とか

いうことを考えたときに、債務負担行為の

別表３というのは要らないのではないか

と、こっちの視点で聞いていますので、こ

っちはそんなに難しくないので、それは答

弁していただいたらと思います。 

 それと、３，５００万円の土地開発基金

の財産目録では、現金と、それから土地の

保有で土地開発基金の財産目録が載って

いると思うのですね。土地開発基金３，５

００万円で、もともとあったのが２，００

０万円でトータル５，５００万円が、今、

土地開発基金であると解釈して、残りの財

産目録で載っている土地の保有がまだ幾

らか大きくあるのですが、現在、その土地

はどのように平成３０年度はしようとし

ているのか。 

 この土地開発基金の本来の目的からい

ったときに、これこそ千里丘三島線に充当

してもいいのではないかと一方では思っ

ています。だから、千里丘三島線ばかり言

っても何ですけれども、本来、予算の執行

のあり方からいったときに、先ほど言いま

した債務負担行為を組んで、これを複数年

組むか、継続事業費で組むか、継続事業費

で組むのだったら、土地開発公社の出動も

当たり前だろうというような、やっぱり財

政の運用のあり方について、土地開発公社

の現金にかえた場合にどれだけになって
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いるかのというのと、こういったときにこ

そ、土地開発基金については、そういう使

い方もあるべきではないのかなと思って

おります。土地開発公社については、今、

休眠状態になっておりますので、これにつ

いては、まだ阪急京都線連続立体交差事業

等々、こういったところで出動というのは

検討していただいたらいいと思うのです

けれども、現状では、土地開発基金を含め

て、これも副市長、一連の流れで、後でお

願いします。 

 それと、繰出金については、私は少し合

点が行かない部分で、実際に昨年の４月１

日から機構改革をされまして、公共下水道

の特別会計が企業会計に変わりまして、上

下水道部ができました。本来、その時点で

繰出金が平成２９年度内に土木費から総

務費の一般管理費に変わっているならば、

私は、そのときに議論しているのですけれ

ども、実際に決算カードを含めたり、大阪

府が出している市町村なんでもランキン

グとかを見ていったときに、教育費の予算

が市民一人当たりどれぐらいになるのか、

土木費が市民一人当たりどれぐらいにな

っているのか、扶助費が市民一人当たりど

れぐらいになっているのか、こういった大

阪府・全国の積算資料に該当しますよね、

土木費というのはね。それが、平成２９年

度内に、なぜその補正がかなわなかったの

か、なぜ土木費が一般管理費に移行された

のか。 

 それと、土木費の２０億円というのは、

繰出金として本来あるべき姿なのかとい

うことが、上下水道部に繰り出しているの

は、ある程度の職員の手当関係を見ると言

うことの中で、今日まで我々も容認してき

ました。 

 また、福祉減免の関係でいったら、保健

福祉部から減免で繰出金をやっていまし

た。今回、こうやって償還に当たる部分の

２０億円が計上されているのは、本来、総

務管理費として適切なのかという部分で

すね。それと、償還２０億円がかかるので

すけれども、これからの繰出金の予測は一

体どうなっているのかということについ

ても、お聞かせいただきたいと思います。 

 統計調査については、ホームページで更

新というか、もう一回だけ言いますね。資

料として、我々が事務報告書、統計要覧、

それから決算書、いろいろ見比べていくの

に、実際にそういった部分が統計要覧だけ

を見ると、平成２９年度の決算も事務報告

書は４月１日から３月末まできっちりと、

予算決算書も４月１日から３月末まで、統

計要覧だけが年度がいろいろまちまちに

なっているので、もう少し研究してくださ

い。これはもう要望にしておきます。 

 それから、市立集会所につきましては、

ＦＭ等で、これからできるだけ検討してい

ただきたいということを要望しておきま

す。 

 地区集会所について、どうももう一つ、

今のご答弁がよくわからないのだけれど

も、９か所の場所をもう少し明確に言って

いただけませんか。市内９か所の集会所ね。 

 行政と地区集会所の要綱に基づいてや

っていると言っているけれども、多く市民

の皆さん方に公に開かれた集会所である

のかどうか。財産区財産は、実際にやはり

財産区で今でも運用できていますのでね、

修繕費は。地区集会所も、ルーツを探ると、

もともとは財産区で建設した部分ではな

いのかなということを私は思っています

ので、それに対する運用というのは、財産

区財産と市立集会所というのが最大にな

っているのは当たり前だと思っているの
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で、それについてはお示しください。 

 それと、防災資機材につきましては、備

蓄品の必要性を浸透していくと同時に、あ

わせて各家庭に備蓄品は１年間あるのだ

という安心感を持ってもらう、やはり自主

防災訓練に行って、もらって帰って、賞味

期限が１か月とか２か月のものをもらっ

て帰ったら、その場で味見はしますけれど

もね。実際に、今度、それを各家庭で改め

て購入して、１年間置いておこうかという

ところまで本当に浸透しているのかなと

いったら、やはり行政指導の中でやってい

って、１年間置いていたら期限切れになり

そうだったら、また今後防災訓練があるか

ら、それに今度行って、またもらってこよ

うか、こんな考えにもなるのと違うかな。

これは少し検討してください。答弁は求め

ません。こういうのがいいのと違うかなと

思います。 

 それと、市民税については、滞納繰り越

し処分の分母が減ってきているのと、徴収

率が上がってきて、低額の方々、高額の

方々、類別をしながらやられて、努力され

ています。僕がやっぱり気になると言って

いるのは、非課税世帯がふえてきています

が、これの動向が非常に気になってくるの

で、その辺については、野口委員も言って

いましたけれども、きつい取り立てではな

しに、やはり手順を踏んで、ルールに基づ

いてやっていっていただきたいというこ

とを要望しておきたいのと、それと所得の

調査ですね。もともと昔からクロヨンと言

われるような税の体系がありまして、所得

に対して本当に９０％の特別徴収の方々

は納税されていますけれども、普通徴収の

方々については、やはり申告というのが大

事だと思うのですけれども、これについて、

もう一回、どういう調査をしているのか、

教えていただきたい。 

 僕の質問は、どうして過誤納付というの

が発生するのですかという質問をさせて

もらっています。なぜ過誤納付が発生する

のかということを教えていただきたい。 

 それと、法人市民税については大事な話

で、９号法人と８号法人の中でも、減収減

益になっている企業も多いと聞いており

まして、今のご答弁だったら、７号法人か

ら１号法人については、多くのところが減

収減益で赤字になっていると。これが摂津

市の法人市民税の本来の姿であって、他市

よりも１人当たりの法人市民税が非常に

高いと。大阪府下でも、今、２番なのです

ね、田尻町に次いで摂津市は。１人当たり

が２万５，２２５円になっているのだけれ

ども、約４，０００社ある中で３，１０８

社ぐらいが法人市民税として納税義務が

あると。その中でも、やはり８号法人、９

号法人で５５％が全体を占めているとい

う状況の中で、その中でもやはり一部の法

人で２０％ぐらいを納めていただいてい

る。そういうところが傾けば、摂津市の法

人市民税というのは、一遍に傾いている状

況なのですね。それ以前に、７号法人以下

の方々の減収減益になっている状況を踏

まえて、行政としてどのように認識してい

るのか、再度お聞かせいただきたいのと、

それと、償却資産につきましても、どのよ

うに把握して、それから点検も行っている

のか、これもお聞かせいただきたいと思い

ます。固定資産税の償却資産ね。土地・家

屋につきましては、もういいです。償却資

産だけについて教えてください。 

 それと、地籍調査補助金につきましては、

もう結構です。 

 それと、道路維持費についての平成２９

年度の補助金の確定が４月３日に確定し
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たと。今回、議案第９号の補正予算で、今

議会に補正が上がっているのですね。昨年

４月３日に国からの補助金が確定して、そ

れまで、今回を入れると７号まで補正がな

されてきたのに、１年間、このまま置いて

いた理由が僕はよくわからないのですけ

れどもね。なぜ、こんなに１年間も補助金

がおりてきていないことが明らかになっ

ていないのか。これは決算審査ではないで

すが、ただ平成３０年度というのも、これ

だけの補助金がおりてくる見込みになっ

ているので、平成３０年度の動向はどうで

あるかということについてだけ述べてく

ださい。平成２９年度の４月３日に確定し

た分について、なぜかということはもう結

構ですから、平成３０年度の見込みについ

てはどうなのかということでお願いしま

す。 

 耐震診断の補助金は、もう結構です。 

 排水路費で、味舌の関係も結構です。 

 それと、排水路費での国・府の、やはり

情報集約というのは非常に大事な仕事の

一環だと思っていますけれども、今年度、

国の方針が、昨年の北九州の大雨と台風で

防災には力を入れなければならないとい

うことは、こういう排水関係については、

補助金を相当盛り込まれるという情報が

入っていたもので、そういう動きがなされ

ているのかなと質問させていただきまし

た。できるだけ、これからもアンテナを張

っていただいて、できるだけ補助金をいた

だけるような取り組みをしていただきた

いと思います。 

 農業水路ポンプ場管理事業についてで

すけれども、これも明らかにしたいのは、

仕様書ができているのかということでお

伺いさせていただきました。やはり見積も

りをとるときには、その見積もりの仕様書、

要は現場説明もできるような仕様書が適

切だと思っているのですね。今いただいて

いるのは作業手順書にも該当もしないし、

仕様書みたいな単価、平米数も全く入って

いない、こういったことで発注している状

況になっていると思っているのです。だか

ら、それについての認識と今後のあり方に

ついて、再度ご答弁いただきたいなと思い

ます。質問も、もう一回ぐらいで終わりた

いと思うので、土井部長のほうで締めてい

ただいたらと思います。 

 それと、消防関係につきましては、なぜ

自主防災組織という経緯はわかりました。

当時は、やはり耐震防火水槽２０トン、４

０トン、市内いろいろと張りめぐらせてや

らなければならないという経緯の中で、１

０か所で可搬型ポンプも設置した。ただ、

自主防災組織を国に届けたのはいいのだ

けれども、実際に本来の防災がやっている

校区別の１２の自主防災訓練とはまた違

って、以前から地区で自治会に協力いただ

いている自主防災組織であって、我々も余

り認識がなかったのです、これは。可搬型

ポンプをそこに設置しているということ

で、訓練の実態関係が全く我々は見えてな

いのですよ。今までの訓練の実態と、１０

か所の自主防災組織と消防が認識してい

るところの地区を教えていただきたい。最

終的には、可搬型ポンプで、今、訓練がな

されているのだったら、校区別の自主防災

組織に帰属させながら、今後、訓練をして

いったらどうかなということについても

議論していきたいと思うのでね。 

 それと、司令センターの共同運用につき

ましては、標準財政規模の比率と国勢調査

の人口比率でやっているということの中

で、いろいろと機能別にも我々は便利にな

ったし、１回視察にも行ってきましたけれ
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ども、職員はやはり６名はそのまま固定に

なるのですね。日勤が１人と１グループ２

名と３名で、そういった部分につきまして

は、ケアもしていただきながら吹田市と協

力してやっていただきたいということで

要望しておきます。そんなに時間もないし

ね。 

 それと、工事検査室で事前確認とか、い

ろいろなされながら、結果として３月に工

事が集中して、検査が集中しているという

ことは、原課が総務部長名でもって動いて

いてでも、指示をしてでも、原課としてな

かなか取り組めていないのですか。特に道

路課が多いのですよね、道路交通課の見解

をお聞かせいただきたいと思います。 

 もう１点は、工事検査室としての新たな

技術が出てきていると思うのですね。構造

計算にしろ、表面アスファルトの新しいも

のが出てきているけど、あなた方の新しい

知識は、この予算では、どういうところで

知識のスキルアップをなされているのか

ということをお聞かせください。 

 以上、２回目です。 

○渡辺慎吾委員長 副市長。 

○奥村副市長 それでは、千里丘三島線の

予算計上及び今後の大規模事業の、要は予

算対応について、私のほうから答弁させて

いただきます。 

 三好委員におかれましては、釈迦に説法

かもわかりませんが、新しい委員がおられ

ますので、詳細について、私のほうから答

弁させていただきたいと思います。 

 まず、予算ですが、地方自治法第２１５

条に、「予算は、次の各号に掲げる事項に

関する定めから成るものとする。」という

規定がございます。「歳入歳出予算」、「継

続費」、「繰越明許費」、「債務負担行為」、

「地方債」、「一時借入金」、「歳出予算の各

項の経費の金額の流用」と列記されており

ます。このことから、平成３０年度摂津市

一般会計３ページにございますように、歳

入歳出予算を初め、第１条から第５条まで

列記し、予算について議会の審議をお願い

しているところでございます。 

 次に、地方自治法第２３２条の３には、

予算執行についての原則が規定されてお

ります。「普通地方公共団体の支出の原因

となるべき契約その他の行為は、法令又は

予算の定めるところに従い、これをしなけ

ればならない。」と規定されております。

つまりは、見積もり合わせ等の契約準備行

為は許容されましても、用地買収行為等に

つきましては、合意に至れば契約に結びつ

くことから、予算の裏づけがなければでき

ないことになります。 

 また、会計年度独立の原則が第２０８条

に規定されております。「普通地方公共団

体の会計年度は、毎年四月一日に始まり、

翌年三月三十一日に終わるものとする。」

との規定がございます。原則は単年度予算

となっております。しかし、事業によって

は、その履行に数年時にわたって支出する

場合も生じます。そこで、単年度主義の例

外として、あらかじめ経費の総額及び年割

額を定め、数年時にわたって支出する継続

費がございます。また、歳出予算の経費の

うち、その性質上、または予算成立後の事

由に基づき、年度内にその支出が終わらな

い見込みのあるものについて、予算の定め

るところにより翌年度に繰り越して使用

することができる繰越明許費もございま

す。それ以外に繰り越しを予想していなか

ったが、避けることのできない事故が生じ

たときの事故の生じたときの事故繰り越

しも規定されております。 

 次に、債務負担行為は、継続費、繰越明
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許費を除き、普通地方公共団体が債務を負

担する行為、つまり支払いをする原因とな

る行為をする場合に設定するものでござ

います。債務負担行為を行う事項、期間及

び限度額について、議会の審議に付さなけ

ればならないとされております。債務負担

行為につきましては、ご指摘のように、複

数年度が一般的であると理解しておりま

すが、将来にわたる債務を負担する行為を

単年度においても適用されると狭義に解

釈して、平成３０年度の単年度とさせてい

ただきました。 

 千里丘三島線の用地買収に伴う予算措

置については、複数の選択肢がございます。

歳出予算に予算額を計上する方法、契約締

結を円滑に進めるために債務負担行為を

設定する方法、数年時にわたって継続費の

設定、または土地開発基金、土地開発公社

で先行買収する方法などが考えられます。

今回、歳出予算計上分と債務負担行為設定

の二段構えで予算編成をいたしました。こ

のことがわかりにくくしている原因とも

なっております。これらの経費の大半は、

用地買収関係経費ということから交渉が

比較的順調に進み、予算執行が可能となる

案件につきましては歳出予算に計上し、交

渉相手の動向がつかめない、難航が予想さ

れるケースについては、まずは債務負担を

する権限を付与していただき、予算の裏づ

けを担保し、用地買収交渉に着手していき

たいと考えております。もちろん交渉が成

立し、契約に至る場合においては、現金支

出が必要となってまいります。つまり、現

年度化する場合は、早い時期に補正予算を

お願いし、予算執行することとなります。 

 一方、継続費は、大規模工事に適した措

置で、過去には、数年時にわたる建設工事

や公共下水道事業において活用させてい

ただきました。交渉相手のある用地買収に

は継続費は不向きであり、また、土地開発

基金の活用は、基金残高が少額であること、

また、土地開発公社での先行買収は、過去

に、いわゆる塩漬け土地と言われた苦い経

験から、安易な利用は避けたものでござい

ます。 

 このようなことから、選択肢として債務

負担行為の設定が望ましいと判断したも

のでございます。今後におきましては、千

里丘三島線など、まだまだ事業も継続する

ことから、また、千里丘西地区市街地再開

発事業や阪急京都線連続立体交差事業等、

多額な用地買収事業が控えておりますこ

とから、ご指摘も踏まえまして、その時点

での最善な予算措置をしてまいりたいと

考えております。 

 次に、私のほうから答弁させていただき

ます。 

 下水道事業特別会計の繰出金の科目変

更についてでございます。ご指摘のように、

従前は公共下水道特別会計の繰出金は、土

木費で予算計上し支出しておりましたが、

公共下水道事業特別会計から企業会計に

組みかえられたこと、また、組織機構も市

長部局から企業会計である上下水道部に

組織が改められたことから、一般会計から

の繰出金の予算執行を上下水道部で行わ

せることは、摂津市総体としては是認され

ましても、一定の疑問が残ります。 

 このようなことで、平成２９年度は、変

則的に上下水道部で一般会計の予算執行

を行いましたが、平成３０年度では、市長

部局で繰出金予算執行事務を行うことと

いたしました。具体的には、予算の執行担

当部署でありますのは財政課でございま

す。その財政課が事務処理を担当しますの

で、支出科目を土木費から総務費に改めた
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ものでございます。このことにより、当初

予算対比で総務費と土木費で数値が大き

く変動しご迷惑をおかけいたしました。ど

うかご理解いただきますよう、よろしくお

願い申し上げます。 

○渡辺慎吾委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、議案第９号

の補正予算の地方債の補正について、事務

の効率化の観点からというご指摘をいた

だいております。補正予算を毎年、この時

期、最終、ボリュームのある補正予算を編

成させていただきまして可決いただいて

いるところですけれども、これまで補正予

算として上げるべきものがどういったも

のがあるのか、事務の効率化の観点からも、

そういった検討が必要になってきている

のかなということで、今回、議員からご指

摘いただき、考えているところです。不用

額となったものを全て減額補正すべきな

のかどうか、そういったところも減額補正

しますと大分事務量としてはふえてまい

りますし、今回ご指摘いただいている分も

含めますと、そういった観点からもう一度

補正予算、本来どういった補正予算を計上

して議会の審議をいただく必要があるの

かと、そういった本質的な部分からもう一

度見詰め直していきたいと考えておりま

す。 

 それから、繰出金の件で一点だけ、今後

の予想ということでお答えさせていただ

きますと、当初予算の編成のときに、経営

企画課からもいろいろと資料をいただい

ておりまして、下水道事業も近年新規の市

債の発行の抑制をいただいておりまして、

近年は現在高も減ってきているというこ

とで、ここしばらくは公債費の高い状況は

続きますけれども、そのピークを過ぎます

と、減少していくと、もう少し先になりま

すと、その公債費の一般会計の負担という

ものも減ってくる予定であるということ

で、経営企画課から聞いております。 

 しかしながら、一般会計のほうもそうで

すけれども、下水道事業のほうも更新が控

えておりますので、そういったところで経

営戦略が策定される予定と聞いておりま

す。その中でいろいろと情報提供をいただ

きながら、今後の推移につきましても、き

ちんと財政課としてつかんでおきたいと

考えております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 そうしましたら、地

区集会所の９か所についてお答えいたし

ます。 

 庄屋にあります庄屋会館、新在家公民館、

鳥飼西公民館、鳥飼野々集会所、鳥飼上集

会所、鳥飼下集会所、味舌下集会所、こち

らは味舌天満宮の境内の中にあります。千

里丘東４丁目にございます坪井会館、正音

寺会館の９か所でございます。そのうち財

産区からのルーツというお話がございま

したけれども、正音寺会館につきましては、

かつて、登記簿謄本を調べる中で正音寺の

財産区が管理されていたという経過がご

ざいます。現在につきましては、正音寺町

会が管理されております。 

 あと、開かれた集会所になっているのか

どうかというお問ですけれども、地区集会

所につきましては、地元の自治会等、実行

組合が管理されておりますので、使用条件

につきましては、地元の自治会、老人会、

こども会の集会ですとか、自治会内のサー

クル活動で使用されている状況でござい

ます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 橋本次長。 
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○橋本総務部次長 個人市民税にかかり

ます普通徴収につきまして、ご説明させて

いただきます。 

 普通徴収の取り扱いに関しましては、通

常、毎年１月までに事業所のほうから、給

与支払報告書の提出をいただいておりま

す。その給与支払報告書におきまして、従

業員の方の特別徴収もしくは普通徴収の

希望ということがこれまでございました。

それに基づきまして、普通徴収としての納

税通知書を発送しておりました。 

 平成３０年度の申告におきまして、ご案

内いたしておりますとおり、大阪府内一斉

に特別徴収の取り扱いをしていこうとい

うことで取り組んでおります。既に平成３

０年度の申告におきましても、一定、現在

の集計状況といたしましては、この特徴へ

の切りかえ数字の効果があらわれており

ます。前年は２万８，５９８人であったの

が、３万２，５３９人の集計が出ておりま

して、約４，０００人弱の特別徴収への切

りかえが進んでおります。今後、５月の事

業所への通知等の関係、また変動等もある

かもしれませんが、一定、特徴への切りか

えを推進しているのが現状でございます。 

 次に、過誤納還付金の発生ということで

ございます。過誤納還付金の支出に関しま

してですが、市税の各個人からの納税で、

重複して納入されたりしたときに、その当

該年度の歳入にて還付をさせていただく

んですが、その還付の時期によりましては、

年度をまたいでしまう、手続が次年度に入

ってしまう。それによって過年度の歳出の

ほうから執行するという手続の還付金で

ございます。ほか法人等におきましても、

確定申告による何年かさかのぼった税の

修正手続、更生手続がございます。そうい

った還付の際の支出科目として過誤納還

付金で対応するものでございます。 

 次に、法人市民税の現状７号法人以下の

認識というご質問でございます。現在、税

額の多い上位３０社について分析を常に

はするんですが、過日の委員会等でも説明

させていただきました産業分類等を通じ

て、クロス集計という形で、やはり細部の

業種ごとの各伸びはどうなのか、そういっ

た分析は今後必要ですし、法人市民税をし

っかり把握していく上で必要なことと認

識いたしております。現状といたしまして

は、上位３０社のうちでも運送業など、業

績を回復されているところはありますけ

れども、それはやはり上位の業者の中で分

析しておるところであり、一定、事業所数

を抱えているその動向というのはしっか

り把握して、法人市税の確保に生かしてい

きたいと思います。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 中西部参事。 

○中西総務部参事 償却資産の把握と点

検についてお答え申し上げます。 

 償却資産につきましては、現状では、業

者の把握としましては、前年度までの固定

資産のほうで登録していただいている事

業者プラス、新規としまして、法人市民税

のほうに新たに登録された事業者に対し

て、申告書を１月末が納期限という形で送

らせていただいて、その申告書に基づいて

の課税と、もし、前年度まで申告があった

にもかかわらず、当該年度の申告がなかっ

た場合につきましては、前年度の資産が増

減していないというのを前提にした中で

の仮算定という措置でとりあえず納付書

を送らせていただいて、その後、事業者か

らの連絡を待つという形をとっておりま

す。 

 調査点検という形でいきましたら、従前
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から、大体夏の８月、９月ぐらいに税務署

のほうに出向きまして、全部の企業はでき

ませんので、ある程度の条件を定めた中で

業種を絞るとか、そういう条件を定めた中

で市にしていただいている申告の中身、税

務署にされている申告の中身を照合した

結果、差異がある場合はその分を追徴する、

もしくは多かった場合は還付するという

形にはなりますけれども、そういう調査を

行っているというのが現状でございます。 

 ただ、平成２８年度のときに、新たに何

らかの実地調査等ができないかというこ

とで、大阪府下の市町村に対してのアンケ

ート調査等も行っておりまして、昨年、固

定資産の評価替えの関係もありまして、実

施に移すことができなかったんですけれ

ども、今年度、その辺の調査内容等を踏ま

えた中で、新たな調査方法を検討してまい

りたいというふうには考えておりまして、

この夏ぐらいに何かやってみたいなとい

うふうには考えております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 井上課長。 

○井上道路管理課長 それでは、平成３０

年度の社会資本整備総合交付金の動向に

ついてお答えいたします。平成３０年度の

社会資本整備総合交付金につきましては、

平成２４年度に、橋梁修繕や舗装修繕など

の道路の維持修繕までに適用が拡大され

ましたが、交付金全体では、全国からの要

望も増加し、近年ではどの自治体も交付金

の内示額が要望額より大きく下回ってい

るという状況でございます。ここ数年の要

望額に対しての内示額を見てみますと、平

成２７年が５１％、平成２８年度が３５％、

平成２９年度につきましては、２３％と推

移しておるところでございます。 

 また、来年度の国の交付金の予算案につ

きましても、平成２９年度とほぼ横ばいと

いう状況でございます。このような中で国

といたしましても、社会資本整備総合交付

金の中で重点計画に位置づける事業につ

いては、交付金を重点配分するような考え

も示しております。本市では、橋梁の老朽

化対策がこの計画に位置づけられました

ことから、来年度の要望では、橋梁修繕及

び橋梁点検については、この重点計画に移

行することで少しでも交付金を確保する

ように努めているところでございます。 

 ただ、ほかの自治体も同様にこの重点計

画に移行することが予想されますことか

ら、現段階では４月に示される内示額がど

れだけ期待できるかというのは不透明で

ございます。 

 ただ、このような状況でございますけれ

ども、今後も国の動向に注視し、交付金の

確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 土井部長。 

○土井建設部長 用水路ポンプ場の管理

委託についてのご質問でございますが、こ

の業務につきましては、地元の用水の管理

ということで、いろいろと事情もあったも

のと考えております。 

 しかし、ご指摘のとおり仕様書に記載内

容の不足等も見られますことから、早急に

仕様書の見直しを行ってまいりたいと考

えております。 

 また、他にもいろいろ委託を行なってお

りますことから、それらにつきましても、

同様の不足等がないか改めて確認を行っ

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、三好委員の２
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回目の質問、消防訓練の実態、そして、実

施している地区、その校区について答弁さ

せていただきます。 

 まず、実施している地区、校区でござい

ますけれども、三島公園に設置しています

ポンプを活用した訓練、摂津小学校区でま

ず一つしております。 

 それと市立味生公民館に設置しており

ますポンプを活用した訓練。こちらは味生

小学校区で実施しております。 

 そして、単一自治会のほうでは三島荘公

園の自治会、そして、新生さくら自治会と

いう実績になっておりまして、ただ、１０

あるうちの４つということでございます。

何分やはり委員のお察しのとおり、自主防

災組織の機能を果たしポンプを活用した

訓練については、全ての機能が活用されて

いないというのが実情でございます。 

 今後におきましては、校区の自主防災消

防訓練におきまして、小型消防ポンプ取り

扱い訓練を取り入れるようご指導させて

いただくとともに、自主防災組織、そして、

消防ポンプの周知を図っていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松波室長。 

○松波工事検査室長 それでは、工事検査

に対するスキルアップの手法はというお

問に対してご答弁申し上げます。 

 ふだんはインターネットなどを通じま

して、情報収集を行っておるところであり

ますけれども、予算からの関連で申します

と、普通旅費から出張させていただいてお

ります府下の市町村が参加しております

大阪府市町村公共工事検査業務連絡協議

会での研修会、その連絡協議会の北摂ブロ

ックの協議会によります意見交換会、アン

ケート調査などで新しいシステム、工法、

材料などの情報を得ております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 要望だけです。一、二点

だけで、多岐にわたって質問をさせていた

だきましたけれども、財政運営、行政全般

として、副市長が言われているように、再

度必要なときに、必要な財政措置は必要だ

と思いますので、十分検討していただくの

と、消防のほうは今の自主防災組織が１０

分の４しか機能してなかったら、簡易型ポ

ンプをもっていてももったいないので、防

災管財課と連携をしながら小学校区並び

に単一自治会、ここと連携しながらやって

いただくようなことを要望し、もう一点は

土木のほうは見積もりをとるときの仕様

書の見直し、こういったこともやるという

て聞きましたので、期待しておりますので、

これで私の質問を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 暫時休憩いたします。 

（午後０時２分 休憩） 

（午後１時   再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

引き続き、質問をお受けします。 

福住委員。 

○福住礼子委員 それでは、よろしくお願

いをいたします。 

全て、歳出のほうの中身になっておりま

して、１点目は、予算概要の１２ページ、

法規事務事業、その段にあります行政不服

審査委員会報酬、これがどういった人たち

が集まって、どういった内容で開かれてい

るのか、お聞きしたいと思います。 

 それから、予算概要の１８ページ、目４

財産管理費の中にあります庁舎管理事業、

光熱水費でございますが、４，５７３万５，

０００円、前年が１８万円ほど５，０７３

万５，０００万円ほどあったと思います。
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もう一つは、修繕料の３，１３５万８，０

００円、これは、前年は２，０００万円く

らいで、１，１００万円の増額ということ

で書かれておりますけれども、その理由と

中身を聞かせていただきたいと思います。 

 それと、同じ中で、ＥＳＣＯサービス料、

これが今回からスタートとなっておりま

す５，１７３万１，０００円、この内容と

今後の計画について、お聞きしたいと思い

ます。 

 次に、予算概要１８ページの市有財産管

理事業にあります旧味舌小学校校舎解体

等工事監理業務委託料の平成３０年度の

計画と、補償金４，５００万円とあります

が、この理由について、お聞きをしたいと

思います。 

 それから、予算概要の８２ページです。

土木費の目２交通対策費にあります公共

施設巡回バス運行事業ですけれども、これ

が増便になって、２時間に１本のペースが、

１時間に約１本くらいのペースで運行を

されるということで、地域の方にとっては、

生活移動のサービス向上につながってい

くのかなと期待をしております。 

その中で、２台目のバスについてですけ

れども、高齢者や障害のある方が乗降しや

すい低床バスやノンステップバスといっ

たものを導入されるのかということと、現

在使用しているバスについて、更新時期と

いうのがいつになるのかということをお

聞きしたいと思います。 

 予算概要の９２ページです。同じく土木

費の目４公園管理費、公園維持管理事業に

あります大正川河川敷公園の左岸遊歩道

の補修工事４５０万円の内容について、お

聞きしたいと思います。 

 また、大正川のこの遊歩道というのは、

どのくらいの距離があるのか、お聞きした

いと思います。 

 予算概要の１００ページ、消防費の中の

目４災害対策費でございます。この備蓄に

ついては、いろいろと委員も聞かれておら

れましたけれども、今回、毛布と簡易トイ

レを購入されるということでございまし

た。 

先日、新聞の記事に、被災地では乾パン

を嫌がる子どもがいました。試食をして、

子どもが食べられる物を備蓄していくと

いう、そんな記事が載っていたのですけれ

ども、備蓄をされている非常食の現状と今

後の取り組み方について、お聞きをしたい

と思います。 

 同じく、予算概要１００ページの災害対

策費にあります防災対策事業ですけれど

も、まるごとまちごとハザードマップ事業

での浸水位の表示というのを、平成２９年

度に９か所設置をしていただきます。平成

３０年度についての計画を１点お聞きし

たいのと、避難所看板製作のスケジュール

について、お聞きをしたいと思います。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 松方部参事。 

○松方総務部参事 福住委員のご質問に

ご答弁申し上げます。 

 行政不服審査会委員の報酬についてと

いうことで、ご質問いただきました。 

 審査会の構成につきましては、学識経験

者が３名、弁護士が１名、税理士が１名と

いう構成になっております。学識経験者に

つきましては、行政法関係の大学の教授、

それから、福祉関係の大学の教授が含まれ

ております。 

 それから、報酬の額でございますけれど

も、日額８，７００円ということで、これ

につきましては、ほかの公平委員会、固定

資産評価審査委員会の額とバランスを取
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りまして、同額にさせていただいておりま

す。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 そうしましたら、庁

舎管理事業の、まず、光熱水費の前年度の

予算と比較いたしまして、５００万円減額

になっている理由でございますけれども、

これにつきましては、今年度、ＥＳＣＯ事

業を導入いたしておりまして、今回、空調

費、また、ＬＥＤの照明器具を新しいもの

に更新いたしまして、この分で効果も出ま

すので、５００万円を減額して計上をして

いるところでございます。 

 それと、修繕料につきましては、約１，

０００万円ほど増額という計上になって

おりますけれども、これにつきましては、

これも今年度、ＥＳＣＯ事業により、空調

機の改修をした中で、本館１階と本館３階

の機械室にアスベストがあったと判明し

たことに伴いまして、現在、本館３階につ

きましては、除去工事を進めているところ

でありますけれども、本館の１階の機械室

のアスベストにつきましては、平成３０年

度の実施というところで、アスベスト除去

費用を増額して計上しているところでご

ざいます。 

次に、ＥＳＣＯ事業のサービスの内容と

今後の計画ということでありますけれど

も、ＥＳＣＯサービスの作業の内容でござ

いますけれども、今年度、省エネルギー改

修を専門といたしますＥＳＣＯ事業者に

より、空調設備、ＬＥＤ照明の更新工事を

実施いたしました。 

このＥＳＣＯ事業ですけれども、施工、

維持管理、効果検証までＥＳＣＯ事業者が

一括して請け負うことになります。当初の

設備改修費につきましても、その資金調達

につきましても、請負事業者が行っており

ます。 

それで、市の支出といたしまして、今後

１０年間ＥＳＣＯサービス期間中にＥＳ

ＣＯ事業者に対してサービス料として支

払うということになります。ただ、この１

０年間につきましては、設備の所有権につ

いては、ＥＳＣＯ事業者の所有権となりま

すので、今後はＥＳＣＯ事業者が設備の維

持管理を行い、またエネルギー効果の実現

を図っていく、この検証の分析も行ってい

くことになります。先ほど申し上げました

このサービスの支払いが平成３０年度か

ら始まるものでございます。 

 次に、市有財産管理事業の旧味舌小学校

の解体工事でございますけれども、現有の

校舎等建物等については全て撤去を終え

ております。今月末には検査が入るという

ところまで来ております。来年度につきま

しては、敷地内の下水道工事、また、新設

の道路工事、あと、正雀三島線等の拡幅工

事を行いまして、周辺の外構工事も含めま

して、予定どおりに行けば、９月末ごろに

は全て解体が完了する予定でございます。 

 続きまして、補償金の内容でございます

けれども、こちらは旧味舌小学校解体工事

の影響によりまして、周辺の建物の家屋被

害が出た場合の補償金でございます。解体

に入る前に、事前調査ということで、大体

敷地境界から約１０メートルの建物内外

部につきましては、事前調査を行っており

まして、それで、すでに解体を終えており

ますので、今月中には家屋の事後調査をし

ていくという予定でございます。事前事後

の変状が見受けられた世帯につきまして、

次年度におきまして適切に金銭補償を行

っていくものでございます。 

 以上でございます。 
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○渡辺慎吾委員長 永田課長。 

○永田道路交通課長 それでは、公共施設

巡回バスの車両についての問いにお答え

させていただきます。 

委員がご質問の低床ノンステップバス

タイプについてでございますが、現行の仕

様がマイクロバスで、低床ノンステップ型

ではありません。新しく購入するタイプに

つきましても同様の仕様を考えておりま

して、バス側面に乗降口を１か所設けてお

り、そこにワンステップといいますか、ス

テップ板がついているような状態となっ

ております。ただ、現行の車いすの対応で

はございませんが、次に購入しようと考え

ているのは、車いすを１台乗車できるよう

な形状で考えているところでありまして、

バスの後部のほうから扉を観音開きで開

きまして、リフトアップによって乗ってい

ただくというような仕様を考えておりま

す。 

また、現行のバスにつきましても、平成

１８年１１月から運行を開始してもう１

０年以上が過ぎております。バス会社の社

内規定によりましては、更新時期を迎えて

おります。今回、２台目を購入するに当た

りまして、更新時期は過ぎているのですけ

れども、もうしばらく現行のバスは頑張っ

ていただいて、２台で運行したいと考えて

いるところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 竹下課長。 

○竹下水みどり課長 私のほうからは大

正川の左岸遊歩道の修繕の中身について、

ご説明させてもらいます。 

 まず、大正川河川敷公園ですが、これは

大阪府が管理している河川でございまし

て、都市公園として平成１８年に開設して

おります。また、昨年には委員がご承知か

と思いますが、ウオーキングをされている

方々のために、左岸堤防面に距離の看板を

設置しているところでございまして、ちょ

うどその区間が大正川橋から鶴野新橋間、

２キロでございます。ですので、大正川河

川敷の延長としては、約２キロと考えてお

ります。 

この遊歩道の修繕ですが、そういった距

離の看板の設置で利用率、利用頻度が高ま

ることも想定されますので、やはり危ない

ところについては修繕する必要があると

いうことで、顕著に穴があいたりとか、歩

きにくいところについて、一体的に舗装を

２００メートルやりかえる予定となって

おります。そうすることによって、利用者

が安全に通行できるように行うものでご

ざいます。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 そうしましたら、非

常食の状況と今後の購入予定につきまし

て、お答えいたします。 

 現在の食料備蓄でございますけれども、

高齢者食を含めたアルファ化米が１万３

３５０食、それと、乾パンが１万６，２０

０食、それと、ビスコが１，８００食で、

保存水が１万８，４８０本でございます。 

来年度、購入予定の内容でございますけれ

ども、アルファ化米を２，８００食と粉ミ

ルクを３２缶、乾パンを３，６００缶、備

蓄水を３，６００本、ビスコを４，０００

食とアルファ化米のおにぎりを６，０００

食、カロリーメイトを６，０００食という

ことで、さまざまな種類の食料備蓄も購入

していきたいということで計画いたして

おります。 

次に、まるごとまちごとハザードマップ

の来年度の取り組みでございますけれど
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も、この看板の設置につきましては、国土

交通省の事業でございます。来年度につき

ましても、摂津市内の看板の設置について

は、淀川河川事務所から前向きな回答はい

ただいているところではありますけれど

も、まだ具体的な設置場所につきましては、

決まっておりませんので、新年度に入りま

したら、引き続き設置に向けた要望を行っ

ていきたいと考えております。 

次に、避難所看板のスケジュールでござい

ますけれども、現在の避難所看板が設置さ

れていない公共施設が３か所ございまし

て、コミュニティプラザと別府コミュニテ

ィセンターと明和池公園、こちらの３か所

に設置されておりませんので、避難マーク

を取り入れたピクトグラムを表示した看

板を設置いたしてまいります。それとあわ

せて、老朽化しております避難所誘導看板

も取りかえていきたいということで予定

しております。スケジュールでございます

けれども、新年度に入りましたら、早々に

入札の準備に取りかかり、業者が決定次第、

速やかに設置していきたいと考えており

ます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 ありがとうございます。

それでは、先ほどの行政不服審査委員会で

ございますけれども、どのように開催をさ

れているのかということを１点だけお聞

きしたいと思います。 

それから、先ほどの庁舎管理の光熱水費

と修理費、これをプラスマイナスしますと、

結局、ちょっと工事費のほうが上回ってし

まったような予算になるのですけれども、

これからのＥＳＣＯ事業でしっかりと節

約というか、節減されれば一番いいなと思

っております。ただ、ＥＳＣＯ事業でそう

いった安くできるかといっても、やはり日

ごろから職員も節減への意識を持ってお

くべきかなと思います。私もそんなにうろ

うろするわけではありませんけれども、や

はり誰もいない小部屋の電気がつけっ放

しとか、３階にある相談室のエアコンがつ

けっ放しとか、いろいろなことも気がつく

ところがありますので、そういうのを見た

ら、私はすぐ消すのですけれども、ぜひと

もそういうことも一方では職員の教育と

してもやっていただきたいなと思ってお

りますので、よろしくお願いいたします。

これはもう要望で結構でございます。 

 それから、旧味舌小学校校舎解体に係る

スケジュールについては、わかりました。

ぜひ、近隣に被害がないことを望んでおり

ますけれども、やはりこういった被害の申

告というのは、何年後にまた言ってくるケ

ースも考えられるのかなと思いますので、

どうか慎重な審査をこれからも継続して、

近隣の方への対処をお願いしたいと思っ

ておりますので、どうぞよろしくお願いを

いたします。これも要望で終わりです。 

それから、公共施設巡回バスにつきまし

ては、更新時期が来ているということであ

りました。今、２０２０年の東京オリンピ

ック、パラインピックの開催を契機としま

して、全国的にもさらにバリアフリー化を

推進するためのバリアフリー法改正案と

いうのが出されておりまして、国会でも議

論がされていくのかなと思います。高齢者、

また、障害をお持ちの方々にとって、さら

に住みよいまちにしていくためのバリア

フリー化を推進していくための内容なの

かなと思っております。私たちの自治体の

中では道路のでこぼこもありますけれど

も、公共交通機関への働きかけとともに、

こういった市で使う巡回バスの利用がさ
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らに利便性の高いものになるような、そう

いったことも常々検討しながら進めてい

ただきたいということを要望しておきた

いと思います。 

それから、大正川の左岸遊歩道の修繕の

件ですけれども、今回、２キロある中での

２００メートルの工事ということで、また

これから先々傷んでくれば、工事に入るの

だと思います。せっかく距離表もつくって

いただきましたので、ますますジョギング

やウオーキングに最適な環境となるよう

に、これからも整備のほうを進めていただ

きますよう、よろしくお願いして、要望と

いたします。 

それから、予算概要１００ページの消防

費の備蓄の件ですけれども、これからはさ

まざまな品目もふやしていかれるという

ことで、でも、やはりまだ乾パンはあるの

だなということがちょっと気になったの

ですけれども、私たち大人でも、やはり乾

パンは見ただけで喉が渇きそうで、余り食

べたいものとは思えないところがありま

して、乾パンの製造メーカーには大変失礼

なことなのかもしれませんが、今、母親目

線の防災講座と称して、ママカフェという

のが全国展開されているスマートサバイ

バープロジェクトという取り組みがあり

ます。これは、先ほども言いました東日本

大震災の被災地での声を取り上げて、乾パ

ンを嫌がる子どもがいる話や、妊婦、乳児

に必要な物資が届かないことがあったな

ど、大震災を経験した母親から実際に聞き

取ったことを教訓としまして、避難生活上

の工夫を伝え、こういった研修を積み重ね

ていって受けた受講者が認定講師となっ

て、またそれをさらに普及していくといっ

た仕組みをつくっているようです。 

最近は、テレビなどを見ていますと、防

災グッズや非常時のセット、また、ネット

での防災模擬試験というったこともコマ

ーシャルで出ております。各家庭でも備蓄

品を準備することもこれからはやはり重

要なことだと考えております。 

三好義治委員は、防災訓練に行ったら、

配布される防災備蓄品の賞味期限を１年

ほどのものとして、翌年の防災訓練で取り

かえるようにしてもらえるというこのや

り方も参加する率が上がるのであれば、も

ちろんいいことだと私は思います。やはり

私も家にも非常食というのはありますが、

ついつい期限が過ぎてしまっているとい

う経験もあります。 

自主防災訓練の際に、例えばですけれど

も、各自が家にある非常食と思われるよう

な物を持ってきて、全員で食べてみるとか、

非常食の種類や期限が過ぎないような保

管の方法、ローリングストック法というの

を学ぶとか、こういった形で、各自で、家

庭で備蓄用品の取り組み方というのを学

ぶ機会というのも、これからは広げていか

れてはいかがかと思っております。そうす

ることで、常々行政がその数を保管するこ

とばかりを進めるというのも、少し考え方

が変えられるのではないかと、そのように

思っておりますので、これも要望とさせて

いただきます。 

それから、防災対策事業についてであり

ますけれども、昨年の一般質問でもさせて

いただきました。防災教育については、松

本委員も質問されておられましたけれど

も、やはり子どもたちの学校である防災教

育と自主訓練、校区で行われている防災訓

練にやはりたくさんの方が参加をされて、

伝導していく形が理想かなと思っており

ます。これから、子どもや女性、そして、

若い世代、障害のある方などが自主防災へ
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の参加がふえるために、どのように関係部

署との連携を取っていかれるのかについ

て、お聞きをしたいと思います。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 ２点ですね。 

 松方部参事。 

○松方総務部参事 福住委員の二回目の

質問にお答えいたします。 

 行政不服審査会がどのように進められ

ているかということでございますが、前段

の話から行きますと、旧の行政不服審査制

度につきましては、処分課が不服申し立て

を受けまして、審査し、決定を行っており、

いわゆる自己点検というような基本の制

度でございました。新たな制度につきまし

ては、審理において、いわゆる審理委員が

審査請求人と処分課の主張を公正に審理

いたします。その上で、その裁決したもの

を第三者機関となる、今、申し上げました

行政不服審査会の中で審理委員の審理手

続が適正に行われたのか、審査上の法令解

釈を含めた裁決案が妥当であるのかとい

うところを第三者の立場から点検するも

のでございます。 

 具体的には、審査請求事件１議案に対し

まして、２回から３回の審査会を設けまし

て、中身の吟味と裁決書の妥当性を審査し

ているところでございます。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 それでは、防災教育

とその自主防災会の訓練、また、関係機関

との連携について、お答えいたします。 

 松本委員からのご質問にもありました

ように、今後、防災教育が学校の域にとど

まらず、やはり地域の方々にも知ってもら

う機会をつくっていくことが今後大事か

なと考えております。 

 例えば、地域で作成いたしました地域の

防災マップを活用して、また子どもたちが

危険な箇所ですとか、緊急の一時避難場所

の確認など、まち歩きを行ったり、逆に、

防災教育の一環として、自主防災会の役員

の方に来ていただいて、例えば、洪水の被

害の過去の歴史のお話をしていただいた

り、そういった学校と地域との連携という

のが今後必要かなと考えております。 

 地域の自主防災訓練におきましても、何

か学校の防災教育の取り組みを紹介でき

るコーナーを設けたり、まだまだ具体的な

計画ではないのですけれども、こういった

ことを教育委員会と連携しながら、学校の

防災教育と地域の防災活動が相乗効果と

なるような形で、防災をキーワードとした

地域づくりができるように取り組んでい

きたいと考えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 行政不服審査会の委員

会の開催、しっかりと丁寧に公平な審査が

進めますように、これからもどうぞよろし

くお願いを申し上げます。 

 それともう１点、防災対策の事業につい

ては、いろいろと苦慮されながらの取り組

みになっていくかと思いますが、今回の代

表質問でも、やはり実効性のある自主防災

訓練の内容といったことも質問させてい

ただき、要望もさせていただきました。そ

の中で、防災サポーターの制度をつくりな

がら、これから育成をしていくということ

で、それが防災意識を高めていく一つの方

法だと思っておりますが、私たち公明党は、

この防災士の育成、また、防災リーダーの

育成ということも何度か質問させていた

だいてまいりました。この防災サポーター

制度をつくられるのとあわせまして、ぜひ、
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一度防災士の検討もまたよろしくお願い

したいと思います。 

 そして、もう一つは、この自主防災訓練

の内容でありますけれども、今、答弁の中

にもありました防災をキーワードにした

ということがありました。先ほどありまし

た備蓄品の講座、また、避難所運営の体験、

例えば、体育館で全員で寝てみるとか、あ

と、ハザードマップに合わせてウオーキン

グコースをつくってみるとか、何か楽しく

いろいろな世代の人が集まりながら、地域

でわいわいとやっていけるような、そうい

う企画をどんどん提案されるのも一つの

方法かなと。自主防災訓練というと、消防

団が集まってきて、炊き出しをされていま

すけれども、本当に身近な生活の中で経験

のできるような方法というのも今後は訓

練の中に入れていくことがやはり大事な

のかなと思ったりもしますので、冬の寒い

日に体育館の中でテントを張る練習をす

るのも一つですし、実際に段ボールを敷い

たところで寝てみると、こんなに狭苦しく

つらいものなのだなとか、そういったこと

が感じられるのかなと思いますので、そう

いったことも今後、皆さんの意識が上がる

ような取り組み方をお願いして、私の質問

を終わらせていただきます。 

 ありがとうございます。 

○渡辺慎吾委員長 暫時休憩いたします。 

（午後１時２８分 休憩） 

（午後１時３１分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

 引き続き、議案第１号所管分及び議案第

９号所管分の審査を行います。 

 なお、議案第３５号所管分については、

総務部所管のため、審査の対象外となりま

す。 

 補足説明を求めます。 

 山本市長公室長。 

○山本市長公室長 それでは、議案第１号

及び議案第９号の補足説明をさせていた

だきます。 

 初めに、議案第１号、平成３０年度摂津

市一般会計当初予算のうち、市長公室に係

る事項につきまして、目を追って、その主

なものについて、補足説明をさせていただ

きます。 

 まず、歳入でございます。 

 一般会計当初予算の４６ページ、款１５

府支出金、項３委託金、目１総務費委託金

では、人権啓発の事業に係る人権啓発活動

委託金を計上いたしております。 

 続きまして、５４ページ、款１９諸収入、

項４雑入、目２雑入では、広報紙及びホー

ムページへの広告掲載料、退職者の上下水

道部での在職期間に応じ、水道事業会計か

ら収入いたします退職手当水道事業会計

負担金、大阪府後期高齢者医療広域連合等

から収入いたします派遣職員に係る給与

費等負担金、一般職非常勤職員等雇用保険

個人掛金を計上いたしております。 

 次に、歳出でございます。 

 ６６ページから７０ページ、款２総務費、

項１総務管理費、目１一般管理費では、諸

業務を始めとする市長公室各課に係りま

す事務執行経費のほか、人事課が所管をい

たしております職員研修、労働安全衛生、

職員健康管理、職員厚生会関係などの予算

を計上いたしております。 

 ７０ページから７２ページ、目２文書広

報費では、広報紙及びホームページに係る

経費などを計上いたしております。 

 ７２ページから７４ページ、目４財産管

理費では、公共施設等総合管理計画に基づ

くファシリティマネジメントの推進に向

け、新たに整備する専任組織に係る事務執
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行経費のほか、公共施設の施設点検や評価

手法等の仕組みの構築に係る委託料を新

たに計上いたしております。 

 ７６ページ、目５企画費では、政策推進

課に係る事務執行経費のほか、平成３０年

度末に指定管理者の更新時期を迎えるに

当たり、指定管理者選定委員会の開催に係

る費用及びまち・ひと・しごと創生総合戦

略の推進に向けた地域ごとの人口動態等

の調査、分析や、庁内検討会議の運営に係

る費用などを新たに計上いたしておりま

す。 

 ７８ページ、目１１女性政策費では、男

女共同参画推進審議会の運営に要する経

費などを計上いたしております。 

 同じく、７８ページから８０ページ、目

１２男女共同参画センター費では、男女共

同参画センターの講座開催及び相談業務

など、事業運営に要する経費を計上いたし

ております。 

 ８４ページから８６ページ、目１７諸費

におきましては、人権啓発推進事業や平和

施策推進事業の経費などを計上いたして

おります。 

 次に、人件費に係る内容をご説明申し上

げます。 

 １９８ページからの給与費明細をご参

照ください。 

 平成３０年度当初予算の給与費は、特別

職に係る予算として、３億８，９２３万円、

一般職に係る予算といたしまして、４７億

９，５０８万１，０００円、総額５１億８，

４３１万１，０００円を計上いたしており

ます。前年度当初予算と比較いたしますと、

３％、１億５，０５４万４，０００円の増

額となっております。これらの給与費の内

訳は、それぞれの予算科目において計上い

たしており、報酬が２億５，１５０万８，

０００円、給料が２１億５，６６５万８，

０００円、職員手当が１９億７，２６２万

４，０００円、共済費が８億３５２万１，

０００円となっております。 

 次に、一般職の給与費の主な増減でござ

いますが、給与費全体では、１億６，５９

６万３，０００円の増額となっております。

この内訳は、給料では、３４７万円の増額、

職員手当で１億５，６５８万４，０００円

の増額、共済費で５９０万９，０００円の

増額でございます。給料では、給与改定に

より、４４０万７，０００円の増額となっ

たことが、職員手当では、退職予定者数の

増加に伴い、退職手当が１億５，０４３万

１，０００円の増額となったことが、共済

費は、職員の社会保険の保険料率が増加し

たことがそれぞれ主な要因でございます。 

 続きまして、議案第９号、平成２９年度

摂津市一般会計補正予算第７号のうち、市

長公室に係る事項につきまして、目を追っ

て、主な内容について、補足説明をさせて

いただきます。 

 歳出についてでございます。 

２４ページから２６ページ、款２総務費、

項１総務管理費、目１一般管理費では、賃

金、旅費などの経常経費について、決算見

込みにより減額いたしております。 

２８ページ、目１１女性政策費及び目１

２男女共同参画センター費は、決算見込み

により、それぞれ減額いたしております。 

３０ページ、目１７諸費では、委託料など

について、決算見込みより減額いたしてお

ります。 

次に、人件費に係ります補正内容につい

ては、７４ページからの給与費明細をご参

照ください。 

特別職の給与費につきましては、総額で

８６２万９，０００円の減額となっており
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ます。 

この内訳は、議員に係るものが２６３万

５，０００円の減額、その他の特別職に係

るものが５９９万４，０００円の減額で、

その他の特別職に係る減額につきまして

は、決算見込みによる減額でございます。 

次に、一般職の給与につきましては、給

料で９５９万４，０００円、共済費で２７

２万６，０００円を減額いたしております。

これは、育児休業等を取得する職員や、年

度途中に退職する職員が生じたことが主

な要因でございます。職員手当では、２，

９４５万７，０００円の増額となっており

ます。これは、年度途中で当初予定になか

った退職者が生じたことに伴い、退職手当

が４，３４３万円の増額となったことが主

な要因でございます。 

以上、議案第１号、平成３０年度摂津市

一般会計当初予算及び議案第９号、平成２

９年度摂津市一般会計補正予算第７号の

補足説明とさせていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 続いて、豊田総合行政

委員会事務局長。 

○豊田選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局長 それ

では、議案第１号、平成３０年度摂津市一

般会計当初予算のうち、公平委員会・固定

資産評価審査委員会・選挙管理委員会・監

査委員事務局に係ります項目につきまし

て、目を追って補足説明をさせていただき

ます。 

 まず、歳入でございますが、４８ページ、

款１５府支出金、項３委託金、項１総務費

委託金のうち、選挙費委託金につきまして

は、大阪府議会議員選挙の執行に係る委託

金でございます。 

 次に、歳出でございますが、７６ページ、

款２総務費、項１総務管理費、目７公平委

員会費及び目８固定資産評価審査委員会

費につきましては、委員報酬など、事業実

施に係る経費でございます。 

 ９２ページ、項４選挙費、目１選挙管理

委員会費につきましては、委員報酬など、

事業実施に係る経費でございます。 

 ９４ページ、目２府議会議員選挙費につ

きましては、平成３１年４月２９日に任期

満了となります大阪府議会議員の選挙に

係る執行経費でございます。 

 ９６ページ、項６監査委員費、目１監査

委員費につきましては、委員報酬など、事

業実施に係る経費でございます。 

 続きまして、議案第９号、平成２９年度

摂津市一般会計補正予算第７号のうち、公

平委員会・固定資産評価審査委員会・選挙

管理委員会・監査委員事務局に係ります項

目につきまして、目を追って補足説明をさ

せていただきます。 

 まず、歳入でございますが、１６ページ、

款１４国庫支出金、項３委託金、目１総務

費委託金につきましては、衆議院議員総選

挙に係る執行経費の確定に伴い、減額する

ものでございます。 

 次に、歳出でございますが、２６ページ、

款２総務費、項１総務管理費、目７公平委

員会費及び目８固定資産評価審査委員会

費につきましては、事業費の精査に伴い、

減額するものでございます。 

 ３４ページ、項４選挙費、目１選挙管理

委員会費につきましては、事業の精査に伴

い、減額するものでございます。 

 ３８ページ、項６監査委員費、目１監査

委員費につきましては、事業の精査に伴い、

減額するものでございます。 

 以上、議案第１号、平成３０年度摂津市

一般会計予算及び議案第９号、平成２９年

度摂津市一般会計補正予算第７号の補足
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説明とさせていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 牛渡会計室長。 

○牛渡会計室長 それでは、平成３０年度

摂津市一般会計当初予算のうち、会計室所

管分につきまして、目を追って、主なもの

について、補足説明をさせていただきます。 

 まず、歳入でございますが、５２ページ、

款１９諸収入、項２市預金利子、目１市預

金利子は、歳計現金などに係る預金利子で

ございます。低金利の状況が当面の間継続

すると見込まれるため、前年度に比べ、２

万円の減額としております。 

 続いて、歳出でございますが、６８ペー

ジ、款２総務費、項１会計管理費、目１一

般管理費の主なものとして、節１１需用費

のうち、消耗品費及び印刷製本費は、庁内

物品配布事業に係る経費でございます。 

 次に、７２ページ、目３会計管理費は、

会計室の事務執行に必要な諸経費でござ

います。 

 続きまして、議案第９号、平成２９年度

摂津市一般会計補正予算第７号のうち、会

計室所管分につきまして、目を追って、主

なものについて、補足説明をさせていただ

きます。 

 会計室所管分につきましては、歳出につ

きまして、２６ページ、款２総務費、項１

総務管理費、目３会計管理費のうち、節７

賃金でございますが、臨時職員１名の任用

につきまして、必要な期間を精査した結果

４６万円の減額となっております。 

 以上、会計室所管分の補足説明とさせて

いただきます。 

○渡辺慎吾委員長 説明が終わり、質疑に

入ります。 

 香川委員。 

○香川良平委員 私のほうから、１点だけ

質問をさせていただきます。 

 一般職の給料が上がった件について、お

聞きしたいのですけれども、一般職の給料

が上がりましたが、特別職に関しては、据

え置きのままでございます。その特別職の

給与の決め方については、私の認識では、

報酬等審議会を経て、報酬等審議会が決め

るという認識なのですけれども、この特別

職の報酬が据え置きだったのは、報酬等審

議会を経て、上げるべきではないとなって、

据え置きになったのか、その経緯をお聞か

せください。 

 この１点だけです。お願いします。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、私のほうから、

特別職に係ります給与について、答弁をさ

せていただきます。 

 今、委員にご指摘いただきましたとおり、

特別職の給与の水準といいますか、こうい

うものは、特別職の報酬等審議会での意見

というか、そういうものを踏まえて決める

ということになっております。本市につき

ましては、この報酬等審議会というのがこ

こ数年は開かれておりませんでして、人事

院勧告によって、期末手当等が変動にはな

るのですけれども、そのほか、必要な場合

には報酬等審議会の意見を聞くというこ

とで想定はしておりますが、人事課のほう

でも、他市の特別職の状況、この辺を調査

をしながら、必要に応じて報酬等審議会の

意見を聞きたいと思っております。最近に

ついては、報酬等審議会は開かれていない

ということでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 香川委員。 

○香川良平委員 ご答弁ありがとうござ

います。報酬等審議会が開かれていないと

いうので、根本的なことを教えていただき

たいのですけれども、特別職の給与を上げ
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る、上げないは、報酬等審議会が決めると

いうことでよろしいのですか。人事院勧告

に基づいて、今回、一般職は上がったので

すけれども、特別職は上げなくていい、そ

もそも、報酬等審議会にかける必要もない

のだということでよろしいのですか。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 そうしましたら、ご質問

に答弁をさせていただきます。 

 報酬等審議会のほうでは、その給料等、

水準を他市に比べてどうなのかですとか、

職務に応じて、時代等に応じて、そういう

ものが適切であるかどうかというのは審

査をしていただくことになっています。そ

の際には、市のほうからその報酬等審議会

に諮問をいたしまして、答申を受けると。

これを踏まえて、制度改正の議案等を提出

させていただくと、そういうような基本的

な流れになってくるかなと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 香川委員。 

○香川良平委員 答弁ありがとうござい

ます。私が所属している会派の方針なので

すけれども、身を切る改革ということで、

議員の報酬を上げてほしいということで

は決してないので、その辺は理解してくだ

さい。内容については理解しました。あり

がとうございます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに、ございますか。 

 松本委員。 

○松本暁彦委員 よろしくお願いいたし

ます。 

 質問については、８点ございます。 

 それでは、１番目につきまして、予算概

要１０ページの人事管理事業についての

ところで、広告掲載業務というところなの

ですけれども、これは職員募集の広告につ

いてとお聞きしておりますけれども、具体

的にどのようなものかというところと、ど

のような視点で作成をするのか、お聞かせ

ください。 

 続きまして、２番目、同じく予算概要１

０ページの階層別能力開発事業について、

これが具体的にどのようなものか、その取

り組みについて、お聞かせください。 

 続きまして、３番目、予算概要１４ペー

ジの広報事務事業についてというところ

で、市でＰＲ冊子をつくられるということ

ですけれども、それがどのようなものを作

成する予定か、その詳細をお聞かせくださ

い。 

 続きまして、４番目、予算概要、１６ペ

ージ、ホームページ事業について、ホーム

ページのリニューアルについて、どのよう

なものか、代表質問でもさせていただきま

したけれども、改めて、現状のホームペー

ジから変更したことによる利点と、また、

フェイスブック等の情報共有ツールとの

連携はどのようなものか、お聞かせくださ

い。 

 続きまして、５番目、予算概要１６ペー

ジ、ＦＭ推進事業について、これも代表質

問でもお聞きしますけれども、より具体的

に、どのように進めるのか、詳細をお聞か

せください。 

 続きまして、６番目、予算概要１８ペー

ジ、総合戦略推進事業についてというとこ

ろで、その目的及び容量について、詳細を

お聞かせください。 

 次に、７番目につきましては、当初予算

主要事業一覧から、１８ページの行政改革

推進事業というところで、第５次行政改革

実施計画の最終年度ということですけれ

ども、どのような成果とどのような施策が

残されていますでしょうか。お聞かせくだ
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さい。 

 続きまして、８番目、最後になります。

こちらは予算概要の３６ページ、選挙管理

委員会事務局の府議会議員選挙事業につ

いてというところで、府議会議員選挙は来

年ということですけれども、平成３０年度

の具体的な事業について、お聞かせくださ

い。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、人事課にかか

わります２点のご質問に答弁をさせてい

ただきます。 

 まず、１点目の広告掲載業務委託料の件

でございますが、委員がおっしゃいました

ように、採用試験に係る募集、これに係る

ものでございます。具体的に予定しており

ますのが、鉄道の車両内への広告の掲載と

いうことでございまして、これまでに過去

２回ほど、この取り組みというのを実施い

たしております。その際には、いずれも受

験者の割合で言いますと、４分の１程度が

この広告を見て、採用試験の実施を知った

というようなアンケート結果もございま

す。これまでは阪急電車に１週間ほど掲載

をしていたわけでございますけれども、次

年度につきましては、これに加えまして、

大阪モノレールのほうにも掲載をして、よ

り広く人材の確保に努めてまいりたいと

考えております。 

 それから、２点目の階層別の研修の件で

ございます。この事業につきましては、職

員の研修のうち、所属、職種にかかわらず

に、経験年数であったり、この役職、こう

いうものに応じて、階層ごとに求められる

能力の育成を目的に実施をしている研修

ということでございます。主には、庁舎内

へ講師を呼んで、そこで研修を実施してい

るというような状況でございます。次年度

につきましては、もうこの庁舎内に呼ぶも

のに加えまして、新たな取り組みとして、

フィールドワーク型の政策形成研修とい

うものも新たな取り組みとして予定して

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 荒井課長。 

○荒井広報課長 それでは、市のＰＲ冊子

等の作成委託料について、ご答弁申し上げ

ます。 

 冊子につきましては、市外の人に向けて、

摂津市の魅力や特色などの情報を発信で

きるようなものにしたいと考えておりま

す。総合戦略に掲げる目標を中心に、利便

性、健康、子育て、産業などにおける摂津

市の取り組みについて、その良さや特徴を

ＰＲする冊子にしていきたいと考えてお

ります。 

 次に、ホームページのリニューアルにつ

いてでございます。 

 新しいホームページの特徴につきまし

て、大きく３点ございます。１点目は、ス

マートフォンでの閲覧を主に想定し、シン

プルな画面にしたこと。２点目は、キーワ

ード、テーマ、画面、目的など、さまざま

な視点で検索をしやすくしたこと。３点目

はアクセシビリティに配慮して、身体の機

能にかかわらず、誰もが使いやすいような

ものに改善していくということでござい

ます。このように、社会の状況に応じて、

わかりやすく使いやすいホームページに

していきたいということで、構築いたしま

した。また、ＳＮＳとの連携につきまして

は、各課が作成するページを気に入った方

がフェイスブックやツイッターでシェア

をするという形で、ほかの方にお伝えする

ことができるような機能をつけておりま
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す。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 それでは、５点目の

ご質問、ＦＭ推進事業、公共施設等総合管

理計画をどう進めるのかというお問でご

ざいます。ご答弁申し上げます。 

 これまで防災管財課が所管しておりま

したこの仕事なのですけれども、４月から

政策推進課内に専任チームをつくりまし

て、取り組んでまいります。今後の取り組

みを大まかに申し上げますと、この選任組

織が各施設所管課を先導する形を取りま

して、各施設の劣化状況を見きわめまして、

将来の改修コストを積算いたしまして、最

終的には国が求めております施設の個別

計画、この策定につなげてまいります。 

 具体的な平成３０年度の取り組みとい

たしましては、施設の維持に要する経費の

積算でありましたり、各施設の利用実態の

把握、また、改修工事に向けました優先順

位の検討、修繕予算の要求プロセスの構築、

このあたりに具体的に取り組んでまいり

ます。 

 よろしくお願いします。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 総合戦略推進事業

については、私のほうからご答弁させてい

ただきます。 

 本事業につきましては、平成２８年３月

に策定いたしました摂津市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略に掲げる施策を推進す

るための事業として位置づけをしている

ものでございます。摂津市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略につきましては、大きく

四つの基本目標を掲げておりまして、この

うちの一つ目の基本目標が、住環境・利便

性という項目なのですけれども、これと二

つ目の基本目標が、健康・暮らしというと

ころになるのですけれども、この二つを取

り上げて、庁内に検討委員会を設けまして、

基本目標の中身を推進していくために取

り組んでまいりたいということで考えて

いるものでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、７点目のご質

問、第５次行革のこれまでと、それから、

残された１年間、平成３０年度の取り組み

について、ご答弁申し上げます。 

 この第５次行革なのですけれども、全部

で８５項目ございます。この８５項目なの

ですけれども、平成２８年度末の時点で集

計いたしまして、まだ調査研究にとどまっ

ているところ、いわゆる未実施というとこ

ろに分類されているものが１１項目ござ

いました。この１１項目なのですけれども、

平成２９年度である程度進んでおります

ので、したがいまして、平成３０年度に残

された１年間で取り組む行革といたしま

しては、それほど数は多くございません。

ただ、この平成３０年度に取り組む行革項

目につきましては、行革も第５次になりま

すと、かなりハードルが高いものが残って

おります。しかも、最後の１年間です。相

当にハードルが高いものが残っておりま

して、具体的に一例を申し上げますと、例

えば、ごみ処理の広域連携、茨木市との広

域連携でありましたり、あと、消防の広域

化、これも広域連携です。このあたりの行

革が残っております。我々も一生懸命取り

組みますけれども、この件は相手方がある

ものですので、どこまで進むかは今の時点

では未知数ですけれども、一生懸命ラスト

１年、推進してまいる所存でございます。 

よろしくお願いいたします。 
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○渡辺慎吾委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは松本委員の選挙管理委員会にかか

わります、ご質問にご答弁させていただき

ます。 

 平成３０年度に、大阪府議会議員選挙の

予算を計上している理由と、事業内容につ

いてでございます。平成３１年４月２９日

に任期満了となります、大阪府議会議員選

挙につきましては、統一地方選に合わせて 

実施されておりますが、まだ臨時特例法は

成立していないのですけど、通例４月の第

２日曜日に執行されております。それに関

しまして、例えばポスター掲示場の設営で

すとか、投票所入場券の印刷ですとか、発

送準備、これらに係ります委託契約、それ

と選挙執行にかかわりますもろもろの準

備を行うために、臨時職員を雇用するんで

すけど、そのための賃金、そういったさま

ざまな準備行為にかかります経費につき

まして、平成３０年度予算に計上させてい

ただいたところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 ご答弁ありがとうござ

います。それでは２回目の質問をさせてい

ただきます。まず１番目、人事管理事業に

ついてですけども、募集ビラの要領につい

てはおおむね理解をいたしました。ぜひし

っかりと取り組んでいただければと思い

ます。これ以降は要望になるんですけども、

なぜ摂津市に行きたいのかと、これをしっ

かりとＰＲするようにと思います。見る人

がなぜ大阪市、吹田市、茨木市ではなく、

この摂津市に来たくなるのか、来ないとい

けないのかという、その視点でやっていた

だきたい。例えばですけども、近隣市より

も規模が小さいことを逆手にとってです

ね、「小さくともキラリと光るまちから小

さくともサンサンと輝くまちに変えるの

はあなただ」等、やりがいに訴えかけると

かはどうでしょうか。大きなキャッチフレ

ーズで、やりがいに訴えることによって、

消去法で選択する人ではなくて、やる気に

満ちあふれる人を募集できるよう考えて

いただきたいと。まあ何が言いたいのかと

いいますと、普通のデザインと内容で応募

しても、見る人にとっては知名度の低さと、

他市との比較で結局頭に残らず、効果が薄

くなってしまうのかなと。見る人の立場に

立ってスパイスの利いた、インパクトのあ

るものにするよう要望いたします。合わせ

てＰＲ冊子とホームページとも、ある程度

リンク、一貫性があるようにデザインをす

るように、合わせて要望いたします。 

 続きまして、２番目の階層別能力開発事

業についてですけども、全体の取り組みに

ついてはおおむね理解をいたしました。人

材育成というのは、少数制体制推進のため

に欠かせないものかと思います。そこで今

回、次年度で新規に、フィールドワーク型

の研修をされるということですけども、こ

れについてはどういった課題認識を持た

れて、またそのどのような目的で行うのか、

その詳細をお聞かせください。 

 続きまして３番目の、広報事務事業につ

いて、というところですけども、この冊子、

概要については理解をいたしました。以降

は要望になるんですけども、冊子はできれ

ば持ち運びが容易できるものにしていた

だきたいと。あとフォーマットのデザイン

をしっかりと行って、長期間にわたり更新

が容易なように、考慮をしていただきたい。

また摂津優品（せっつすぐれもん）と健都

のまちづくり、合わせてふるさと納税のア
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ピールも入れて、当たり前のことは逆に入

れないように、枚数を限定し、しっかりと

精査をしていただくよう要望をいたしま

す。最も大事なのはコンセプトをしっかり

と明確することだと思います。このＰＲ冊

子で何を訴えたいのか。摂津市という名を

知ってもらいたいのか、それとも摂津市の

魅力を知ってもらいたいのか、ただ名物の

写真を載せて、きれいな写真を載せて満足

するのではなくて、見る人が冊子を見て、

もっと摂津市について知りたいと、この摂

津市をホームページでもっと詳しく調べ

てみたいと思うようにぜひしていただき

たいと思います。例えばですがね、「超高

齢社会を乗り越えるモデルのまち摂津」と

かのフレーズとですね、笑顔で健康体操を

している写真をちょっと載せていただく

等ですね、日本中の人が気になるであろう

内容を掲載すべきかと思います。あわせて、

募集ビラとのキャッチフレーズからそれ

ぞれのビラとの一貫性も図ることも大切

だと思います。しっかりと検討して、より

よいものを作成いただくよう要望いたし

ます。 

 続きましてホームページ事業になりま

すけども、リニューアルについてはおおむ

ね理解をいたしました。しっかりと見る側

の視点に立って使いやすいようにつくっ

ていただければと思います。それと同時に

シティプロモーションというところで、重

要な情報発信ツールでありますので、しっ

かりと魅力をアピールし、人、物、金を集

められるよう意識することも大事かと思

います。今はそれが求められています。そ

の点、フェイスブック等の情報共有ツール

というのは、こちらがより能動的に情報を

発信できるもので、いわば攻めの広報の必

須アイテムかなと言えます。それで、そろ

そろ知名度の低さを克服していく時期で

はないでしょうか。 

 さて、冊子でも要望させていただいたん

ですけれども、ふるさと納税の連携もしっ

かりと考えていただきたいというところ

です。カーリング日本代表でＬＳ北見の本

拠地である北見市に、ふるさと納税をする

人が急増しているというニュースが大き

く報道されたというのがつい先日のこと

であります。市全体の魅力とふるさと納税

を結びつけていくためにはホームページ

とふるさと納税を結びつけることが必須

かと思います。その連携についてどうお考

えかお聞かせください。 

 続きまして、５番目のＦＭ推進事業につ

いてというところで、事業内容については

おおむね理解をいたしました。現実的に、

これから新設というのは厳しいものかと

思います。統廃合、機能集約、既存施設の

活用をしっかりと考えていただけるよう

に。また、その方向性を検討することは非

常に重要かと思います。特に鳥飼地域につ

きましても、その視点で考えていただくよ

う要望いたします。 

 ６番目の総合戦略推進事業についてと

いうところで、目的については理解おおむ

ね理解をしました。そこでですね、人口、

調査分析というところで書かれておりま

す、地域別人口推計等業務委託料というと

ころで、これについては、この委託料の目

的というのを改めてお聞かせください。 

 続きまして、７番目の行政改革推進事業

についてですけれども、現況については理

解をいたしました。第６次行革というもの

は予定をされていますでしょうか。お聞か

せください。 

 続きまして、８番目の府議会議員選挙事

業についてということですけれども、理解
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をいたしました。しっかりと準備をしてい

ただきたいと思います。あと合わせてです

ね、昨年の大きな選挙２つありましたけど

も、その成果等、いろいろとしっかりと分

析をして、翌年の選挙に備えるようにして

いただきたいと思います。また合わせてで

すね、投票所の位置とか、例えば味生体育

館、これが結構端っこのほうにあるので遠

いという話も聞きますので、 そういった

もろもろも改めて一度精査していただけ

ればと思います。こちらは要望で終わらせ

ていただきます。 

以上で２回目の質問を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは私のほうから

研修にかかわりますご質問にご答弁申し

上げます。 

 フィールドワーク型の研修のご質問で

ございますけれども、具体的には地方創生

モデル地域のフィールドワークというこ

とで想定をしております。ここではですね、

実際に事業にかかわっておられる方の講

演ですとか、あるいはグループワーク、政

策提案プレゼンということを行うと、これ

を研修内容として考えております。同時に

ですね、他市の職員とも合同で実施できな

いかということで現在検討しているとこ

ろでございます。 

 課題認識のお問いでございましたけれ

ども、やはり限られた職員で効率的な行政

運営ということが我々に求められている

ことでございます。職員の個々の能力、ス

キルの向上ということが不可欠であると

考えております。中でもやはり新たな課題

の解決に必要な政策立案の能力、開発向上

というのは喫緊の課題であるというよう

な認識をしております。このようなことか

ら、具体的には若手から係長級ぐらいまで

の中堅層で人選をいたしまして、このフィ

ールドワーク型の研修に派遣をしたいと

考えております。この研修を受けることに

よって前例や既成概念にとらわれない柔

軟な発想力、これらが養われるのではない

かなと考えているところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 荒井課長。 

○荒井広報課長 それではふるさと納税

のＰＲということでご答弁させていただ

きます。 

 議員がご指摘のとおりふるさと納税は

重要な歳入源であると考えます。新しいホ

ームページでは注目のワードとして掲載

するなどし、ＰＲをしてまいりたいと考え

ております。また先ほどのお話にもありま

したように、健都のまちづくりや摂津優品

（せっつすぐれもん）など摂津市の魅力を

積極的に発信することで、ふるさと納税の

底上げになるようにＰＲをしていけたら

と思います。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 総合戦略推進事業

についての２回目のご質問にご答弁申し

上げます。 

 総合戦略推進事業につきましては、先ほ

ど申し上げましたけれども、２つの基本目

標で取り組みを進めてまいりたいと思っ

ております。この総合戦略につきましては

ですね、２０６０年までの人口推移、いわ

ゆる人口ビジョンをベースに総合戦略と

いうものがあるわけなんですけれども、こ

の２０６０年までのうちにもですね、団塊

の世代が後期高齢に突入する２０２５年、

そしてそのピークを迎えるであろうと言

われております２０４０年、この年代を意

識して、この部分については、人口が減少
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する中で超高齢社会が来る、そして生産年

齢人口が減少すると言われている中での

税収への影響等も懸念されるわけなんで

すけれども、これまでに経験したことがな

いような環境変化が訪れるであろうとい

うことを踏まえまして、 そこを見据えた

地区別のですね、人口分析をしなければな

らないと考えております。それをした上で、

基本目標の１の部分については、まちづく

りと公共施設の部分になるのかなと考え

ておるんですけれども、合わせて新たに政

策推進課に設置いたしますＦＭの専任チ

ームで進めるＦＭ推進事業についても関

連することになると思っております。 

 目標の２については健康・暮らし、２０

２５年を目標に、地域包括ケアの観点、こ

この部分も、それと健都との絡みですね、

健康寿命の観点、そういったことも踏まえ

ながら検討を進めていかなければならな

いと考えておるんですけれども、それを進

めるためにはですね、この人口分析という

ことなくしては進めることはできないと

いうことで考えておりますので、そういっ

たことをコンサルタントに委託しながら

分析してきたいということで考えており

ます。 

 続きまして第６次行革の質問について

ご答弁申し上げます。第５次行革が、平成

３０年度で終わるわけなんですけれども、

先ほど総合戦略推進のところで申し上げ

たように、２０２５年から２０４０年とい

うような部分については、これまでに経験

したことのないような環境変化が起こっ

てくるであろうと。そのときに、例えば扶

助費の問題、医療費の問題、いろんな問題

がどのように変化するのか、どのように市

政、財政に影響するのかということは当然

想定をしないといけない。次の行革では、

そういうことを踏まえなければならない

と考えておりますので、そういったことか

らすると、平成８年以降本格的に行革に取

り組んでおりますけれども、今までのやり

方では、なかなかうまくいかないのではな

いかと思っておりますので、例えば行革の

大綱を平成８年以降見直しておりません

ですけれども、そういった基本的な考え方

の部分を見直して、新たに行革をスタート

させるということも考えていかなければ

ならないと思っておりますので、もう少し

検討をさせていただきたいと思っており

ます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 ご答弁ありがとうござ

います。 

 続きまして３回目の質問をさせていた

だきます。 

 まず２番目の階層別能力事業について

ですけれども、新規研修事業については理

解をいたしました。これはとてもよい事業

かと思います。若手をしっかりと育てる環

境整備等しっかりと進めていただければ

と思います。他市といろいろと連携される

ということでございますけれども、これに

ついては、ぜひ広域連携の観点からですね、

吹田市や茨木市等の近隣市と連携できれ

ばなおよいのかなと思います。近隣市の職

員同士の人脈の構築、横のつながりの強化、

意思疎通の円滑化につながり、広域連携に

とっても、よい効果を生むことと思います。

各市の事情はあるかとは思いますけども、

ぜひ誘っていただいて、しっかりと企画調

整をして、できれば１年で終わらずに長期

にわたって継続してできるよう交流する

ことも合わせて要望いたします。 

 続きまして、４番目のホームページ事業
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についてで、ふるさと納税と連携というこ

とで、連携についてはおおむね理解をいた

しました。ぜひ、しっかりと検討をしてい

ただくよう要望いたします。例えばですけ

ど、ふるさと納税にキャッチフレーズをつ

けてアピールをすると、１つは市外向けに、

「あなたのふるさと納税が健康寿命の延

伸に寄与します」とか、また市内向けには、

「ふるさと納税ではなくしっかりと本市

に税金を納めていただければ、一層市民サ

ービス向上につながります」とか、何かし

ら広報対策もしていかなければ、昨年のよ

うな市税減収を招くことになると思いま

す。これは広報だけでなく、関係部局に留

意していただきたい事項でございますけ

れども、ふるさと納税というのは、やはり

昨年のように何もしなければ市税減収に

つながるのは明白かと思います。財政が厳

しい中で、得るものなくただ減収を容認す

るような姿勢は、やはり住民の福祉の増進

に矛盾するということで、また疑義をあげ

ざるを得ないのはやむを得ないことかと

思います。ふるさと納税につきましてはし

っかりと疑義を持たれることがないよう、

胸を張ってその政策を支持できるよう、適

切に努力するべきかと思います。よって、

まずは冊子とホームページのＰＲによっ

て、本市の魅力をふるさと納税につなげる

よう、関係する部局全体で検討連携して努

力していただくこともまた要望いたしま

す。 

 続きまして、６番目の総合戦略推進事業

についてというところですけども、よく理

解をいたしました。ぜひですね、今後、将

来、地域に応じた政策もろもろしっかりと

できるように資料も集めていただきたい

と思います。これ以降は要望なんですけれ

ども、やはり人口減少というのは鳥飼地域

が顕著になり、千里丘地域などの大型マン

ションが建設されている地域は、逆にふえ

てくるというところで、それぞれの地域特

性というのがあるかと思います。それぞれ

の地域特性に応じた施策ができるように。

また施策を地域モデルケース的に実施す

るように検討していく必要があるかなと

思います。例えばですね、学童保育の千里

丘地域先行モデルといったものや、同居・

近居支援の鳥飼地域先行モデル等ですね、

地域を限定することで少ない投資でその

成果を確認でき、その結果を受けて市内全

域に拡充するか、あるいは削減するか、消

費か投資かの判断も容易になるかと思い

ます。あわせて、求められるサービスの実

施への短時間、短期間化も図れるのではな

いでしょうか。適切な資料というのはこれ

から地域特性に応じた柔軟な政策には欠

かせないものかと思います。しっかりと先

を見据え調査・研究を要望いたします。 

 続きまして７番目の行政改革推進事業

についてですけれども理解をいたしまし

た。将来を見通して、しっかりと今後新た

に行革その他の適切な計画をしていただ

くことを要望いたします。 

以上で終わります。 

○渡辺慎吾委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 それでは何点か質問さ

せていただきたいと思います。 

今の松本委員とかぶるんですけれども、

予算概要１８ページの総合戦略推進事業、

これについてお聞きしたいと思います。こ

れは 地域別人口の委託、これは先ほど摂

津市まち・ひと・しごと創生総合戦略をも

とに、発展させたものというような位置づ

けで、私は認識しているんですけれども、

地域別人口推計等業務委託というのが、先

ほど分析という言葉を使われて、委託して
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分析するんだと私は理解したんですけれ

ども、平成２８年３月のときのこの人口ビ

ジョンには、きっちりと課題ということで

載っています。２０６０年の人口の将来展

望、７万２，０００人とされています。こ

れと今回との違い、どう違うのか、逆に平

成２８年３月にこの人口ビジョンを発表

されてから今まで、何か施策として手を打

ったのか、教えていただきたいと思います。 

 次に２点目、予算概要２２ページ、男女

共同参画計画推進事業について、平成２９

年度に第３期男女共同参画計画の見直し

が行われました。その中で新たな取り組み

として、「高齢、障害、貧困、その他様々

な困難な状況におかれている人を支援し

ます」とされております。この中で、中に

はＬＧＢＴをはじめとする、性的マイノリ

ティの方への支援が含まれております。こ

れは今すごい社会問題になっていると思

います。データによると日本国内において

は、ＬＧＢＴは左ききの方と同じぐらいの

割合でいらっしゃるようなことも書かれ

ているみたいです。今後、性的マイノリテ

ィの問題を、どのように取り組んでいくの

か、お教えいただきたいと思います。 

 次に予算概要１０ページ、秘書課の一般

事務事業の中の北方領土返還運動推進大

阪府民会議負担金ですが、北方領土は歯舞

群島、色丹島、国後島、択捉島と、我が国

の固有の領土です。この北方領土返還運動

推進大阪府民会議とは、どのような活動を

展開しているのか、具体的な構成員や活動

内容をお教え願います。 

 次に、予算概要１０ページから１２ペー

ジ、組織課題別能力開発事業、職員自主研

究グループ補助金ですが、職員が自発的に

市民サービス向上に向けて研究するとい

う内容と思われますが、市は具体的にどの

ような支援をしているのか、また現在どう

いうグループがどのように活動している

のかお教えいただきたいと思います。 

 次に予算概要３６ページの選挙管理委

員会事務局の、先ほどの松本委員の質問と

少しかぶるんですけれども、来年に大阪府

議会議員選挙があります。 昨年の摂津市

議会議員一般選挙のときにはいろいろと

問題があったと認識しております。この費

用、予算の中でどういう階層の方がどれく

らいの体制で、選挙態勢っていうのはまだ

組まれてはいないとは思いますけれども、

大体この予算の人員配置で、どういうきっ

ちりとした体制で次の選挙にのぞもうと

されているのか、 その部分を少し教えて

いただければと思います。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 総合戦略推進事業

についてのご質問にご答弁申し上げます。 

 まず人口分析のところなんですけれど

も、先ほども少しご答弁させていただきま

したけれども。２０６０年までの人口ビジ

ョンをベースに、総合戦略推進事業を位置

づけておるわけなんですけれども、２０６

０年までの人口ビジョンにつきましては、

全体の人口分析というのはしておるんで

すけれども、地区別、また年齢別の詳細な

人口分析については行っておりません。し

たがいまして、その部分をしっかり行った

上で、総合戦略の施策の推進に反映をして

いきたいということで 考えているところ

でございます。 

 それと、これまで行った施策の観点でご

ざいますけれども、子育てに関する医療費

の問題であったり、待機児童に対応する部

分であったり、あと、千里丘西地区市街地

再開発事業とか阪急京都線連続立体交差
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事業の部分についてもまちづくりになる

かなと思うんですけれども、確かに単発的

という言い方が適切ではないかもしれま

せんけれども、そういうふうには取り組ん

ではおるんですけれども、この総合戦略の

中にはですね、庁内検討会を立ち上げて施

策を推進していくということも書いてお

りますので、やはり基本目標をもう一度見

直して、将来、これは人口ビジョンが根底

にある中で、もう少し長期で考える必要も

ありますので、そういった意味で、改めて

庁内の検討委員会を設けて、基本目標ごと

に取り組み、少し中長期の観点も踏まえな

がら取り組みを進めてまいりたいという

ことで考えているところでございます。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 菰原課長。 

○菰原人権女性政策課長 それでは、性的

マイノリティについての今後の取り組み

についてお答えいたします。 

まずこれまでの取り組みを振り返らせ

ていただきますと、ご紹介にありました、

第３期男女共同参画計画の改訂の際、性の

多様性を尊重するよう啓発活動を行うこ

とを記載いたしまして、市民向けの啓発冊

子の作成と配布、相談窓口の設置、職員研

修の実施などを通じて知識の普及と差別

意識の解消に努めてまいったところでご

ざいます。今後の取り組みといたしまして

は、さらなる職員研修の充実を図り、男女

共同参画センターで開催する市民向けの

講座にも、性的マイノリティに関する講座

を加えまして、啓発活動の推進をしてまい

りたいと考えております。また、市長を、

本部長とする摂津市女性政策推進本部の

部会で研究会というのがございまして、そ

ちらで性的マイノリティの方が心地よく

市役所に訪れていただくようにどういっ

たことができるか、適切な窓口対応等を研

究テーマにしまして、今後、性的マイノリ

ティの方の支援を考えていく予定をして

おります。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 妹尾参事。 

○妹尾秘書課参事 それでは、北方領土返

還運動推進大阪府民会議につきましての

ご質問にご答弁を申し上げます。 

当該団体ですが、国民運動として北方四

島の返還を求めるため、大阪府の呼びかけ

で昭和５６年度に設立された会議体でご

ざいます。こちらですね、大阪市と堺市を

除く府内４１の市町村と、それから公益活

動法人ですとか、公益的な性格をもつ２７

の各種団体、合計６８団体によって構成さ

れております。活動内容でございますが、

会員の意識向上を図るための講演会、それ

からですね、広く大阪府民に向けて返還の

この機運を醸成するための大会、また街頭

での署名活動や、四島交流訪問事業等々、

積極的な活動を行うことで、北方四島返還

の実現に向けた運動を発信されています。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 そうしましたら私のほ

うから自主研究グループにかかわります

ご質問に答弁をさせていただきます。 

この自主研究グループの活動助成につ

きましては、市の行政に反映しうる事項、

あるいは職員の資質、能力向上が図られる

事項の研究に関して、この活動の経費を助

成して、職員の自主性、意欲的な取り組み

を支援をしているものでございます。具体

的な助成対象としては、研修の参加費でご

ざいますとか、他市への視察に伴う交通費、

それから研究内容の関連書籍の購入費、こ

ういった経費について、１グループ５万円
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を上限にして助成をしているところでご

ざいます。今年度につきましては、若手職

員で構成します２グループが活動をして

おりまして、１つは自治会等の、今後の地

域のあり方についての研究、もう１つは自

治体による婚活事業と、人口維持等の関連

についての研究を行っております。この２

グループについて、年度末に活動実績報告

を行う予定にしているところでございま

す。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、選挙管理委員会にかかわりますご

質問にご答弁申し上げます。 

 平成３１年度に大阪府議会議員選挙が 

執行予定でございますが、この平成３０年

度の予算要求の内容につきましては、まだ

当日の投開票事務従事者の体制等につき

ましては、反映はされておりません。 

 昨年の摂津市議会議員一般選挙の開票

事務におきまして、混乱を招きまして皆様

にご迷惑をおかけいたしました、この反省

を踏まえまして、この１年間で二度とその

ようなことがないよう、万全の体制が取れ

るよう、内部で調整した上で、その辺の体

制を取れるように努力してまいります。 

よろしくお願いします。 

○渡辺慎吾委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 ご答弁ありがとうござ

います。 

それでは２回目、質問させていただきた

いと思います。まず総合戦略推進事業これ

なんですけども、委託事業というのは、そ

の地域を絞って、地域の特性とかをさらに

分析するんだとお聞きしたんですけども、

そのように地域を主に、分析これからする

んだ、委託するんだということであれば、

ぜひ地元の意見をしっかりと聞いていた

だきたい。松本委員もおっしゃいましたけ

ど、私は本当にこの人口の問題っていうの

は、すごく大きな問題だと思っております。

人口ビジョン、鳥飼地域についての戦略な

りその分析を、きっちりとやっていただき

たいと思います。先日のこの委員会で、ど

こかの部署で交通の便のことがあったと

思います。その中で公共交通の空白地域は

ないんだという答弁があったと思います。

公共交通の空白地がなくても、実際にこれ

には交通の便が悪いと、不便だということ

がアンケートなどに書いてあるんです。だ

から手を打ってほしいんです。何らかの手

をすぐに打っていただかないと、特に鳥飼

地域は小手先の施策じゃなくて、大きな施

策が必要だと私は思っておりますので、そ

ういう動きをしていただきたいと思いま

す。部局横断的なプロジェクトチームが設

置されると本会議でもいろんな方が答弁

されました。もうちょっとこの問題、私は

大事だと思っていますので、このプロジェ

クトの進行をどのように考えているのか、

タイムスケジュールをもう一度ちょっと

教えていただきたいのと、鳥飼地域の人口

減少の抑制に結びつくようなこと、もうち

ょっと何か少しでも具体的に教えていた

だければと思います。 

 次に男女共同参画推進事業なんですけ

れども、ちょっと話が違うんですけども、

テレビで旧優生保護法が問題となってい

ると思います。私本当に不勉強なので、よ

くわからないですけれども、わかってない

部分もあるかもわかんないんですけども、

これは障害者の人権を、無視してるような

ところもあるんじゃないかなということ

で、テレビを見ていますと、何日か前に政
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策チーム、救済チームをつくっていくよう

なことが報じられていました。予算審査な

ので、予算の観点から、これだけ大きな問

題でいろんなところで係争だとか裁判が

行われるであろうといろいろ報道とかで

聞いております。摂津市としての対応は、

国からの通達で動くのか、今何かこういう

問題に対して、人権という立場で、その予

算の面を含めて何か考えていることがあ

れば教えていただきたいと思います。 

 次に北方領土の問題ですけれども、これ

は国家的な取り組みなので、重要な外交問

題であると認識しています。ただこういう

活動をしているのであれば、強い意気込み

でしっかりと活動していただきたいと思

っております。これは要望にしておきます。 

 次に組織課題別能力開発事業ですけれ

ども、これちょっと違っていたら申しわけ

ないんですけれども、先日、広報に結婚を

された方がパネルをバックにして写真を

撮っていて、何かそういうパネルをつくっ

たとかっていうのが広報に載っておりま

した。これを発案したのは職員の方だとお

伺いしました。これ本当にすごいいいこと

だなって私は思います。これは若手の方が

研究とかするときにぽっと出たことなの

かな、そのような研究っていうのは、これ

は本当にいいことだと思います。もっとほ

かにどんな事例があるのか教えていただ

きたいのと、職員の方がいいことをして、

そういうパネルとか考えた方はちゃんと

評価してほしいと思います。 

 次に選挙管理委員会の件は、平成３０年

度の予算に体制の分は反映されていない

とおっしゃっていたので、これ以上言って

も話にはならないので、もうこれ以上何も

言いませんけれども、選挙というのは本当

に民主主義の根幹で、すごい大事なことだ

と思っております。ちょっと前には、どこ

かの市町村で選挙の投票用紙を隠したか、

捨てたか何かそんなこともあったりとか、

もっと言えば、選挙ではありませんけれど

も、国で書類を捨てたとか改ざんしたとか、

こんなのは民主主義の根幹にもおけない

本当にひどい話なので、それだけ選挙とい

うのは大事なことなので、きっちりとしっ

かりとした体制でやっていただきたい、と

いうことを要望しておきます。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 総合戦略推進事業

についての３回目のご質問にご答弁申し

上げます。 

 鳥飼地域のお話も出てまいりましたけ

れども、検討会は２つを想定しているとい

うことでご答弁させていただきまして、そ

のうちの基本目標１のほうが、住環境・利

便性になるのかなと思っておりまして、そ

こで中身的には、まだメ組織横断的なとい

いましても、まだメンバーとテーマについ

てはもう少し検討はしたいと思っておる

んですけれども、公共施設とまちづくり、

それと魅力づくりということの中でのテ

ーマでですね、取り組みを進めることにな

るかなと思っております。これは、先ほど

も申し上げましたように、政策推進課に新

たに設置する専任チームで、ＦＭ推進事業

のほうなんですが、これともかかわりが出

てくるわけなんですけれども、その中で、

代表質問でのご質問、答弁等も踏まえます

と、安威川以南地域、特に鳥飼のほうのと

ころの観点については、やはり考えて検討

していく必要があると思っております。 

 鳥飼東部のところについての人口の部

分について、分析をするまでもなく、既に

今減少傾向であるということはわかって
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おるんですけれども、将来、先ほど申し上

げたように２０２５年から２０４０年と

いうことを見据えた中での人口分析とい

うことも考えておりますので、そのあたり

をきっちり分析した上でですね、安威川以

南、特に鳥飼地域の公共施設のあり方であ

ったり、まちづくり、そして魅力づくりと

いうことは、検討していく必要があると思

っております。 

 スケジュールについては、単年度、１年

間で終われるものか、それとももう少し時

間がかかるのかっていうことについては、

検討を進めていく中で明らかになるかな

と思っております。 

 参考までに、検討委員会については、外

部の公共政策的なことを研究されている

大学の先生にもアドバイザーとしてかか

わっていただきながら、取り組みを進めて

まいりたいということで考えております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 菰原課長。 

○菰原人権女性政策課長 それでは、中川

委員の２回目の質問ということで、旧優生

保護法の救済措置に係るご質問にご答弁

申し上げます。 

 旧優生保護法に関しましては、連日報道

がありますとおり、戦後の食糧不足などの

事情があったとはいえ、同法に基づき１万

人以上の方が、誤った認識のもと遺伝性の

疾患や知的障害を理由に不妊手術を強要

され、手術により本人や家族の人生に大き

な影響を及ぼし、憲法で定める基本的人権

を侵害する大きな問題であると認識して

おります。ワーキングチームが結成された

ということで実態調査が進みまして、手術

を受けられた方への救済が進むよう、国の

動向を注視してまいります。具体的な予算

措置はというお問いではございましたけ

れども、実際に、障害者の人権というとこ

ろの救済でいけば、福祉部門の障害福祉課

が担当になると思われますが、当課は、市

民の人権意識の高揚を図る啓発する部門

でございますので、その中で人権啓発推進

事業という事業がございますので、毎年１

２月４日から１０日の人権週間を中心に

障害者の人権を含めて、あらゆる人権の問

題を啓発しております。こちらの啓発活動

を通じて、障害者の救済に役立てることが

できればと思っておりますのでよろしく

お願いいたします。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 私のほうから、自主研究

グループに関係しますご質問に答弁をさ

せていただきます。 

 若手職員の発案によって市民サービス

向上につながったものということで、市民

課の記念撮影のボードについては、自主研

究グループではないんですけれども、 そ

ういったものでほかにも実現したものと

いうのがございます。 

 自主研究グループ以外にもですね、職員

提案制度というのがございまして、これも

いわゆる若手職員等による発案で、それを

形にしていくと、そういうような制度がご

ざいます。過去には実現したものとしまし

ては、ご当地ナンバープレートの導入であ

ったり、福祉部門における肘掛け背もたれ

つきの椅子の導入、そういうものがござい

ました。 

 この制度に乗らなかったものとしまし

ても、好評を得たものとしましては、市民

課で交付番号札に役立つ情報として摂津

市クイズを掲載する、こういうようなもの

も報道等にも掲載されるなど、評価を得て

いるものでございます。このそれぞれの制
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度で実現したものについては、職員表彰制

度において、一定職員を評価するという形

で現在取り組んでいるところでございま

す。同様の事例をより多く生み出せるよう

にこれからも取り組んでまいりたいと考

えております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 ご答弁ありがとうござ

います。 

それではもう全部要望です。この総合戦

略、今２つの検討会、住環境・利便性や健

康・暮らしを中心にやっていると。皆さん

優秀な方々ばかりだとは思いますけども、

ぜひ、地域別の分析とかに地元の意見、地

域の人、例えば鳥飼地域の問題を検討する

んであれば、鳥飼地域の自治会長とかを入

れたらいいということじゃなく、意見を言

えるような方を入れて、鳥飼地域の実情を

知ったものを反映してもらって、いいもの

をつくっていただきたいなということを

要望しておきます。 

 次にその旧優生保護法やＬＧＢＴ、これ

は本当にこれから大事な、生きていくため

の基本的人権みたいなものです。きっちり

と取り組んでいただきたいということを

要望しておきます。 

 最後に、若手のグループには、ご当地ナ

ンバープレートだとかいろいろと言われ

ました。本当に職員の方々も日ごろの仕事、

お忙しい中でも、このような自主研究グル

ープとかやって、摂津市をよりよくしてい

こうという取り組みのあらわれだと思い

ます。きっちりと出てきたものに対しては、

ここにいらっしゃる方々は、しっかりと評

価もしているということなので、評価して

もらって、やる気と向上心をあおるような

ことを、頑張ろうという意欲を引っ張って

もらえるような、何か動きをしていただけ

ればと思います。以上で質問を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 暫時休憩いたします。 

（午後２時４５分 休憩） 

（午後３時１２分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

 野口委員。 

○野口博委員 時間も限られていますの

で、絞っていきたいと思います。 

 重なっている部分もありますので、省き

ながら幾つか質問させていただきます。 

 最初に、先ほど議論になった第５次行革

について、お話がありましたように、平成

３０年度に最終年度を迎えます。 

 先ほど、一応議論はされましたけれども、

以前、第５次行革が始まったときに、これ

が最後の行革だという話がありまして、そ

の中で、先ほどのご答弁では、平成２８年

度末では残り１１項目というお話もあり

ましたけれども、残っているものの中で、

どういう課題があるのかということと、先

ほど、次長のほうから答弁がありましたけ

れども、今後、こういう平成８年ぐらいか

ら進めてきた行革が第５次を終えようと

する中で、今後の進め方についての考え方

を少し教えていただきたいと思います。 

 ２つ目は、平成２７年８月のところで行

革のロードマップなども提出されました。

一緒に、定数管理についても平成３０年度

までの１０年間の１割削減計画も示され

たわけでありますけれども、昨年もお尋ね

しましたけれども、そのときに示された計

画案では、平成３０年度では、事務職４９

３名等々含めて全体で６３４名と、平成３

０年度はそういう数字でありました。 

 昨年いただいた数字を見ますと、平成２

９年度は一般事務職が４８４名、トータル

で６１５名という数字がありますけれど
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も、この辺がどういう数字になるかという

ことを、あわせて教えてください。 

 ３つ目は庁内でも多くの非正規職員が

働いておられます。平２９年４月１日時点

で総職員数が１，１０４名に対して、再任

用を含めた、いわゆる正規職員の側に入る

のが５９．２％の６５４名、非常勤職員、

臨時職員、いわゆる非正規職員が４５０名

ということで、摂津市の中で非正規職員が

占める割合が４０％を超えました。 

 そうした中で、国の思惑もありまして、

人件費を削減していくということで、公的

部門についてアウトソーシング等してい

くと。 

 今回、昨年の通常国会で地方公務員法の

改正だとか、地方公務員法の改正によって、

人口減少社会に向けてのさまざまな角度

からの法律改正が行われまして、窓口業務

についても、独立行政法人もできるんだと

いう、そういう方向もあったり、いろんな

裁判問題に対しても賠償責任を伴う中、職

員の問題についても昨年の通常国会で改

正されました。 

 これは、これからいろいろ取り組んでい

くだろうと思いますけれども、職員の身分

について、いろいろこれからより具体的に

国の方針が出てきた中で、これから作業を

進めていくと思ってますけれども、今回の

通常国会でとおった地方公務員法の改正

について、その内容も含めて受けとめ方に

ついて、ちょっとお尋ねをしておきます。 

 ４つ目は先日の委員会で議論した旧味

舌小学校跡地の今後の進め方の問題です。 

 先日は建設部としての用途地域の変更

に伴う体育館施設についての進め方の問

題について、建築基準法第４８条第４項に

基づいて進めるんだという話がありまし

たけれども、風土の関係もありますので、

政策推進課も含めて、どう合体されて進め

るのかというのが問われてるものだと思

いますので、政策推進課と建設部を含めて、

いわゆる法律に基づいて事を進めていく

のかという問題についてお尋ねしときま

す。 

 ５つ目は人権女性政策課、平和施策の問

題です。 

 この間の代表質問でも昨年４月の国連

を舞台にした核兵器禁止条約の採択の問

題に関連して、いろんな質問をさせていた

だいて、市内各団体にも呼びかけて、でき

れば広く取り組んでいただきたいという

ことについて、前向きな答弁だったと思い

ますけれども、もう一度ちょっと聞かせて

いただいて、具体的にどう進めるのか、お

尋ねしておきます。 

 ６つ目に、選挙管理委員会の問題です。 

 先ほど、来年の大阪府会議員選挙の話が

あったんですけれども、いつも議論される

投票率の向上問題について、どういう作業

を進めていくのかということについてお

尋ねします。 

 この間、ご承知のとおり、天候もありま

して、４０％台の投票率が続いてます。貧

困等格差が広がる中で、政治に対する不信

感もどんどん拡大していますので、なかな

か選挙に行くという意味でのいい条件が

ない状態だと思っております。 

 一方、高齢化も進んできますので、これ

から３０％に落ち込むとこともあり得ま

す。 

 そんな状況の中で、多くの方々にどのよ

うにして選挙に行っていただく条件を拡

大するのかというのが大きな課題だと思

ってます。 

 そういう意味で、ちょっとお考えのとこ

ろを聞かせていただきながら議論したい
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と思います。 

 最後に、先日の委員会で、統計調査に絡

んで、市民の暮らしという分野での切り口

で分析できないかというお話をさせてい

ただいて、一度検討したいという答弁があ

りました。 

 それで、当然、統計部門と政策推進部門

と、いろいろあわせて議論をしていただき

ながら進めていただきたいと思うんです

けれども、こういういろんなデータを活用

して、市民の暮らしに焦点を当てた分析を、

ぜひ進めていただきたいと思うんですけ

れども、その点を求めて一回目の質問を終

わります。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、私のほうから

は１つ目でございますね。平成３０年度が

第５次行革の最終年度ですけれども、具体

的に大きなところで、どこでやり残しがあ

るのかというところをご答弁申し上げま

す。 

 まず、平成２８年度末で未実施になって

おるところで、現在、まだ最後の一年で頑

張らなあかんところで、大きいところなん

ですけれども、先ほど申し上げましたごみ

処理行政の広域化、あと、例えば、消防行

政の広域連携、あと、メモリアルホールの

あり方の検討、学童保育の委託等、この辺

が未実施として今残っておるところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 次の行革の進め方、

考え方というところでご答弁をさせてい

ただきたいと思います。 

 先ほども少し答弁をさせていただいた

んですけれども、もう少し検討をする必要

があるということで答弁させていただき

ました。 

 現時点で、私個人的な考え方ですけれど

も、これまでのように次の第６次の実施計

画をつくるというやり方では、将来のこと

を考えたときに、対応がなかなか難しいの

ではないかと思っております。 

 それは、やはり、これも先ほどからご答

弁させていただいているんですけれども、

２０２５年から２０４０年、２０４０年に

後期高齢者の数がピークを迎えると言わ

れておりまして、国でも、この時点での地

方自治体のあり方ということで議論され

ているところですけれども、そういったこ

とを踏まえるとともに、今後、摂津市の中

でも健康医療、もちろん、健都でのことも

あるんですけれども、健康医療のところ、

健康寿命、介護とも連携する中での予防医

療の観点、そういったところに重点的に取

り組んでいく必要が出てくるだろうと思

いますし、安威川以南のまちづくりの問題

もそうですけれども、阪急京都線連続立体

交差事業や千里丘西地区市街地再開発事

業など、大きなプロジェクトというのが出

てまいりますので、そういったところに、

やはり重点的に税金を投入していくこと

になるであろうということが想定されま

す。 

 そういったことも踏まえながら、次の行

革で、行革というと削減ばかりがイメージ

になるんですけれども、そういう重点的に

取り組んでいく部分も含めて行政改革、行

政経営ということになるかと思いますの

でそういったこともあわせながら、次の行

政改革に取り組むということであれば、も

う一度、大綱といいますか、基本的な指針、

基本的な方針ということを再度確認した

上で、次の行革ということにもっていくと

いうのが適切ではないかと現時点では考



- 54 - 

 

えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 そうしましたら、私のほ

うから人事課に係ります２点のご質問に

答弁をさせていただきます。 

 まず初めに、正職員の平成２９年度の定

員管理計画との関係、職員数の問題でござ

いますけれども、定員管理計画のほうで見

込ませていただいてます阪急京都線連続

立体交差事業、また、千里丘西地区市街地

再開発事業、この辺がまだ本格的な動きに

なっていなかったこと。それから、そのほ

かには技能労務職の退職、採用不補充にな

っておりますので、この部分が定年以外で

発生したこと。それから、採用辞退等によ

り、十分に職員が補充できなかったことな

どが要因でございます。 

 採用辞退の部分につきましては、年度を

またぎまして、採用試験をいたしまして、

１０月に補充がなされているというよう

な状況でございます。 

 それから、２点目の非常勤職員の身分の

関係、地方公務員法改正の内容ということ

でございますけれども、さきの委員会でも

答弁をさせていただいておりますけれど

も、新たに任用根拠、このあたりの適正化

を図る内容ということになっております。 

 これまでに本市が非常勤職員の関係で

条例化を１２月に行っておりますけれど

も、この取り組みと、もちろん重複する部

分というのもございますけれども、また、

新たな考え方、特に、任用根拠の部分であ

ったり、報酬の部分については、新たな考

え方が出てきております。 

 平成２９年度下半期には、国のほうから、

少しずつ情報が出てきておりまして、現在、

取り組みといたしましては、今本市に勤め

ておられる非常勤、臨時職員の方の実態調

査というのを現在行っておりまして、任用

根拠と実態の乖離がないか。それから、勤

務時間等の勤務条件がどうなっているの

か。このあたりについて調査を現在行って

おります。 

 次年度以降につきましては、平成３２年

の制度改正に向けて詳細な制度設計を行

うという年に当たりますので、他市の状況

も確認を行いながら、円滑な制度移行にな

りますように取り組んでまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、旧味舌小学校

跡地の体育館建設についてご答弁申し上

げます。 

 今これ、所管が文化スポーツ課のほうで

予算がついてまして、この３月末の納期で

体育館の規模等についての検討、それから

建築基準法をはじめとした条件整備、どれ

ぐらいの建物、体育施設ができるか等の調

査、これを３月末の納期で今動いていると

ころでございます。 

 これを受けまして、引き続き、平成３０

年度、文化スポーツ課のほうで具体的に施

設等建設に向けた動き、大阪府との折衝で

あったり、その先にあります地元との協議、

このあたりの流れに入っていく予定でご

ざいます。 

 したがいまして、建築課、政策推進課等、

後方支援に回ったり、また一緒に動いたり、

連携しながら、この体育館建設のほうに動

いてまいる所存でございます。 

よろしくお願いします 

○渡辺慎吾委員長 菰原課長。 

○菰原人権女性政策課長 それでは、野口

委員からの核兵器禁止条約の早期締結を
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求める署名活動を市民ぐるみで取り組ん

でいくことについてのご答弁をさせてい

ただきます。 

 さきの代表質問でもご質問いただきま

して、平和の集い開催時に署名コーナーを

設けて、主に活動していたことをご答弁さ

せていただきました。平和の集いというの

が、多くの市民の方が参加されておりまし

て、市民ぐるみの署名活動は、従前から実

施していたものと認識をしております。 

 それに加えまして、本市の平和施策に関

しましては、市内の２７団体が加盟してお

ります世界人権宣言摂津連絡会議ととも

に、この平和のイベントを企画していると

ころでございます。 

 中には、自治連合会であったり、商工会、

老人クラブ連合会等が加盟しております

ので、その会議の中で署名活動についても

今後どのように展開していくか、協議を進

めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 市民のくらしアン

ケートを情報政策課が実施しております

統計調査事務にあわせて実施してはどう

かというご提案でございました。この件に

ついてご答弁申し上げます。 

 情報政策課が実施しております統計調

査事務、国の事務でございますので、摂津

市のアンケートをどこまで乗せれのるか

というのは、まだちょっと検討もしていな

い状態ですので、今後、どういう動きがで

きるのかは研究していきたいかなと思っ

ております。 

よろしくお願いします。 

○渡辺慎吾委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、野口委員のご質問、投票率の低迷

が続く中、平成３１年度執行予定の大阪府

議会議員選挙に向けてどのように投票率

向上に向けての取り組みを行っていくか

というご質問につきましてご答弁申し上

げます。 

 過日の委員会でもご答弁させていただ

きましたが、投票率の向上につきましては、

選挙時啓発と常時啓発の二本の柱で取り

組んでまいりたいと考えておりまして、平

成３０年度は選挙がございませんので、常

時啓発活動に力を入れて取り組んでまい

りたいと考えております。 

 具体的に申しますと、これは従前から取

り組んでおります１８歳になられた新有

権者に対する啓発のチラシ、パンフレット、

そういった情報提供を一層充実させてい

くと。 

 それ以外にも、小学校・中学校に教育委

員会と連携いたしまして、例えば、出前講

座とか、生徒会等の選挙がもしあれば、実

際に選挙で使用しています投票箱とか、記

載台の貸し出しといったものも教育委員

会を通じて学校のほうに、そういう要望が

あれば、いつでも貸与するような連携をと

っているところでございます。 

 それ以外にも、摂津市明るい選挙推進協

議会のほうと連携いたしまして、例えば、

従前から行っております駅やショッピン

グ街でのそういう啓発グッズの配布とか、

それ以外でも、もっと突き詰めることはな

いかというのは、今、また内部で会員の皆

さんの意見を聞きながら取り組んでいる

ところでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 そうしたら、最初に第５次

行革の関連で次長からご答弁いただいた
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問題について、再度お尋ねしたいと思いま

す。 

 現在は約８万５，０００人の人口ですけ

れども、人口ビジョンとか、総合戦略に基

づいて、今、いろんな形で将来計画をもっ

ています。それにいろんなファクターを加

えながら、いわゆる市民の暮らしをいかに

守っていくかという行政の仕事を進めて

いくことになりますけれども、前回立てた

人口ビジョンでは、おっしゃっている２０

４０年、今出生率が１．５１だと思ってい

ますので、国が１億人の人口を維持するた

めに目標として掲げている出生率は１．８

となっているなど、いろんな話があります

けれども、そういう出生率をあげるという

問題とか、多くの皆さんが摂津市に来てい

ただくという、いろんな施策が当然、ある

だろうと思っています。それと、摂津市民

の方々がこの地で住んでいただくために

どういう施策を展開するかということで

は、まず、経済的な問題も、当然あるだろ

うし、地域的な問題もあるだろうし、いろ

んな切り口が当然あると思いますので、そ

のためにもいろんな分析を、まずしなけれ

ばいけないと思っています。 

 今回、総合戦略においても、よりきめ細

やかな分析も行っていくという話であり

ますので、地区別の人口の推計だとか、現

在、それに向かっているだろうと思います

けれども、そういうもろもろを全部頭に入

れていただいて、まず、分析の作業をして

いただきたいと。 

 その上で、その先を具体的に進めていた

だきたいと思っています。 

 この間に私どもは、行革の項目について

いろいろ申し上げてきました。前年度には、

いわゆる高齢者を対象とした単独事業と

いいますか、敬老祝い金の大幅削減だとか、

はり灸マッサージの廃止する計画だとか、

いろんな単独事業の廃止等についてもや

めるべきだということを主張させていた

だいて、凍結されました。 

 こういう点で、これまで歴史的に一緒に

なってつくってきた大事な制度を守って

ほしいということも申し上げてきました

し、これから国の政治との関係でいろんな

要素も加わってきますので、でも、いろん

な問題を中心に貧困と格差問題が、当然あ

るので、そのことは絶対に忘れないで取り

組んでいただきたいと思うんですけれど

も、今、次長が思っている次の行革の進め

方を決める、経営戦略と一般的には言いま

すけれども、そのために何が今必要かとい

う点で、ちょっとご答弁いただきたいと思

います。 

 非正規職員の問題です。各自治体のいろ

んな対応の仕方が、当然、あろうかと思う

んですけれども、今回、地方公務員法の改

正等の中では、いわゆる非常勤と臨時職員

を会計年度任用職員ということで一くく

りにしようとしています。全体としては、

中身によっては、ボーナスだとか、手当も

ちゃんと出すということで待遇面ではい

い面もあるんですけれども、そういう中で

地方自治体としては、例えば、非常勤職員

の方々が継続して仕事をする場合に、一定、

ひと月とかふた月とか期間をおいて、再度

雇うということもやってますし、いろんな

問題で整理すべき課題がたくさんあろう

かと思うんですけれども、ぜひ、いろんな

意味で平成３２年度に向けて動いていき

ますので、また議論させていただきますけ

れども、まともな方向にいけるように、特

に、総務省は空白問題については、必要性

がないことを明確にいってますので、その

点をきちんと受けとめていただいて、非正
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規職員も実際に仕事をしていただいて、い

ろんな役割を果たしていただくわけです

から、ふさわしい方向に持っていけるよう

に煮詰めていただきたいということだけ

申し上げておきます。 

 また、平成３０年４月１日の時点でどう

なのかという数字は、また後から教えてい

ただければと思います。 

 旧味舌小学校跡地の今後の進め方であ

ります。おっしゃる方向でいいと思います

けれども、この間の旧三宅小学校の問題と

か、現在の味舌小学校の体育館の問題とか、

いろいろ建築基準法との関係でなかなか

スムーズにいかなったという問題もあり

ますので、それも一応教訓にしていただい

て、おっしゃっている方向で更新するにし

ても、きちんと法律に基づいてことを進め

ていくと。ちゃんと住民に図っていく努力

は、ぜひお願いしたいと強調しておきます。 

 署名の問題です。２７団体が参加されて

いる世界人権宣言摂津連絡会議で一回議

論したいとおっしゃっているので、平和首

長会議の活動模様とか、この間の核廃止に

向けての取り組みなどもきちっとお示し

されて、充実した議論ができて、そしてよ

り多くの方々に参加いただける体制がで

きるように頑張っていただきたいという

ことで申し上げておきます。 

 選挙管理委員会の問題です。これからど

んどん高齢化に向かっていきます。正雀地

域は身近にいろんな施設がありますので、

一般的に毎回投票率が高いと思いますけ

れども、そういう周りに身近に投票できる

場を設けるのか、いろんな検討の仕方が、

当然、ありますし、全国各地のいろんな経

験も勉強していただいて、小さいまちであ

りますけれども、しかし、現実問題投票率

は４０％台が続いております。ぜひ、頑張

っていただいて、より投票率が高くなるよ

うに、僕らも地方議員の一員として政治不

信を払拭できるように頑張っていければ

と思っておりますので、また、よろしくお

願いしておきます。 

 最後の市民の暮らしという分野での分

析の問題であります。ぜひ、先ほど、これ

からの第５次行革を受けての方向づけも

ありますので、そこにつなげていただくと

いうこともあると思っています。 

 摂津市内での安威川以北と以南の格差

の問題もありますし、いつも申し上げてお

りますが、働く人の所得金額は昔に比べて

大きく減っています。 

 以前ちょっと申し上げたんですが、金融

資産を持たない世帯がこの５年間で４０

０万世帯ふえたと。あわせて、全体世帯に

対する比率が３５％ですよと。３５％とい

うことは摂津が約４万世帯ですので、１万

数千の世帯が摂津市でも、いわゆる貯蓄が

ないということになります。単純計算では

ね。そういう時代に今生きてるんだと。 

 そういうところで、今、市としてどうい

う政策を打っていくのかということを問

われておりますので、やっぱりそういう切

り口からきちっと分析していただいて、そ

れを次の経営戦略に生かしていただきた

いと思うわけですけれども、次長のほうか

らあわせて答弁をいただきたいと思いま

す。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、野

口委員のご質問にご答弁申し上げます。 

 野口委員がおっしゃっていただいてお

りますように、やはり市民の方の暮らしと

言いますか、我々としては市民サービス、

住民サービスのところの視点というのは、

これをしっかり踏まえて考えていかなけ
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ればいけないと思っておりますけれども、

歳入である税収をなかなか大幅にふやす

ということがかなわない、行政の特性から

しても、やはり歳入の中でサービスを考え

るという必要がある。そうならざるを得な

いという状況にあることは明白なわけな

んですけれども、そういったときに、次の

行革といいますか、経営ということで言い

ますと、これまでもそうだったんですけれ

ども、やはり、シフトという観点を、より

強く意識する必要があると。 

 同じ対象者であっても、やはり環境の中

でマッチしたサービス、本当に効果・成果

のあるサービスというところを考えなが

ら、そちらにやはりシフトしていくという

ことが非常に重要になってくるのかなと

思っております。 

 先ほど、人口分析については、地区別と

年齢構成別の人口分析ということでお話

はさせていただいたんですけれども、単に

２０４０年が１つのターゲットにはなる

んですけれども、そこに向けての地区別・

年齢別の人口分析に加えて、やはり、その

人口構造の変革がどのように市の施策・サ

ービスに影響を及ぼすかというところは、

あわせて分析する必要があると思ってい

ます。 

 扶助費もそうですし、医療費の問題もそ

うですけれども、そういったところにどう

いった影響をもたらすのかというのは、同

時にしっかり分析をしたいなとは思って

おります。 

 あわせて、やはり生産年齢人口が減少す

るということも明白でございますので、や

はり、その部分についての税収の減のとこ

ろへの影響ということもあわせて見てい

かなければならないと思っております。 

 だから、先ほども申し上げましたが、や

はりこれまでに経験したことのない環境

変化が起こる中で、どうやって市民サービ

スを維持していくか。また、新たなサービ

スに対応していくか。そして、健康寿命の

延伸であったり、そういった目標を達成し

ていくことができるかというところは、な

かなか今考えると、非常に悩ましい部分は

あるんですけれども、野口委員もおっしゃ

っていただきましたように、いろんな数字

の分析をしっかりしながら、それに向けて

取り組んでいかなきゃならないと思って

おります。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 先ほど、答弁漏れがござ

いました。平成３０年度の職員数の見込み

ということでございまして、見込んでおり

ますのが昨年同様６１５名ということで

想定いたしております。 

 定員管理計画上の部門別で申し上げま

すと、保育所関連、それから、技能労務職

関連で８名の減員ということになってお

りまして、かわりに事務部門で８名の増員

ということでございます。 

 減員となった部分につきましては、クラ

ス数の増減であったり、非常勤職員での対

応、また、再任用職員での対応ということ

になっておりまして、増員となった部分に

ついては阪急京都線連続立体交差事業、福

祉部門の権限移譲、新規事業への対応とい

うことで、平成３０年４月は同数で見込ん

でおります。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 野口委員。 

○野口博委員 そうしたら、次長からお話

をいただいたので、少し申し上げて終わり

たいと思いますけれども、以前にいろいろ、

今回もお話しましたけれども、市民の皆さ
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んが摂津市で生まれて、人生を閉じるとい

う感覚で見た場合、子どもからお年寄りま

で住んでよかったと言える、そういう切り

口で見た場合に、どういうまちづくりを進

めていくべきなのかと思っています。 

 いつも申し上げている宮崎県のある村

では出生率が２以上で、村長は住民の幸福

度ということで、それを全体のテーマに取

り組んでいるということをおっしゃって

いますけれども、８万５，０００人の方々

が、年齢は違いますけれども、摂津市の地

で住んでいただいて、「幸福やな」、「住ん

でよかったなと」と言えるような、そうい

うまちづくりをどうしたらつくっていけ

るのかということも頭に入れていただい

て、頑張っていただきたいということを再

度申し上げて終わります。 

○渡辺慎吾委員長 ほかに質問ございま

すか。 

 三好委員。 

○三好義治委員 それでは、質問させてい

ただきたいと思います。 

 予算概要１０ページの秘書課で、秘書事

務事業として１８７万１，０００円計上さ

れておりまして、平成２９年度から市長が

全国市長会副会長に就任されて、大変めで

たいことではありますが、その中で普通旅

費が５０万円計上されておりますけど、こ

の市長会の副会長になると、全国へどれぐ

らい行っているかというのが、なかなか

我々も把握できなくて、そういった業務内

容と、それと我々市議会には市議会旬報と

いうて、月ごとの全国市議会議長会の動き

というのが我々も把握できるんですが、こ

の市長会では、そういった会報が回ってる

んやったら、せっかくのチャンスですから、

そういったことが庁内で閲覧できないか

なと思いまして、どれぐらい東京のほうへ

出張に行ったり、公務がどれぐらいあるの

か、この点についてお聞かせいただきたい

と思います。 

 それと、政策推進課ですね。予算概要の

１６ページ、先ほども議論がなされており

まして、ＦＭ推進事業で２，４３４万５，

０００円が計上されておりまして、中身に

関しましては、ファシリティマネジメント

で公共施設の再編成並びに建てかえ構想

を含めてです。 

 先ほど、防災管財課への質問時に、集会

所は既に１１か所の耐震診断を今年度予

算計上されているということの中で、政策

推進課が全体のかじ取りをやらなければ

ならない体制の中で、それが作業しながら、

一方では、当初予算に耐震診断の予算が計

上されているというようなことになって

おりまして、先ほども言うてましたけど、

今後どのような計画で進めようと、年次計

画も含めて教えていただきたいと思いま

す。 

 それから、先ほども議論しております総

合戦略推進事業の地域別人口動態調査の

事業内容につきましては、これはもう冒頭

から申し上げているように、要望としてお

きますけれども、昨年の代表質問で、やは

り摂津市の人口というのは、平成３２年度

までは、全体の人口が微小ながら伸びてい

くというような統計が出ておる中で、実際

に各地域ごとに見ていくと、安威川以南が

やはりスポンジ化が起きてると。 

 先般の代表質問でも、ただ単なる今の統

計調査とか、人口動態調査だけでなしに、

そこには、民間の社宅もあれば、寮もある

し、いろんな住宅もあるというようなこと

と、やっぱり建築基準法の改正を行うため

にはどうしていったらいいんやという、準

工地域ですから、住宅を建てていくにはど
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うしていくか。 

 それと、地域におきましては、摂津市の

名物・名産と言われた銘木団地もありまし

て、銘木団地については、今中古車センタ

ーが相当入って、今、失礼ですけど、業績

はそんなによくないやろうと。 

 そういう中で、産業振興も含めて、我々

は、これまで何度も申し上げてきました。 

 その中で、公共交通機関とか、鉄道が優

先されるのか、まちづくりが優先されたら、

そこに公共交通機関が整備されるやろう

ということの中で、そういったことも含め

て専門家を交えて検討していただきたい

と。 

 ただ、こういう検討期間も、行政という

のは１つのものをつくるのに、基本設計を

一年間やって、実施設計を一年間やって、

それから工事着手になるというような今

の流れなんです。 

 そういうときには、やはり年次計画を組

んだ中で、この方針は、今総合計画と人口

ビジョンを見直している期間中に提示が

できるような設計を組んでいただきたい

なと。 

 建物を今度やるとなれば、基本設計、実

施設計が年度内に何とかできないかとい

うのも含めながら、そういったことも含め

て検討をお願いしたいということで、この

点については要望としておきますので。 

 それから、予算概要の１０ページの労働

安全衛生事業につきまして４３万５，００

０円が計上されております。 

 昨年も公用車による事故が多数発生し

て、議案として相当な件数があがってまい

りました。 

 それ以降も何件かあがってきている経

緯の中で、やっぱり労働安全衛生事業につ

いては、しっかりと取り組まなければなら

ないという認識をしております。 

 もちろん、従業員数５０名を上回るとこ

ろと、１００名を上回るところと、その中

で労働安全衛生委員会を設立しなければ

ならないのは５０名を超える事業場で、１

００名を超える場合には、それ以外の衛生

委員会というのが設けられるということ

も承知した上で、摂津市においては、上下

水道部と環境部、庁内をあげて、労働安全

衛生事業が取り組めないのかということ

について、今の体制を含めてお聞かせいた

だきたいと思います。 

 それから、予算概要の１０ページの職種

別能力開発事業の３７７万３，０００円計

上されておりまして、これも、平成２８年

度決算と事務報告書を見ますと、同額の予

算で、その前年度については執行率が５

１％になっているんですね。人事課が行う

研修で執行率５１％というのは、なかなか

計画通りにやれてなかったん違うかなと

いうことの中で、平成３０年度に改めて、

それだけの同額の予算をあげてるんやけ

れども、実際にこの研修というのがやって

いけるのかということについて一回目お

聞かせいただきます。 

 それから、予算書の２０１ページの一般

職職員手当の内訳で、表を含めて、この中

に特殊勤務手当が１９万４，０００円減額

になっております。 

 それとあわせて２０９ページで代表的

な特殊勤務手当の中で、市税等賦課徴収事

務従事手当、衛生・一般廃棄物作業従事手

当、消防業務従事手当、土木・水路・公園

維持作業従事手当、年末年始勤務手当、社

会福祉事務従事手当というのが、今まだ特

殊勤務手当として残っております。 

 思い起こせば、平成２年に三十数項目あ

った特殊勤務手当を大なたを振って改正
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しながら、これまでもずっと改定しました

けれども、現在残っている特殊勤務手当で

国基準にそぐわない特殊勤務手当は今な

いのかどうかということの中でお聞かせ

いただきたいと思います。 

 それから、予算書の２０３ページで、こ

れは、議案第２２号の条例がまさにこの分

野になってくると思いますけど、今回、１

級、２級、３級、４級、５級、６級の中で、

３級と４級と５級は改正される予定にな

っておりますが、その中でこの予算書を見

ますと、現給補償に伴う増額で２，３２９

万円が現給補償に伴う増になっていると

いうことで、この改正というのは、以前か

ら、「わたり」ということの中で指摘があ

って、我々としては、「わたり」は、摂津

市ではもう解消されたと認識していたん

ですが、今回の改正というのは、そういっ

た類いのものであるのか、それとこの金額

と等級を変更する理由についてお聞かせ

いただきたいと思います。 

 予算概要の２２ページで、人権女性政策

課で情報収集・提供事業とあります。 

 備考欄で「男女共同参画社会に向けた情

報の収集・提供」ということになっており

ますけれども、情報の収集につきましては、

書いてる部分だけでは、この中身は、報償

金を支払うということは、何らかの会議を

もって報償金を支払うように思いますし、

情報収集につきましては、それは図書購入

費、きっちりと１９万７，０００円は計上

してるので、そういう流れかなと思います

けど、この情報の収集と提供についてどう

いう計画と中身についてお聞かせいただ

きたいと思います。 

 次に、総合行政委員会で議案第９号の補

正予算第７号で、３４ページで、市議会議

員一般選挙費で、当初５，７４９万１，０

００円計上されており、今回の補正額で２，

３１６万９，０００円を補正額としており

ます。執行率が約６０％という執行率でご

ざいまして、この理由をお聞かせいただき

たいと思います。 

 それと、昨年９月の摂津市議会議員一般

選挙で相当混乱をされました。２点混乱が

ありまして、１点につきましては、中間発

表で大きく数字の差があって発表された、

この仕組みについて、なぜそういう発表を

したのかが１点と、それと、票の読み間違

え、この原因についてどういう原因であっ

たのかということについてお聞かせいた

だきたいと思います。 

 それと、会計室です。会計室につきまし

ては、指定金融機関が毎年変わる中で、指

定金融機関との動向が、どのようになって

いるのか。それと、西別館が今回解体され

ますけど、ＡＴＭと指定金融機関との関連

性の中で、西別館が解体された場合に所管

は防災管財やと思いますけど、指定金融機

関は三菱東京ＵＦＪ銀行が入っているの

で、ＡＴＭはそこの関連があります。 

 一般的にいうたら、ＡＴＭを置いていた

だけるのは、月２，０００回ぐらいの利用

者がおって、ようやくそれに基づいて投資

に対する出費が見合うということの中で、

ああやって置かせてもらっていると思う

んですね。 

 その中で、ＡＴＭは三菱東京ＵＦＪ銀行

以外に、りそな銀行と、北大阪農業協同組

合がありますけれども、北大阪農業協同組

合とりそな銀行とが余り使用されてない

ようなこともあって、指定金融機関とＡＴ

Ｍの関係と、指定金融機関の改正時期、こ

ういったことについてお聞かせいただき

たいと思います。 

○渡辺慎吾委員長 門川市長公室参事。 
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○門川市長公室参事 それでは、秘書課に

かかわります全国市長会の関係について

のご答弁をさせていただきます。 

 平成２９年度の当初予算では、市長が全

国市長会の副会長に就任されましたこと

によりまして、臨時的経費で普通旅費８９

万９，０００円を増額いたしました。 

 平成３０年度予算につきましては、平成

２８年度の経常経費を精査した上で５０

万円を計上させていただいております。 

 平成３０年度については、全国市長会の

副会長の任期が１年ということでござい

ますので、ことしの６月に総会がございま

す。その関係で副会長の立場として出席し

ていただくのは、あと２回ございます。 

 あと、平成２９年度の出張回数ですが、

これは９回でございます。本来、１０回行

く予定でしたらが、７月１２日にＪＲ東海

の裁判がございましたので、この日は重な

っておりましたが、こちらのほうに市の公

務を優先して出席していただいておりま

す。 

 それと、あともう１点が全国市長会の情

報等につきましては、これは市議会議員と

同じように、全国市長会のほうから、月刊

誌「市政」というのが出ております。これ

につきましては、部数が若干ございますの

で、４月から議会事務局のほうに１冊提供

させていただけるかと思います、それと、

ホームページも開設されておりますので、

参照にしていただいたらと思います。 

以上です。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、ＦＭ推進事業

に関しての年次計画と、それと防災管財課

が要求しております集会所の耐震診断に

ついてお答えいたします。 

 まず、ＦＭのほうの年次計画ですが、国

のほうから各自治体に対しまして、平成３

２年度末までに個別施設計画の策定を求

めております。これに間に合わせるように

動くというのが最終的なものでございま

す。 

 これに向けまして、平成３０年度には、

施設ごとに利用実績や維持補修経費の集

約、また、改修工事に向けた改修工事の優

先順位の決定でありましたり、その改修工

事の予算要求の反映プロセスの構築に取

り組んでまいります。 

 あと、集会所１９か所の耐震診断の予算

要求をされているというケースですけれ

ども、施設ごとの維持管理経費を集約する

というのが平成３０年度にございます。 

 これに関しまして、耐震診断をして、耐

震をせなあかんのか、しなくていいのか等

を見きわめることで、費用の今後の積算に

大きく関係しますので、そういう形で今回

耐震診断が予算要求されているものと考

えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 そうしましたら、人事課

にかかわります４点の質問に答弁させて

いただきます。 

 まず、労働安全衛生の関係でございます

けれども、現在の体制という問いでござい

ました。 

 現在、上下水道、消防、給食、清掃、保

育所、それぞれで委員会を月１回開催して

おります。 

 この開催しております各委員会の代表

といいますか。管理職と労働者が構成する

中央の職員安全委員会というのを年に４

回ほど開催しております。 

 平成２７年度からは水道、消防のほうに

も中央の委員会に加わってもらいまして、
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その中では、総括安全衛生管理者２名、衛

生管理者２名の選任、産業医にも出席をい

ただいて、情報共有も１つの目的として、

さまざまな議題を取り上げているという

ことでございます。 

 お問いの中にございました事故防止の

観点につきましても、その中で公用車の事

故について報告し、さまざまな議論を行っ

ているということでございますけれども、

事故防止の観点で申し上げますと、委員会

の情報共有のほかに人事課、防災管財課、

道路交通課とも協議を行い、その対応策と

いうのを別の場でも検討しているという

ような状況でございます。 

 それから、２点目の職種別能力開発事業

ということの問いでございます。 

 委員がご指摘のとおり、執行率は５１％

で、やや低い額ということになりました。 

 この予算につきましては、人件費査定の

中で前年度に実施された研修をもとに、各

課で必要性に応じて要求してもらい、人事

課で査定している金額を計上させていた

だいております。 

 実際に、研修実施年度になりまして、研

修内容、また開催場所の変更、あるいは研

修参加費の金額の変更になるケース等々、

場合によっては、業務上の都合によって参

加ができていないケースというのも実際

にはございました。 

 当初予定しておった研修の８割程度は、

実際に代替の研修も含めて研修参加とい

うのは行っておりますけれども、執行率と

しては５１％ということでございます。 

 ただ、ご質問の中にもございました次年

度においてやっていけるのかという問い

でございますけれども、人事課としまして

も、各課で研修に参加する時期にどのよう

な変更があるのか。そのあたりの協議を都

度行っているわけでございますけれども、

このあたり、十分に取り組めているかとい

うと、そうではない状況もございますので、

次年度におきましては、予定されている時

期までの間に、各課への確認、協議という

ものを徹底してまいりたいと考えている

ところでございます。 

 それから、特殊勤務手当の問いがござい

ました。国から指摘されている部分という

ことで申し上げたいと思います。 

 現在、指導の対象となっておりますのが、

手当そのものということではないんです

けれども、まず、市税等徴収事務従事手当

の中で、これは日額でお支払いする部分と、

それから、滞納繰越分ということで、徴収

金額に応じた１，０００分の１０というこ

とでお支払いをしているという手当の部

分がございます。 

 この部分については、日額で設定するの

が妥当な考え方だろうということで指摘

を受けている部分が１点、やはり毎年指導

を受けてる部分といたしましては、年末年

始勤務手当というものがございます。これ

は、１２月２９日から翌年１月３日までの

間に勤務した職員に日額で平均の時間外

勤務手当の４時間分ということで支給し

ているものでございますけれども、この部

分については、業務内容が特殊かどうかに

かかわらず支給されているということで、

この部分が指摘を受けている対象になっ

ております。 

 この部分につきましては、人事課としま

しては、指摘を受けている部分については、

全て廃止したいということで組合と継続

的に協議を行っているという状況でござ

います。 

 それから、現給保障、制度改正のわたり

の経緯の部分でございます。このわたりに
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つきましては、本市が平成１９年度に給与

構造改革というのを実施しております。当

時、等級別の基準職務表に位置づけられて

いない複数の職が同一の級に位置づけら

れているということで国から指摘を受け

ておりました。 

 このあたりを整理いたしまして、一旦、

わたりの廃止ということで実施いたしま

した。 

 その後、平成２２年以降になるんですけ

れども、国のほうから、結果的には同一の

結果になる場合の例示としまして、係長級

が国は４級に格付されているんですけれ

ども、５級に係長が格付されている。そう

いう状況についてもわたりに該当すると

いうことで、再調査なり、再指導というの

が入ってきたというような経過がござい

ます。 

 その後、国や府にも市の考え方なりを説

明はしておったんですけれども、この部分

については、やはり給与制度としては課題

があるということで、組合との協議を重ね

て、今回是正してまいりたいということで

考えている状況でございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 菰原課長。 

○菰原人権女性政策課長 それでは、人権

女性政策課に係ります情報収集・提供事業

についてお答えいたします。 

 こちらの事業につきましては、男女共同

参画社会の実現に向けて女性問題解決の

支援、図書等の収集と閲覧、情報の提供を

目的とした事業でございます。 

 具体的な予算の中身として、まず報償金

ですが、男女共同参画センターで発行して

おります男女共同参画に関する情報を提

供する情報誌、ウィズ通信のイラストに係

る謝礼として計上させていただいており

ます。 

 図書購入費につきましては、センターの

情報ルームで貸し出し用の図書、ＤＶＤの

購入を予定しておりますので、その購入費

として計上させていただいております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、三好委員の選挙管理委員会にかか

わりますご質問３点について、ご答弁申し

上げます。 

 まず、１点目、市議会議員一般選挙費に

おきまして、不用額が２，３１６万９，０

００円、予算執行率が約６０％の理由とい

うことでございます。 

 まず、主なものといたしましては、選挙

公営制度交付金、これが９５０万円の減額

となっておりますが、これにつきましては、

予算編成時におきまして、立候補者数の予

測が非常に困難であったということで、最

大値を見込んだ予算化をしたというのが

原因でございます。 

 続きまして、時間外勤務手当が３５６万

４，０００円減額補正ということで、これ

につきましては、当初開票におきましては、

開票分類作業を人力で行う予算組をして

おりましたが、投票用紙自動読取機の業者

２者のほうから、開票時にデモンストレー

ションを行いたいという申し出がござい

まして、機械導入により従事者数を減らし

たということで、執行額を抑えることがで

きたということでございます。 

 そのほかにも、各種委託契約におきまし

て、入札、あるいは、随意契約におきまし

ても、金額の精査、業者との交渉によりま

して、執行経費を抑えることができ、また、

入札差金が発生したものでございます。 
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 選挙管理委員会といたしましては、この

予算要求時には、選挙は絶対に失敗が許さ

れるものではございませんので、不測の事

態に備えてある程度余裕をもった予算編

成、予算要求をしていたところでございま

すが、そういう予算要求の結果、執行率が

今回約６０％ということになってしまし

た。 

 今後につきましては、例えば、候補者数

等の事前情報収集に努めることによりま

して、より確実で精度の高い予算計上に努

めてまいりたいと思っております。 

 続きまして、昨年の市議選開票時におき

まして、２点混乱がございました。それに

対する今後の対応ということでございま

す。 

 まず、混乱の１点目としましては、本来

候補者別に投票用紙を係数括束後、開票立

会人の皆様に確認していただきまして、そ

の後、集計入力を経て開披台のほうに表を

並べるというのが当時の開票の流れでご

ざいますが、開披台に並ぶ票数と集計表の

突合を行わないまま結果発表を行ってし

まったという本当に初歩的なミスをして

しまったということで、再発防止に向けて、

例えば、事務マニュアル、チェック表の作

成はもちろんのこと、他市の開票状況の視

察等、そういった研究も重ねてしっかりと

チェック体制を構築してまいりたいと考

えております。 

 ２点目のミスが中間発表の仕方につい

てでございます。開票立会人の説明会にお

きまして、１回目の中間発表のときには、

ある程度票数をそろえて発表させていた

だくというご説明をさせていただいたと

ころなんですけれども、実際の開票の進め

方で大きなばらつきが発生してしまった

ということで、これにつきましては、改め

て反省をしている次第でございます。 

 原因としましては、選挙管理委員会内部

におきまして、開票事務にかかります共通

の認識がとれていなかったという、これも

本当に初歩的なミスでございました。 

 これらのミス、再発防止ということで、

先ほど申しましたように、誰が見てもわか

りやすい事務マニュアル、また、担当ごと

にチェック表、もっときっちりしたものを

作成しまして、今後の開票に生かせるよう

に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 具体的には、平成３１年４月上旬に府議

選が執行されますので、そこからタイミン

グ的に逆算していきますと、従事者への周

知期間、そういったものを含めますと、こ

としの９月末、１０月頭ぐらいにはそうい

ったマニュアル、チェック表を作成して、

またお示しできると思いますので、ご理解

のほどよろしくお願いします。 

○渡辺慎吾委員長 牛渡会計室長。 

○牛渡会計室長 それでは、三好委員の大

きく２点に分けてのご質問にお答え申し

上げます。 

 まず、指定金融機関の動向ということで

ございますが、本市におきましては、昭和

４２年に現在のりそな銀行、三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行、昭和４４年に近畿大阪銀行が加わ

りまして以降、この３行の輪番体制で指定

金融機関を維持いただいております。 

 毎年、８月１日に金融機関が交代をされ

るというところでございます。金融機関の

動向でございますけれども、近年、日銀の

マイナス金利政策が長期化する中、地方公

共団体、金融機関双方を取り巻く経済環境

が変化しておりまして、これまでの取引関

係の見直しが加速化していると認識をし

ております。 
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 金融機関にとりまして、地方公共団体が

自らの信用力を高める特別な取引相手と

していた時代から、むしろ、経営を圧迫し

かねない相手として、サービスに見合うコ

ストが求められる時代に変化をしている

ものと認識しております。 

 直近の報道におきましても、大手都市銀

行においては、今後、電子化を進め、大幅

な人員削減を実行して、海外市場に活路を

見出そうとされております。 

 また、一方で地方銀行については、統廃

合を加速し、基盤の強化を図るとともに、

実店舗を維持しながら国内市場で生き残

りをかけると、そういった方向性を打ち出

されると理解をしております。 

 そういった動向を踏まえまして、ＡＴＭ

機の設置の件でございますが、目的外使用

の件は防災管財課所管でございますので、

私ども指定金融機関との関係ということ

でご答弁を申し上げたいと思います。 

 委員のご指摘のとおり、西別館解体に伴

いまして、現在、軀体がＡＴＭ機と一体の

構造となっておりますので、私どもとしま

しては、一般市民の利用も定着しているこ

とから、可能な限り継続して使用ができる

よう、防災管財課にもお願いをし、金融機

関にもご理解をいただくようお願いをし

ているところです。 

 ただしかし、指定金融機関のＡＴＭに対

する考え方といいましても、特に三菱東京

ＵＦＪ銀行につきましては、現在、ＡＴＭ

機の維持コスト、これが非常にかかると、

特に市役所のＡＴＭ機については、土曜、

日曜が稼働しない、夕方６時以降稼働しな

いということで、稼働率という点からいっ

たら非常に低いという状況になっており

ます。これは社の方針として、いわゆる広

告塔の役割しか満たしていないＡＴＭ機

については、撤去するといった方向性を出

されておりますので、現在、移設費用であ

るとか、ランニングコストのご要望もいた

だく中、今後、設置いただけるかどうかと

いう点については、非常に微妙な状況にな

っております。 

 りそな銀行については、まだ設置すると

いったところでのご回答をいただいてお

りますが、この件についても、今後費用負

担等のお話し合いをさせていただく必要

が生じてまいるかもしれませんので、この

件につきましては、西別館の解体に伴う具

体的な設計が明確になった段階で総務部

とも連携を図りながら、ご回答を申し上げ

ていきたいと思っております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 三好義治委員。 

○三好義治委員 全国市長会の副会長、本

当にご苦労さまでございます。 

 「市政」という資料については、ここの

一存で決定もできないので、もし依頼でき

るのであったら、またお願いに上がると思

いますので、これはそういうことであると

いうことだけ、私も承知しておきますので、

本当に副会長、ご苦労さまです。 

 それから、政策推進課のＦＭ推進事業で、

個別施設計画を平成３２年までに策定し

なければならないと、この予算の内訳を見

たら、国、府の補助金は全く出てきてない

んですよね。一般財源だけで行っておって、

これまでも国からの指導としては、公共施

設の再編成という言葉に変わっていたけ

れども、これまで何度も通達も来て、老朽

化対策も含めて、指導が来ておったと思う

んですね。その中で、現在、防災管財課が

これまで方針を決定するために準備もし

てきたんですね。それが今回ＦＭ推進事業

ということで、改めて政策推進課で作業を
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行っていくと、これは絶対積み重ねになっ

ているんですか。僕は過去からその話を何

回も伺いながら、一向に上がってこなかっ

たから、先般の代表質問で副市長が答弁を

いただいたように、それぞれの部門の中で、

要望があって方針が決定されないので、み

んなあたふたしてますよというのが質問

の趣旨なんですね。個別施設計画が平成３

２年までに方向性が定まって、３年間さん

ざん待ったとして、それ以降に各部門に事

業計画を挙げてきなさいということで下

していったとしても、これから相当時間が

かかってくる。そういう部分の全体スケジ

ュールをどのように考えていっているの

かということ、見直ししていくに当たって、

建物の建築年数とか、面積とか、地域性と

か、使用用途、こういったこと全てマトリ

ックスに挙げてくると思うんですけれど

も、そういうことは既に、僕は防災管財課

に移管されたときにはできていると思っ

ていたんです。それを今さらまた改めて、

何を今回改めてやるのかということが疑

念に思います。これについて改めてご答弁

いただきたいと思います。 

 それから、労働安全衛生事業で、労働基

準法に定められている労働安全衛生活動

については、部門別にやられているという

こと、全体でやられているのが年に４回、

年４回というのも本来だったら、労働安全

衛生委員会の設置義務があるところは、月

に１回開催しなければならないし、月に１

回の開催が義務づけられている。その中に

労働安全衛生管理者、この方が必ず出て、

労使ともにそこで協議をしながらやるの

が本来法律の中身なんですね。そういうこ

とが運用されていないというは、人事課が

今ここに書いているから、労働安全衛生事

業という項目で４３万円と書いているか

ら、今、私は人事課に質問しているんです

けれども、労働安全衛生管理者たるものは

どなたがやられているのかということも

含めて、もう一回その答弁によっては質問

していきますので、本来、法律に基づいて

やるならば、年１２回、それからブロック

会議というのは、部門会議がその下でやっ

ていく、これは任意ですけれども、そうい

ったことが法律に基づいてなされている

のかどうかということを再度確認させて

ください。 

 職種別能力開発事業につきましては、Ｏ

ＪＴもあれば、Ｏｆｆ－ＪＴというやり方

もあって、一応は人事が庁内研修、Ｏｆｆ

－ＪＴは年間何回ぐらいやっているのか

ということが１点聞かせていただきたい

と思います。主にこれは外部研修として受

けとめたらいいんですね。その外部研修の

中で計画した８割は実績として残ってい

ると、外部研修で行くのに、例えば、大阪

だけの研修か、たまたま東京に行かなけれ

ばならない研修かによって、費用の執行率

が変わってくる。こういう理解でいいです

ね。庁内研修として人事主体でＯｆｆ－Ｊ

Ｔの研修はどれぐらい計画されているの

か教えてください。 

 それから、特殊勤務手当につきましては、

相当改善がされて、それこそ先ほどの第５

次行革で何度も改善もされてきた中で、人

件費、相当さぐってきた過去の経緯は重々

把握しております。 

 ただ、今回、わたりの件について、国の

指導を受けている中で、この人件費にかか

わる特殊勤務手当で２つの特殊勤務手当

はまさにまだ課題になっていると、特に年

末年始勤務手当の額は、日額で平均の時間

外勤務手当の４時間分を支給していると

思うんですが、国基準は、年末年始勤務手
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当の基準は一体幾らになっているのか教

えていただけますか。 

 現給保障に伴う増額で、平成２２年に係

長のわたりが発覚されて、現在、平成３０

年なんですね。平成２２年から平成３０年、

以前に我々はその時点か、それ以前か、平

成１９年度ぐらいに、これでもうわたりは

もうなくなりましたと伺ったんですね。今

回のこのわたりというのは、それ以降、法

律の改正があったからわたりとして認定

されたんですか。さっきからの答弁を聞く

と、摂津市は等級で１から９級まであった

かな、そのうちの５級がこれはもうわたり

に値すると、要は５級で係長、これを４級

で係長にしなさい、中身については、号給

が下がってでも、給料が下がるからその分

を補塡するのが２，３２９万円が初年度で

かかるというのが、今回のこの予算措置で

すよね。制度改正の本質は級の改正が本質

でなしに、わたりはその級にあった給与を

支給しなさいというのが国の指導なんで

すね。また、その級を下げながら、給料は

そのまま損失補塡分であげてたら、これは

国基準に違反するのではないかというこ

とを確認させてください。条例では今度額

のことをなかなか言えないので、条例はこ

の条例を改正してでもよろしいですかと

いう判断しかできないので、給与表はここ

でしか言えないので、そういうことで確認

してます。 

 選挙管理委員会は予算組みで選挙管理

委員会は総合行政委員会で、あなた方は選

挙管理委員、公平委員も一緒に従事するの

と同時に、監査委員事務局も従事している

んですよね。その中で今、５，７００万円

を当初予算に対して、執行率６０％で執行

率が非常に悪いなというた中で、発言とし

て、何があるかもわからないから、予算措

置をやりました、不用額２，３００万円に

なりましたという発言ね、ただ、議会とし

ては、行政としてでも、当初予算を挙げて、

予算が臨時的な予算が発生した場合の措

置として、予備費を充当する措置もあれば、

専決処分をする措置もあれば、もう一つは、

臨時議会を開く措置もあるんですよ。その

中で何か不測の事態が発生するかもわか

らんからというて、水回し予算を組んでお

くんだったら、これは予算の規律に反して

ますよ。きょうは財政課がいてないけども、

だから、その分についての予算の立て方と

いうのは、もう一回ご答弁いただきたいと

思います。 

 それとやはりデモンストレーションで、

機械を使わせてくださいということで、人

件費が下がりました。今の開票所の読み取

り機というのは、結構古いと思うんですね。

今回、２，３００万円も不用額が発生する

んだったら、そういう機械を買いかえたら

どうやったんやと。摂津市の機械は古いか

らそっちのほうが効率がいいからという

ことで、毎回、毎回貸してくれるんかとい

うとそういうことはないですやん。その辺

の予算措置も含めてどうされるのかとい

うことと、先ほどの昨年９月の摂津市会議

員一般選挙での中間発表でのあのやりと

りのミスと最終読み取りでミスがありま

したが、本当に人的ミスなんですね。今聞

いていてもね。この人的ミスの防止は担当

者がかわっても選挙従事は行政がある以

上、市議会議員選挙、国政選挙、府会議員

選挙とか、あらゆる選挙があるんです。人

がかわろうが、体制は変えてはならない、

ミスをおかしてはならないというような

ことを思います。 

 先に山下次長が、マニュアルを９月もし

くは１０月ぐらいまでをめどでつくって
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いきたいという話はしているから、この分

については、我々は信用しながら、次はミ

スのない体制になるかどうかというのは、

この点については見守ります。 

 ただ、今の予算の取り方と、今の読み取

り機の更新の考え方、これについてお聞か

せいただけますか。 

 それから、予算は大概２月ぐらいに組ん

でいるんですよね。昨年９月の摂津市会議

員一般選挙で定数が何人かわからない分

は、それは定かではないんですよ。予算を

とる間にね。でも、来年の大阪府議会議員

選挙は明らかに予算はある程度入れてま

すやんか。国から補助金がおりてくる分で

は、だから、その辺が矛盾しているなと思

いながら、予算の取り方と執行のあり方に

ついてお願いします。 

 それから、ＡＴＭで、会計室がちょっと

防災管財課ともっと連携していただきな

がら、やっぱり指定金融機関のＡＴＭの稼

働率をいかに上げて、横には駐車場もある

し、ＡＴＭの便利さというのはあるんです

ね。１台の機械を除いて、あとの２台の機

械はいつ行っても結構あいていますけど

ね。そういう実態の中で、なんとかあそこ

にＡＴＭ、もしくは市役所の敷地内でどこ

かに置けるように、防災管財課と調整をお

願いしたいなというように思います。 

 指定金融機関の残るかどうかについて

は、これはいろいろと議論をしていただけ

なければならないので、その辺は会計室と

してよろしくお願いいたします。 

 人権女性政策課の情報収集・提供事業で、

これはもろに言いますけれども、情報収集

と提携事業で予算が２２万円近く、図書費

で１９万７，０００円、それから報償金で

１万円、情報収集はこの図書費でコミプラ

の１階のほうに本を置いて、市民の皆さん

方に情報提供をしていくと、情報提供は何

か資料をつくって提供すると、本来の予算

組みのあり方については、この予算の中に

は、印刷製本費も入ってないし、消耗品も

全く入ってない。こういうところをどうや

って情報提供をやる機材をどの款、項、目

でやろうとしているのか、改めて聞かせて

ください。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、ＦＭ推進に関

します２回目のご質問にご答弁申し上げ

ます。 

 まず我々、全体スケジュールということ

でしたので、まず政策推進課に分室をつく

ります。ＦＭの専任チームでいろいろやる

んですけれども、一言でいいますと、各施

設のデータをまず積み上げること、修繕費

でありましたり、施設利用実態でありまし

たり、いろいろなデータを積み上げるとい

う仕事を進めます。それとはまた並行いた

しまして、同じタイミングで庁内の部局横

断的なＰＴを立ち上げまして、今度は政策

的な見地から各施設はこうしたらいいで

はないかとか、これが求められているので

はないかという議論も進めていきます。こ

れらを合わせまして、まず、施設のジャン

ルごとの方向性をあらあら決めていきま

す。例えば、この施設群は今後時代の流れ

に応じているので維持するべきだ、この施

設群は、このジャンルはちょっとそこまで

時代の流れにあっていないので、ほかの施

設とくっつけることもあり得るという形

で、ジャンルごとの方向性を定めます。 

 また、それを経まして、今後、各地域性

を見ながら、この地域にはこういう施設が

いるのではないかという観点も最後に入

れまして、最終的に、平成３２年度末まで
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に国が求める個別の施設計画を策定した

いと、こういう形で今のところ考えており

ます。 

よろしくお願いします。 

○渡辺慎吾委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 そうしましたら、人事課

にかかわります三好委員の２回目の質問

に答弁させていただきます。 

 まず１点目の労働安全衛生の関係でご

ざいます。現在、部門別で法律に基づいて、

どの程度執行かということでございます

けれども、先ほど答弁の中に述べさせてい

ただきました、上下水道、消防、給食、清

掃、保育所、事業場ごとに法定の場合は法

律に基づいて、総括安全衛生管理者という

ことを所属の長がなるわけでございます

けれども、設置をいたしまして、月に１回

の開催をしているというような状況でご

ざいます。 

 中央の委員会というのは、それとは別で

年に４回開催されておりまして、その場で

各事業場の代表が集まって情報の共有を

していると、そういうような内容になって

ございます。 

 中央の委員会においては、総括安全管理

者といたしまして、環境業務課長、教委総

務課長、２名を総括安全管理者として、指

定して、４回実施しているというような状

況でございます。 

 それから、Ｏｆｆ－ＪＴ、人事課主催の

研修がどの程度というお問でございます。

職種別能力開発事業といいますのは、ほと

んどが派遣型の研修になるわけでござい

まして、実際に講師を呼んでの実施をして

おりますのは、給食調理員であったり、保

育士、幼稚園教諭、消防職員などを対象と

した研修について、市側で企画をして実施

をしているところでございます。これにつ

きましては、各職員が所属をしているセク

ションといいますか、部署が企画をするこ

とになっておりまして、人事課については、

その予算をもっておりますので、報告を受

けて執行していると。ですので、この職種

別能力開発事業については、人事課主催の

研修というのはこの中にはございません

でして、階層別能力開発事業だったり、組

織課題別の部分について、人事課のほうで

主催をして研修をしているということで

ございます。 

 それから、特殊勤務手当のお問がござい

ました。国基準で幾らかというお問でござ

いまして、国のほうではこの年末年始にか

かります特殊勤務手当というのは、実はご

ざいません。指摘を受けている内容につき

ましても、業務内容ではなくて、年末年始

に勤務したということで執行しています。

その部分について指摘を受けているとい

うことでございまして、国においてはこの

手当はございません。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、わ

たりの是正に関しまして、激変緩和のとこ

ろのご質問にご答弁させていただきたい

と思います。 

 先ほども人事課長のほうから申し上げ

ましたように、本市においてはわたりの是

正ができたものということで認識をして

おります。 

 その後、国のわたりの考え方といいます

か、制度の考え方、そのあたりの違いが出

てきまして、新わたり的なことで、是正の

対象になったという経緯がございます。 

 確かに、かなり時間がたっておるんです

ね。そのあたりのところについては、我々

としても反省はしているところでござい
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ます。 

 このわたりに伴う激変緩和ですけれど

も、３級の主事が本来２級の主事である、

４級の副主査が本来３級の副主査、５級の

係長が本来４級の係長への位置づけが適

正であるということで、１級、上位に位置

づけをしておるということで、それを是正

することになります。給与の関係と制度改

正、国が行う制度改正が全国的に対象とな

るものについては、激変緩和という考え方

がよく取り入れられます。それは職員の給

与については、生計費という考え方がござ

いますので、そういったことも加味しなが

ら、激変緩和ということがとられるわけで

すけれども、今回の場合については、本市

独自の制度改正ということになりますの

で、果たしてその激変緩和が適切なのかど

うかというところは議論にもなりました

し、議論してまいりました。そこでやはり

一つは、今回の激変緩和の対象者が、本市

は６３０名ほど職員がおりますけれども、

実に４００名ほどが対象になるというこ

とがございます。それだけ影響が大きいと

いうことでございます。 

 あと、先ほど申し上げた生計費というこ

とを考える必要があると、是正をした後、

１級下位のところに位置づけた後、それぞ

れの職員が退職するまでの影響額といい

ますか、そのあたりも加味して、考えまし

た。 

 やはりこれは組合の交渉ごとになりま

すので、そのあたりのところもポイントに

はなってくるんですけれども、もう一つ、

今回、激変緩和という措置を取るに至った

大きな要因としては、今回５年間という長

いスパンで考えておるんですけれども、１

級下位に位置づけをいたしますけれども、

また上位の級に戻るということが定期昇

給の場合、また、副主査もそうですけれど

も、係長も主幹も人事評価に基づく選考な

り、試験なりということを実施しておりま

すので、それで４００名中のある程度の職

員が戻る想定ができます。もちろん退職す

る職員もおりますので、激変緩和対象から

外れる職員も当然おりますが、そういった

ことを数字的に見ていきますと、最初の２

年間で約８割近い職員が対象から外れる

ということが見えてきましたので、そうい

ったことも踏まえながら、今回、激変緩和

という措置をとるに至ったというところ

でございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 菰原人権女性政策課

長。 

○菰原人権女性政策課長 それでは、人権

女性政策課にかかります情報収集・提供事

業における印刷物の作製に要する費用の

予算措置についてお答えいたします。 

 情報誌の作製に当たりましては、外部業

者に依頼することなく、センター内で購入

した紙に自前でコミュニティセンター内

で印刷を行って発行している次第でござ

います。 

 男女共同参画センターで使用する紙代

につきましては、消耗品費として、同じ予

算概要２２ページの款２総務費、項１総務

管理費、目１２男女共同参画センター費の

うち、男女共同参画センター管理事業の中

で集約しまして紙を購入しております。こ

の紙を男女共同参画センターの事業全体

で使っているのが現状でございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、三好委員の２回目のご質問にご答
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弁させていただきます。 

 最初に、先ほどの答弁の中で選挙の確実

な執行という意識にとらわれる余り、予算

編成の基本ですとか、監査の視点の欠けた

答弁を行ったことをおわび申し上げます。 

 今後の選挙の予算組みにつきましては、

先ほど申しましたとおり、本当に必要な分

だけ、精度の高い予算計上に向けまして、

財政課のほうとも相談して、取り組んで参

りたいと考えております。 

 また、もう１点、選挙の確実な執行のた

めに、選挙備品の充実ということで、その

辺をどう考えていくかというご質問をい

ただきました。 

 現在、備品の購入につきましては、国・

府の選挙におきましては、備品購入計画を

立てて執行しなければなりません。この執

行経費の枠を超えた備品購入につきまし

ては、他市においては委託料から減額され

ている事例も発生しております。 

 また、市単費の選挙におきましても、市

の財政状況が厳しい中、さまざまな予算上

の制約というのがございます。 

 しかしながら、先ほど申しました投票用

紙の分類機などにつきましては、これは間

違いなく確実に開票時間短縮に威力を発

揮するものでございますし、開票事務従事

者の負担軽減に貢献する選挙備品でござ

います。職員数が減る中、有権者や候補者

の皆様に、より早く開票結果がお知らせで

きるように、また、より確実な選挙を執行

するために必要な備品購入につきまして

は、これにつきましても、財政課と協議し

て、その必要性を十分認識していただいた

上で、計画的な購入に努めてまいりたいと

考えております。 

○渡辺慎吾委員長 三好委員。 

○三好義治委員 なかなか求める回答に

至ってないところが数か所ありまして、そ

れについて、質問をしていきたいと思いま

すけれども、ＦＭ推進事業で淡々と答弁さ

れましたけれども、今のご答弁から行きま

すと、私はそういった面では、これまで積

み重ねてきたいろいろな公営住宅も含め、

公共施設、いろんな資料も都市計画マスタ

ープラン、こういったことも全てつくって

きた積み重ねがあります。今、集会所は、

耐震診断を受けなければならないという

昭和５６年以前の建物も全て把握してい

ると、こういった積み重ねで行政としては

大きく流れは変えてはならないですよと

いうのは、午前中にもお話させていただき

ました。 

 今回、政策推進課の分室を設立するに当

たってでも、そういった積み重ねがあるが

ゆえに、本来は平成３２年までに計画を策

定しなければならないところ、あなた方だ

ったら１年間でまとめるというぐらいの

意気込みや積み重ね、要は、原課として積

み重ねてきているんだから、そういったと

ころをベースにしながら、あとは整理の範

疇に入っていますというぐらいかなと思

ってたんだけどね。 

 ただ、積み重ねた中でＦＭ推進事業を平

成３２年度までだというている部分につ

いては、もっと短期勝負でスピード感をも

って、計画行政として経営の感覚をもって

できないものか、この点についてお聞かせ

いただけますか。 

 労働安全衛生事業については、僕は形に

とらわれようと思ってないですよ。やっぱ

り公務員として、そこに働いている職員の

安全管理というのを人事が一番発信しな

いといけないと思うんですね。事故を起こ

したら、一番困るのは、当の本人なんです。

その事故を起こさないようにやっていく
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のがソフト面、ハード面で皆さん方が今度

きっちりやっていかなければならないん

ですね。そのために、一回事故を起こした

ら、周辺にも情報の共有化をしながらこう

いう事故は２度と起こさないようにやろ

うやんかとか、それから、メンタルの関係

も含めて何でそうになっているかという

ような職場環境を見ていくんでも、情報の

共有化というのは労働安全衛生委員会を

もって、皆さん方に共有化していくという

ことなんですね。 

 過去を振り返りますと、以前は、無免許

運転で公用車を運転して、一度大きな問題

になったことがあります。その中で労働安

全衛生委員会で検討した結果、チャレンジ

コンテストとか、ＳＤカードの取得をやっ

て、運転する前に年に１回は、運転免許証

の確認をやろうやんかと、こういった合意

形成、これは議会とも約束した経過がある

んですね。それ以降、昨年の損害賠償案件

で議会案件になったのは８件から９件あ

りました。当時は僕ももう言わなかったん

ですけれども、こういう機会もあるから、

改めてそういうけがをしたら職員が困る

んですよ。けがをさせない職場環境づくり

をどうしていくか、事故を起こさない環境

づくりをどうするかということをまず議

論していただくことを要望しておきます。 

 人事課については、年末年始勤務手当の

関係は国では、支給してはならないという

ことになっているのか、年末年始は出勤し

てはならないということになっているの

か、今の答弁はよくわからなかったんです。

出勤したならば、これは休日出勤手当は認

められていると思うんですね。だから、休

日出勤手当は国基準は幾らになっている

のか、今１００分の１３５の休日勤務手当

プラス年末年始勤務手当がついている部

分が問題になっているのか。この分につい

ては、今すぐに答弁をもらおうとは思って

いませんけれども、今、一応問題提起して

おきますね。国基準に。それから、この北

摂の他市と比較した中でどのように対応

するか、年末年始はやはり出勤していただ

けなければならない業務も多岐にわたっ

ているんですね。一概に僕は切れとは言っ

てないんです。だから、適正な支給のあり

方、万が一あったらそれにかわる代替措置

として、年末年始の委託ということも、一

歩踏み込んだこういう取り組みができる

なと思っているので、これについては、検

討していただいて、ある時期になったら、

また答弁いただけるようなことで要望し

ておきます。 

 議案第２２号と重なる部分について、こ

れの現給保障に伴う増額の約２，３００万

円については、現給保障についての話はち

ょっとわからんことはないんだけれども、

ただ、制度改正のときには、やっぱりそこ

で不利益がこうむる方が生じて当たり前

の部分があるんですね。制度改正は。その

中で今回の部分が５年間も制度改正の中

でやらなければならない人を見てから制

度改正の現給保障を考えているから、５年

間になるんですね。本来の国の基準から見

たら、その人ありきでやっていったらあか

んのですけれども、今答弁にありましたよ

うに、８割の方々がこの２年間で、現給保

障で全て賄えるのであったら、２年間、３

年間でなんとかその対処はできないもの

かということ、これも検討課題で、改めて

条例の審査でもう一回お聞きする機会が

ありますので、その部分は次回までもう一

回検討していただけたらありがたいと思

います。 

 情報収集・提供事業については、これは
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こういう事業については、その一つの事業

を執行するに当たっては、その節の中で全

てが賄える予算組みをしてくださいと言

っているんですね。これだったら我々、印

刷製本費が男女共同参画センターの消耗

品費で全部賄えるというたら、情報収集の

ところの提供についてどれだけの費用が

かかるのか全くわからないんです。流用に

ついては、予算書の最初のページに載って

いるでしょう。私はこの第５条で歳出予算

の流用については、地方自治法第２２０条

第２項のただし書きで、認められる流用に

ついては、「各項に計上した給料、職員手

当及び共済費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用」と書いているんで

すね。そういった消耗品関係の流用は認め

られていないんですよ。 

 ただし、項、目の中でこれはもう節にな

っているから、そういうことの中で一つの

運用ですから、これは認められるだろうけ

ど、ただ、事業の執行内容を見たときには、

やっぱり記載すべきだということの中で

これは要望しておきます。 

 選挙管理委員会については、備品購入と

か、機材購入を私、国の衆議院議員総選挙

のときの交付金で買えとか、大阪府の負担

金で購入しろとか言ってないですよ。今財

政が厳しいから、予算要求が厳しいとかい

う云々の前に予算要求をされたんですか。

その投票所の機械が今困っているものが、

ほんまにその機械がとまったら、市議会議

員選挙も含めて衆議院議員総選挙など全

国に迷惑がかかるんですよ。昨年９月の摂

津市議会議員一般選挙で行えば、デモンス

トレーション用としてよその機械を業者

から見本で見せてもらったんでしょう。も

う一つ言ったら、約２，３００万円を不用

額で返すのだったら、これ１台１，０００

万円ぐらいで購入できますよね。総合行政

委員会だから、福祉とちょっと関係ないよ

うな立場だけど、そういったところで本来

の摂津市議会議員一般選挙などの中で、慎

重にミスのないようにやるためには、そう

いった備品もそろえないといかんのと違

うの。国・府がどうのこうのとは言ってな

いんですよ。摂津市議会議員一般選挙でイ

ニシャルコストをかけて、その機械がある

程度壊れるんだったら、国・府からはその

備品の修繕費は国・府の補助金で出ますや

んか。予算計上を見たらね。こういったこ

とを改めてもう一回答弁をいただきたい。 

 それから、実際に約２，３００万円も残

したその予算組みの根本的な考え方を聞

かせてくださいね。不測の事態が発生した

場合で、これは予算の規律が全て崩れるん

ですよ。何のために予算編成を行うに当た

って、財政が皆さん方に発信して、部長査

定があり、市長査定があって切り詰めた予

算を組みながら、執行しておりますが、平

成３０年は厳しい予算を組んでいるとい

うて報告を受けていますよ。その概念を聞

きしたいと思います。 

 選挙公営制度交付金で９５０万円が不

用額になりましたと、この選挙公営制度交

付金というのは、摂津市議会議員一般選挙

は、我々の一般財源をもってやっているも

のなんですよ。選挙公営制度交付金の支出

というのは、なかなか僕はわからないので、

こういったことを踏まえて答弁いただき

たいと思います。 

 会計については、そういったことで進め

ていただくことをお願い申し上げます。 

○渡辺慎吾委員長 暫時休憩します。 

（午後５時４分 休憩） 

（午後５時５分 再開） 
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○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

 本日の委員会は、この程度にとどめ散会

します。 

（午後５時６分 散会） 
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